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序章 戦後アメリカ史における中小企業と中小企業政策の意義

序章 戦後アメリカ史における中小企業と中小企業政策の意義

1．問題の所在

 本論の目的は、従来は歴史研究では看過されてきた中小企業の歴史、とくにアメリカの

覇権が成熟した1950年代から60年代を対象に、中小企業及び中小企業政策の歴史的意義

を明らかにしようとするものである1。

 近年、日本における中小企業に対する認識は、二重構造論にもとづく弱者から日本経済

の閉塞状況を打開する担い手という見方へと変わりつつあり、1999年12月の中小企業基

本法改正においても、弱者救済的規定が削除され、中小企業を経済的活力の源泉として支

援することが明記されるようになった。中小企業向け不良債権の問題等、依然として中小

企業が大きな問題を抱えていることはたしかであるが、日本の総就業者の約7割は、従業

員300人以下の中小企業において雇用される者、あるいは自ら中小企業を経営する者であ

る。経済や社会における中小企業の占める地位を勘案すれば、中小企業の重要性が注目さ

れることは、きわめて当然の流れであろう。同時に、アメリカにおける中小企業やベンチ

ャー企業の活力及びこれらに対する政策的支援に対する関心も高まっている。

 しかしながら、中小企業は、その現状等に対する関心が高まる一方で、歴史研究の対象

としては依然として未開拓な状態にある。とくに、大企業を中心とした社会経済体制を前

提として描かれてきたアメリカ史においては、中小企業の果たした役割が着目されること

は非常に稀であったといえる。アメリカでは、1880年代頃からのほぼ一世紀の間、鉄鋼、

石油、後には自動車等、多くの産業において、大量生産システムを備えた大企業の勢力が

拡大する一方で、いわゆる中小企業の占める割合は、雇用者数や出荷額等の面で凋落を続

けた。チャンドラーが描いた、大企業を担い手とする寡占体制が成立したのである2。さら

に、アメリカが、第二次世界大戦に勝利し、大企業と大量生産システムを経済成長の原動

力とする論理が、いわゆる先進工業国に普及し、当該国の内外に多大な影響を与えたこと

は、20世紀という時代の大きな特徴のひとつといえる3。アメリカが、大企業を中心とした

社会経済体制を強化させた20世紀は、中小企業の歴史的意義を見出す必要がなかった時代

であったのかもしれない。

 それでも、1970年代後半以降は、アメリカ企業の国際競争力の低下を背景として、経済

史あるいは経営史の分野において、フォード・システムに代表されるような大量生産システ

ムとその担い手である大企業の問題点を指摘するとともに、高付加価値財を多種少量生産
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する中小企業の存在が注目されるようになった。なかでも、ピオリ／セーブルの業績は、

現代史の歩みが、大企業主体の大量生産に依存した時代を過ぎつつあることについて、経

済的視点のみならず、政治的あるいは社会的な問題を含めて指摘した点において画期的で

あったといえる4。

 彼らは、1970年代以降のアメリカ企業における大量生産システムの限界を指摘すること

に主眼を置き、歴史における中小企業の役割自体を扱ったわけではなかった5。しかし、ス

クラントンが1997年に発表した「絶えざる革新」は、チャンドラーが提示した大量生産シ

ステムを備えた大企業中心の社会経済体制に対して、特殊品製造に特化した中小企業群の

存在に着目し、アメリカ経済史像を再構築しようとした研究である。アメリカにおける第

二次産業革命は、標準品の大量生産を行う大企業が成長した時代であるとともに、生産iコ

ットの小さい製品を中心に多種多様な製品を供給する霧しい数の中小企業が生まれた時代

であるとしたのである。スクラントンの業績が、企業を規模ではなく、生産ロットの規模

を基準として分類し、チャンドラーの描いたような大企業一辺倒ではないアメリカ経済史

を構築した点において、注目に値することはたしかである6。

 ただし、専門性や柔軟性のある生産技術を武器に、大企業と共存する中小企業の戦略は、

その有効性の一方で、得られる成功の限界をも示している。小規模で柔軟性を有する専門

企業の存在が、多くの分野における革新の源泉であったことはたしかであろう。しか’し、

アメリカの中小企業の多くは、小売業やサービス業等、非製造業によって占められている。

とくに、歴史的には最も一般的な企業形態のひとつである小規模な小売業、あるいは近年

成長の目覚ましいサービス業の分野においては、専門性や柔軟性を活かす戦略の有効性に

ついて、別途分析する必要があるだろう。また、かつては自立性の高かったアメリカ経済

が、第二次世界大戦後、急速に世界経済との統合を進めたことにより、中小企業は、当該

分野における大企業のみならず、海外企業との競争にも直面することになった。スクラン

トン自身が、1920年代において議論をひとまず終えているように、専門性や柔軟性にもと

づく競争力は、第二次大戦後になると、海外企業を含めた関係のなかで規定されるように

なったのである。

 このように、雇用の大半を担った中小企業の大部分は、必ずしも大企業と伍す競争力を

有したわけではなかったが、一方で、大企業が成長しても、比率としてはともかく、中小

企業の絶対数が減少しなかったことも否定できない事実である。アメリカでは、第二次大

戦後、時期により多少の増減はあるものの、総有業者の約5割程度が、政策的には中小企
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業に分類される従業員500人未満の企業で雇用されるか、自ら中小企業を経営している。

また、より零細な規模とされる従業員20人未満の企業も、総有業者の約2割程度に職を提

供し続けている。このように、多くの人々が中小企業において職を得ている状況を勘案す

れば、中小企業は、大企業との格差を有しながらも、経済的側面にとどまらず、アメリカ

社会全般を規定する要因のひとつであり続けている。

 むしろ、アメリカ社会における中小企業の量的プレゼンスと経済的プレゼンスのギャッ

プは、中小企業の問題を政治的論争の場に引き出すことになったといえる。とくに、第二

次大戦後から1968年まで、戦後世界秩序におけるアメリカの覇権が絶頂を迎え、比類なき

経済成長を実現した時期に、中小企業は新たな、そして厳しい環境に直面した。経済活動

における組織化の進展、アメリカ経済のグローバル経済への接合、新たな科学技術の登場、

大量消費を基盤とした生活様式の牢着等、アメリカの経済成長を支えた諸要因は、多くの

中小企業にとっては、概して負の作用をもたらした。また、戦後世界秩序及びアメリカの

国内体制を強く規定した冷戦の存在は、中小企業自らが対応できる範囲を超えた問題であ

ったといえる。アメリカが戦後世界において群を抜いた経済力を獲得する一方で、相対的

にはその優位性を享受できない中小企業が、経営上の努力のみならず、政治力を動員した

利益獲得運動を展開したのである7。

 同時に、政治的要求を強める中小企業の問題は、連邦政府の重要な政策課題のひとっに

なった。中小企業に不利な環境が固定化するなかで、民主党と共和党、あるいは議会と行

政府の間に温度差があったとはいえ、総有業者の約半数に職を提供する中小企業を何もせ

ずに放置するという選択肢は存在しなかった。本論中でも詳述するが、1953年に暫定機関

として設立され、1958年に永久機関となった米国中小企業庁（SBA：Smau Bushess

Admm1stratm）を中心に、連邦政府は中小企業に対する支援を拡大したのである。

 ここで、SBAの設立等を契機として、1950年代に形成されたアメリカの中小企業政策は、

中小企業の競争力を強化するという政策的に提示された目的よりも、大企業を中心とする

社会経済体制内で不利な環境を強いられる中小企業及び関係する就業者に対して支援策を

提供することで、むしろ、大企業を中心とする体制内に中小企業を組み込み、社会の安定

に寄与するという社会政策的意義を有していたのではないかという仮説が立てられる。換

言すれば、中小企業政策は、連邦政府の権限強化と諸階層の組織化を進め、集団間の利害

対立を一定範囲内で均衡させるニューディール以来の政治秩序、いわばアメリカにおける

福祉国家体制の一翼を担ったとはいえないだろうか8。
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 アメリカにおける福祉国家体制成立の原動力としては、ニューディール期における労働

組合の組織化や第二次大戦後の社会的保障の制度化等の社会変動が、大きな役割を果たし

たことはたしかである。しかし、福祉国家体制の重要な機能は、単に社会的弱者を救済す

るだけではなく、国家機構の権限強化と諸階層の組織化を進め、集団間の利害対立を一定

程度内に均衡させることで、人為的に社会の統合を図るものである。よって、中小企業や

中小企業者を対象とする中小企業政策が、福祉国家体制の一部を形成する可能性について

考察することは、相応の意味を有するといえる。

 本論は、先行研究等に対する既述の問題意識にもとづきながら、この仮説を検証するた

めに、次に掲げる具体的問題の解明を試みる。

 第一に、連邦政府が、SBAを中心とした中小企業政策を成立及び拡充させるに至った時

期を中心に、中小企業の存立状況を明らかにする必要がある。その際、中小企業一般の状

況ではなく、中小企業政策の形成を促すような政治的議論を伴う問題が分析されなければ

ならない。次節でも述べるが、中小企業の定義は非常に曖昧であり、その総体的把握が困

難である一方、中小企業の問題はきわめて政治的な性格を有している。また、福祉国家体

制おいては、政府が私的領域では調整困難な利書対立の調整を図るが、それは均等な利益

の配分ではなく、組織化された集団こそが、政府から便益を獲得し得るといえるだろう9。

これらの理由から、本論では、中小企業の全体的状況の変化よりも、政府や議会に対して

中小企業政策の形成を促すような政治的インパクトを有する事象を中心に分析を行う。

 第二は、当然の問題ではあるが、中小企業の主要な対抗勢力、すなわち大企業との関係

を考える必要がある。たしかに、スクラントンらが主張するように、企業規模以外の枠組

みを用いて、企業の形態について考察することの有効性は首肯できる。しかし、その言葉

からも想起できるように、中小企業は、規模を基準として、常に大企業との関係性におい

て規定されてきた。むしろ、全ての企業が小規模である状況では、企業を規模の大小によ

り区分する必要はない。中小企業は、19世紀後半のアメリカで、歴史上きわめて異質な存

在である大企業の誕生とともに生み出されたのである10。本論が主たる対象とする第二次大

戦後の時期においても、中小企業と大企業の対立軸は、中小企業政策を巡る議論の焦点の

ひとつとなる。

 第三に、金融助成策と経営指導を中心施策とするSBAが、なぜ、どのように形成された

のか、如何なる政策効果を生み出したのか、具体的に分析しなければならない。本論では

連邦レベルの中小企業政策に議論の範囲を限定するが、SBAを中心とした連邦政府の中小

4
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企業政策も、中小企業そのものの多様性と中小企業を取り巻く環境の複雑さを反映し、異

質な論理の対立と妥協を内包した産物である。そのため、政策形成過程における諸利害の

対立や実際の政策効果を検討するなかで、戦後のアメリカにおける中小企業と中小企業政

策に対して、独自の歴史的意義を付与するとともに、福祉国家体制内における中小企業の

位置づけが明らかになるであろう。

2．中小企業の定義

 中小企業の概念は箔漠としたものであり、容易に一般化を許さない。しかし、本論がア

メリカの中小企業を対象とする研究である以上、議論を展開するために最低限必要な限定

を行う必要があるだろう。

 前述のとおり、中小企業の概念は、大企業の発生とともに形成され、常に大企業との関

係性のなかで規定されてきた。しかし、中小企業と大企業の境界線が定められるまでには、

かなりの時間を要し、かつその境界もまた曖昧なものであった。

 アメリカでは、1930年代から、ロビンソン・バットマン法等、中小企業保護を強く意識し

た立法措置が講じられた。しかし、この時代の政策は、あくまでも独占禁止関連法の枠組

みのなかで、競争制限的な行為を規制するものであり、中小企業を直接支援することはな

かった。そのため、政策対象としての中小企業を余り厳密に定義する必要はなく、中小企

業に関する各種の統計を作成していた政府機関においても、従業員数、売上額、資産額等、

様々な基準を用いられていた。

 その後、第二次世界大戦中の1942年になり、国防契約の大企業偏重を是正するために、

中小企業向けの軍需転換融資等、中小企業への直接的施策を業務とする中小軍需工場公社

（SWpC：S醐auerWarP1antsCo叩。ration）が設立された。このときに初めて、施策の対

象となる中小企業として、従業員500人以下の製造業を定義したのである。

 SWPCは、大戦の終結に伴い、1946年に解散したが、朝鮮戦争により再び軍需経済体制

となった1951年には、SWPCに類似した役割の中小軍需工場庁（SDPA：Sma11De胎nse

P1antsAdmmlstrat1on）が設立された。しかし、SDPAにおける中小企業の定義は、SWPC

のそれとは異なり、法律レベルでは、当該分野における非支配性及び大企業の関連合杜を

排除するための経営や所有の独立性を基準とした質的な定義のみを規定し、従業員数等の

量的定義はSDPA長官が定めるものとされた。

 さらに、SBAの設立等を定めた1953年中小企業法（Sma』ユBushess Act of1953）も、
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経営や所有の独立性を重視するとは規定したものの、量的な基準は、行政レベルにおいて

業種ごとに定めることとした。そのため、中小企業の詳細な定義の確立は、1956年の中小

企業規模基準規則（Sma11BusmessS1ze Standards）の告示を待つことになる。同規則は、

製造関連業種については、従業員数、非製造関連業種では売上高を用い、かつそれぞれの

業種ごとに異なった数値が基準として定められた。そのため、製造業では、従業員数500

人未満が中小企業とされる場合が最も多かったとはいえ、250人や1，000人が基準とされる

業種もあった。また、非製造関連業種でも、年間売上高が卸売業で200万ドル、小売・サ

ービス業で30万ドルが基準とされたものの、例外的な業種が数多く定められた。さらに、

この基準の適用範囲は、SBAが行う中小企業向け金融助成策に限定され、国防省を中心と

した各政府機関の調達業務における中小企業向けの契約書1」り当てに際しては、従来からの

一律500人基準が採用された。このように、当該市場における支配的企業の排除を重視し

たSBAが、業種ごとに異なる従業員数や売上高を基準とする一方で、国防省は、大企業の

関連合杜を排除する意図が薄く、かつ第二次大戦中からの調達業務の一頁性を重視した。

また、SBAは、1966年に、自動車製造業等においてシェアが5％以下の企業を中小企業で

あると規定した。これは、経営難に陥っていた自動車業界第4位のアメリカン・モーター

ズを救済しようとするものであった。このように、中小企業の定義は、より一層複雑にな

ったのである11。

 中小企業に対する政策上の定義は、その複雑さもあり、決して一般に受容されたわけで

はなかった。当然のことではあるが、人々が思い描く中小企業の範囲は、個人や地域によ

って大きく異なる。また、SBAの重視した市場における支配性といった問題にも、関心は

払われなかった。とくに、アメリカン・モーターズは、ゼネラル・モーターズをはじめと

するビッグ3に、大きく水をあけられていたが、フォーチュン100にランクされる企業を

中小企業の範曉に含めることは、世論の感覚とは大きく乖離していた12。

 このように、政策的定義における中小企業と一般通念としての中小企業は、必ずしも一

致しない。しかし、中小企業の概念が、規模を基準とした大企業との相対的な関係のもと

でのみ成立し得るものであり、かつ大企業との規模格差は、経済的競争力のみならず、社

会的なプレゼンスの面においても、大企業とは異なる性格を中小企業に付与したことはた

しかであろう。そして、当時から、最も広範に共有されていた中小企業のイメージのひと

つは、規模にもとづき、常に大企業と比した否定的地位であった13。

 そのうえで、多分に曖昧な部分が残ることは認識しつつ、本論が分析の対象とする時代
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のアメリカ人が有する中小企業の概念について、多少なりとも規定してみたい。例えば、

ある調査によれば、アメリカ人の多くは、従業員25人以下の企業を中小企業とみなす一方

で、100人を超える企業が中小企業であると考える人は3％以下であった14。また、アメリ

カにおける企業の約9割は、従業員20人未満の企業であり、全米最大の中小企業団体であ

るNFIBに加盟する企業の約7割は、従業員10人以下である。こうした数字を勘案すれば、

アメリカ社会で中小企業と見なされる企業は、一般的には従業員20人を超えない程度、従

業員数が多くなる傾向の製造業であっても100人は超えない程度という定義が許されるで

あろう。本論は主として、これらの中小企業及び中小企業者を念頭に、議論を進めること

とする15。

3．本論の史料と構成

 本論で用いる史料は多岐に渡る。しかし、中小企業の歴史は、史料状況等のために発掘

できなかった歴史ではなく、発掘しようとしなかった歴史である。そのため、利用史料そ

のものは、いずれもきわめて’般的なものである。第一に、SBAを中心とした中小企業政

策所管行政機関の報告書類である。中小企業政策の変遷を再現していくためには、これら

が基本資料となる。第二に、中小企業委員会をはじめとする連邦議会各委員会の公聴会記

録、報告書等である。主に、中小企業政策を巡る諸勢力の意見や利害の相違等を明らかに

できるであろう。第三に、経済雑誌や新聞等の刊行物を用いる。中小企業の定義が曖昧で

あるため、一般に、中小企業に対するアメリカ社会一般の姿勢を把握することは困難であ

る。しかし、これらの刊行物の内容が、当時の世論をある程度反映しているとすれば、人々

の中小企業への眼差しを把握するために用いることは可能であろう。

 本論の構成は、大企業との関係を意識しながら中小企業の存立状況を把握したうえで、

SBAを中心とした中小企業政策を分析するために、以下の各章に分かれている。

 第1章は、本論の前史に相当するものである。まず、シャーマン法をはじめ、中小企業

と大企業の競争環境を規定した独占禁止諸法の制定過程を概観する。中小企業側は、独占

禁止諸法の制定により、大企業の活動や規模の拡大を抑制することを期待していたが、結

果として、独占は禁止したものの、大企業そのものを規制する効果は皆無に等しかった。

むしろ、独占を形成しない限りにおいては、大企業の存在を公正なる競争の勝者として追

認することになったのである。さらに、連邦政府の機能により諸集団間の利害を調整する

ニューディール体制の形成が、中小企業に与えた影響を分析する。
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 第2章では、対象とする時代を第二次大戦後に移し、中小企業の最も代表的形態のひと

つであった小規模小売業の変化について、コンビニエンス・ストアの成長と併せて検討す

る。アメリカでは、チェーン・ストア・エイジと呼ばれた1920年代以降、単品扱いの食料

品店が真っ先に衰退することになった。一方で、街角のグローセリー等、複数品種を扱う

小売店は、価格競争力には劣るものの、その利便性により、チェーン・ストア等との共存

が可能と見込まれていた。しかし、中間層を中心とした住居の郊外移転及びこれへのチェ

ーン・ストアの追随により、グローセリー等の存立基盤も脅かされ、さらにチェーン・スト

アを補完する新たな存在として、コンビニエンス・ストアが急成長した。従来は中小企業

の牙城であった小規模小売業の分野に、大量生産システムを備えたコンビニエンス・スト

アが進出した状況を分析する。

 第3章は、第二次世界大戦後の通商政策が、中小製造業に与えた影響を分析する。アメ

リカにおける輸入品の流入が、貿易赤字の問題として顕在化した時期は、1960年代後半か

らである。しかし、アメリカは、第二次大戦直後から、冷戦政策の必要上、日本や西ドイ

ツの経済復興を支援し、両国を中心とした西側同盟国の製品を国内市場で大量に引き受け

たのである。とくに、1950年代までの輸入品は、繊維、日用雑貨等、中小企業性の高い業

種の製品が中心であった。そのため、全体としての輸入依存率には大きな変化はないもの

の、中小企業を中心とした特定業種が集中的に打撃を受けたとはいえないだろうか。そこ

で、アイゼンハワー政権を中心に、冷戦遂行上の観点を優先させた通商政策が、国内中小

製造業に与えた影響を考察する。

 第4章においては、1953年に戦時中以外では、初めて中小企業を支援する連邦政府機関

として成立したSBAの成立過程が分析される。大企業を中心とした体制がアメリカの国際

競争力を支えていた状況では、これに修正を加えることはきわめて困難であった。しかし、

一方では、行政府や立法府にとって、雇用において大きな割合を占める中小企業を放置す

るという選択肢は存在しなかった。連邦政府の機能拡充、つまりSBAを中心とした中小企

業政策を整備することで、中小企業を維持する必要に迫られた過程を明らかにする。

 第5章は、1960年代の公民権運動や黒人暴動等が、中小企業及び中小企業政策に付与し

た新たな意義を解明する。大企業を中心とした体制、つまりアメリカ社会の主流から排除

された黒人等にとっては、たとえ大企業と比して不利な状況であっても、中小企業は社会

的上昇手段として重要であったことを分析する。また、黒人企業そのものへの支援ととも

に、黒人企業への支援を通じて、頻発する黒人暴動への対応等、黒人コミュニティーの安
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定を図ったSBAの政策についても分析する。

 最後に、終章において、本章第1節で提示した仮説、すなわちSBAを中心とした戦後ア

メリカの中小企業政策は、集団問の利害対立を一定範囲内で均衡させる福祉国家体制の一

翼を形成したのではないかという問いに対する考察を提示したい。

 なお、本論の一部は、既に他の場所において発表したもの、あるいは発表予定のものを

含んでいる。具体的には、第2章、「アメリカにおけるコンビニエンス・ストアの成立と発

展一小規模小売業における大量生産システムの導入一」（『市場史研究』、第21号、2001年

12月）、第3章、「戦後世界システムにおけるアメリカの対日政策一1950年代の目中貿易を

中心に一」（大阪大学修土学位論文、1995年3月）、第4章及び第1章の一部、「社会政策

としての中小企業支援一米国中小企業庁の設立に至る過程を中心に一」（『アメリカ史評論』、

第19号、2001年11月）、第5章、『黒人企業に対するアファーマティブ・アタションー1960

年代における米国中小企業庁の施策を中心に一」（『西洋史学』、2003年3月以降掲載決定

済み）、終章、「中小企業政策における社会政策的側面の再評価一目米比較からの一考察一」

（『生活経済学研究』、第17巻、2002年3月）である。しかし、第3章該当部分を中心に、

大幅に加筆修正を加えている。

序章註

1アメリカにおける「中小企業」は、”s㎜aubusmess”とあらわすことが一般的である。”sma11

anamediu固sizedente㎎rise”あるいは”SME”という言葉も用いられるが、これらは、第二

次大戦後の日本における中小企業及び中小企業政策が注目されるに伴い、日本語の「中小

企業」を再度英語に直した要素も強い。そのため、アジア諸国においてはよく用いられる

が、アメリカにおいては一般的ではない。なお、本論はアメリカの”s皿alユbusiness”を対象

としたものであるが、日本語として定着している「中小企業」に用語を統一したい。

2アルフレッド・チャンドラー、『経営者の時代』、上・下、鳥羽欽一郎他訳、東洋経済新報

杜、1979年〔原著1977年〕。なお、大量生産システムには様々な定義があるが、とりあえ

ず、「構想と実行の担い手を分離したうえで、標準化かっ細分化された作業手順に従う脱熟

練化した労働力（あるいは機械）によって、均質な商品を大量に供給すること」といえる。

同時に、その領域は、工場や企業内における生産上の技法にとどまらず、人々のライフス
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タイル等それを機能させる社会的条件をも包含することに留意すべきである。

3橋本寿朗、r経済成長の時代」、東京大学社会科学研究所編、『20世紀システム2経済成

長I基軸』、東京大学出版会、1998年、3－69頁、Chand1e4A脆ed D Jr．and Takash1

亘此。，“The Large Indust㎡a1Ente叩rise and the Dynamics of Modem Economic

Gmwth”，m A吐ed D Chand．1er Jエ，Franco Amaton ana Takash Hik1no，eds．，且多

3〃虹〃醐伽ゴ地θ脆∂ノ肋。〆地方。ηξNew兄rk Cambr1dge Umvers1ty Press，1997，

pp．24’57等。

4マイケル・J・ピオリ／チャールズ・F・セーブル、『第二の産業分水嶺』、山之内靖他訳、

筑摩書房、1993年〔原著1984年〕。

5近年は、ピオリ／セーブルの業績をもとに、中小企業の強靭性やベンチャー企業の有用性

が主張されるようになった。しかし、これらの研究は、大量生産システムが有効に機能し

ていたとされる時代に、中小企業が如何なる状況にあったかという、彼らが積み残した問

題に対する説得的な答えを提示しないままに、議論を重ねているのではないか。特に、二

重構造論に基づき、中小企業を経済的及び社会的弱者として位置付けていた日本の中小企

業研究が、堰を切ったように中小企業の強靭性を強調するようになったことは、中小企業

に対する日本独自の知的蓄積を放棄する一方で、「大量生産システム限界論」を詳細に提示

したピオリ／セーブルの研究をあまりにも安易に「中小企業万能論」へ拡大しているとい

わざるを得ない。伊丹敬之・松島茂・橘川武郎編、『産業集積の本質』、有斐閣、1998年、

304－306頁等も、同様の指摘を行っている。

6 Scranton， Ph11p， End1ess Nove1ty’ Spec1a1ty Proauct1on and Amer1can

Industna』izat1on，1865・1925，Prmceton PnncetonUmvers1tyPress，1997．スクラント

ンは、生産ロットの規模に従い、企業をカスタム、バッチ、バルク、マスの4種に分類し

ている。

7例えば、1943年の設立された全米独立企業連盟（NFIB：Nationa1Federation of

IndependentBusmess）は、全米最大の中小企業団体であるのみならず、全米ライフル協会

等と並び、ワシントンにおいて最も影響力を有するロビー団体のひとつに挙げられている。

8アメリカにおける福祉国家体制には、様々な定義があるが、単に社会的弱者を救済するだ

けではなく、連邦政府の権限強化と諸階層の組織化を進め、集団間の利害対立を一定程度

内に均衡させることで、人為的に社会の統合を図る仕組みと考えることができる。アメリ
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カにおける福祉国家体制の形成については、紀平英作、『ニューディール政治秩序の形成過

程の研究一20世紀アメリカ合衆国政治社会史研究序説一』、京都大学学術出版会、1993年、

小林清’、『アメリカ福祉国家体制の形成』、ミネルヴァ書房、1999年等を参照。また、60

年代を中心に、人種問題が福祉国家体制の形成に与えた影響を重視する研究としては、

Quadagno，Jコ1，皿θα伽。〆脆雄雌’此w地αβ〃砺ゐ㎜コjηθa伽脆70”此附軌

New孔rk：O凶rd University Press，1994がある。

9小林、『アメリカ福祉国家体制の形成』、76頁。

10マンセル・G・ブラックフォード、『モダン・ビジネスー生成・展開の国際比較』、同文舘、

2000年〔原著1998年〕、61頁。

1I政策上の中小企業定義の変遷については、寺岡寛、『アメリカの中小企業政策』、信山杜、

1990年、40－45頁が詳しい。

12Bean，Jonathan J．，扱80oψ2zηmθ〃云∂ηゴ地㎜∂あγθ一4oあ。η‘Zろθ8oaηd∂加α5届5着。ζ7

o〆肋e8㎜e〃β鵬エηθ55λ加血J5枕就エ。η，Kentucky The Un1vers1ty Press of KentuckX

2001，p．59，

13“Does’ISman Business”Get a Fa辻Sbake？”，乃r勉刀亀Octobe41953，p．164．

14Peterson，Robe武A，‘ThePub1icDe丘mt1onofSma11B1ユsmess”，ゐ泓㎜2／o〆8あ2〃

3αβ加θε5ノ腕2eθ㎜θηちvo1．24．1991，pp．40－47．

15中小企業の定義を規模ではなく、機能的特徴に求める研究も多い。例えば、マンセル・

G・ブラックフォード、『アメリカ中小企業経営史』、川辺信夫訳、文眞堂、1996年〔原著

1991年〕、2－3頁を参照。しかし、中小企業と大企業の機能的差異は、個別企業、業種、

地域、時間による変化が大きいだけでなく、一般に理解されているとは言い難い。そのた

め、少なくとも、中小企業に対する社会の認識を解明しようとする本稿では、機能的アプ

ローチは困難であり、とりあえずは規模を目安として考える。
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第1章アメリカ社会における大企業の受容

    一独占禁止諸法の制定からニューディール体制における中小企業一

 19世紀半ばのアメリカでは、ヨーロッパから移植された職人の技能が、労働力が不足す

る一方で資源の浪費を許容できる環境のなかで、機械的な労働手段を追求するという独自

の経営風土に対応し、変質していった。ヨーロッパでは複雑な細工や装飾が職人芸の見せ

所であったが、アメリカでは農業機械や消費財関連産業を中心に、安価な製品を大量に製

造することに職人の技能が向けられたのである。さらに、アメリカの職人たちは、ヨーロ

ッパの場合とは異なり、企業体制のなかに能動的に組み込まれ、工場において専用機を連

続的に用いた流れ作業ラインを構築するような熟練技能の担い手となっていったユ。このよ

うに生産ラインの構築とその安定的稼動を維持するための技術的基盤を獲得した企業は、

鉄鋼、石油、化学等の装置産業型の業種を中心に大量生産のシステムを確立した。加えて、

1880年代頃から、鉄道網の整備に伴い巨大な全国市場が出現したことで、いくつかの産業

分野において、大量生産システムを備えた大企業が台頭したのである。

 しかし、歴史的に特異な企業形態である大企業の登場は、中小企業との問に激しい摩擦

を生む。本章においては、企業の競争環境を規定する制度を巡る両者の対立について、中

小企業が大企業との対等な競争関係を目指したシャーマン法等の独占禁止諸法、より直接

的な大企業規制の試みであったチェーン・ストア課税法制定の挫折、ニューディール体制に

おける中小企業の軽視等、中小企業には厳しい制度的環境が形成されたことを分析する。

1．アメリカ社会における大企業の台頭とジニファソン的共和主義の衰退

 既述のとおり、中小企業及び中小企業者の概念は、19世紀の後半に、大企業の出現とと

もに生まれたものである。しかし、アメリカ社会が、中小企業者に抱くイメージの起源は、

今もって、独立革命にその起源を求めることができるだろう。

 当時、独立の原動力となったのは、南部のプランテーション経営者よりも、北・中部を

中心とした商人、金融業者、海運業者、自営農たちであった。もちろん、この時代には、

大企業は出現していないため、大企業との相対的関係に基づく中小企業は存在していない。

しかし、これら諸々の「中小企業者」は、近代世界システムにおける経済的役割の違いか

ら、南部のプランテーション経営者たちよりも、独立への志向が強かったのである。その

ため、財産を含めたすべての点で独立した市民こそが、アメリカにおける自由と独立の担
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い手であるというジェファソン的共和主義は、中小自営農を含めたr中小企業者」の生活

や職業形態により具現化されるという考え方が形成されだといえるだろう2。

  「中小企業者」が、経済のみならず、社会全体における主要な構成員であるという信念

は、南北戦争までにそのピークを迎えることになる。当然ながら、この時代においても、

他人に雇われて職を得る者が多数存在していたことは確かである。しかし、市民にふさわ

しいのは、他人に雇われる存在ではなく、職業や財産等、あらゆる面で自立した者とされ、

たとえ当初は雇われの身であっても、いずれは独立しようとする志向が強かった。さらに、

このような自立した市民が多数存在してこそ社会の均衡が保たれるという中間層重視の哲

学のもと、企業家の出現が促され、「中小企業者」の生活こそがアメリカ的生活様式（The

AmencanWay ofL脆）の典型とされたのである3。

  仲小企業者」こそが、自由と民主主義の担い手であり、アメリカ的生活様式を体現し

ているという考え方自体は、後世にまで綿々と引き継がれることになる。第4章で取り上

げる、SBAの設立を中心とした1950年代の中小企業支援に関する議論においても、「ジ

ェファソン的共和主義の担い手である中小企業を保護すべき」という主張がたびたび繰り

返されている。ただし、南北戦争前の時代は、大企業との関係の下に規定される現代的な

意味における中小企業は、存在していなかった。ゆえに、より厳密に表現すれば、この時

代は、中小企業の全盛期ではなく、規模の大小により区別されることのない独立した企業

家の生活こそが、アメリカ社会の主流とされた最後の時代なのである。

 19世紀後半になると、鉄道のみならず、石油、鉄鋼等の装置型産業において、巨大な資

本と大量の中問管理職を用いた大企業が台頭することになる。こうした大企業は、当初、

一般には危惧の念を伴いながら受け入れられた。大企業の成長は、市場の独占による競争

の阻害、ジェファソン的共和主義の担い手である企業家たちの減少と奴隷的ともされた賃

金労働者の増加、金のない若者の社会的上昇手段の消滅等、社会に好ましからざる影響を

与えると考えられたのである。

 しかし、大企業の存在が、アメリカ社会から排除できないものになり、かつ生涯にわた

って賃労働に従事することが、多くの者にとってごく普通の生活になると、賃労働を奴隷

的とする従来の見解の大幅な修正、あるいはその否定が不可欠になった4。同時に、社会に

おける企業家の役割も、修正を迫られる。独立した企業家は、かつてのようにアメリカ的

生活様式の典型ではなくなっていた。何よりも、彼らは、もはや大企業との相対的な関係

における中小企業者として、自らを定義せざるを得なかったのである。また、個人的自由
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を基礎として財産を形成するという独立以来の伝統も、結果的には、大企業による資産蓄

積を正当化することになった。大企業の登場によって、それまではジェファソン的共和主

義の担い手とされてきた企業家たちは姿を消し、大企業との双生児としての中小企業が、

その後を継いたのである。

 大企業の圧迫を受けた中小企業の声は、1890年のシャーマン法をはじめ、独占禁止諸法

を制定する要因のひとつとなった。しかし、これらの法律は、独占は禁止したものの、大

企業の存在そのものを規制したわけではなかった。また、アメリカで独自の発展を遂げた

株式会社制度は、独占禁止法に期待された効果のひとつ、すなわち中小企業の保護を実効

なきものとした。次節では、アメリカにおける独占禁止法と株式会社制度のあり方が、結

果的には、大企業の勝利を正当なルールに基づくものとして公認し、大企業の成長を促進

した過程を分析する。

2．カルテルからトラスト、さらに持ち株金杜へ

   一アメリカにおける独占禁止法の制定とパラドックスー

 株式会杜の草分けは、1555年にイギリスで設立されたモスクワ会社とされる。その後も、

イギリスでは、東インド会社（1600年）やヴァージニア会社（1606年）等の特許金杜が、

株式会社形態で設立された。初期の株式会社は、海外貿易や植民地経営を目的としたもの

が中心であったが、後には製造業や金融業にも範囲を広げた。しかし、1720年の南海泡沫

事件の結果、泡沫会社法が成立し、株式会杜の設立は厳しく制限された5。こうした規制は、

1856年の有限責任法と1862年の株式会社法の制定まで続き、その後も1880年代までは、

パートナーシップのような形態の企業が一般的となった。このように、イギリスでは、多

額の資本を集めることが可能な株式会社制度が、早い時代に誕生したものの、十分な発展

を見ることなく禁止されたことから、企業規模の拡大を抑制する金融制度が形成されたの

である。

 一方、イギリスでは近代への移行過程で、中世以来の同業組合による慣習に対して、取

引制限に当たるとして違法とするi連の判例が集成し、コモン・ローを形成した。たとえ

ば、1602年、エリザベス女王が、あるトランプ製造販売業者に付与した特許は、競争業者

の利益を不当に侵害するとして、裁判所によって無効とされた。しかし、その後は、企業

規模の拡大が進まなかったこともあり、イギリスでは、こうした取引制限違法の原則を適

用する必要性は薄かった。一方で、取引制限違法の原則が厳格に適用されなかったことで、
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比較的規模の小さな企業が、他の企業との競争関係だけでなく、協調、つまりカルテル的

調整を手段として共存を図ることが可能な状況が生まれた。

 こうして、イギリスでは、小規模な企業が各地に集積する産業構造が形成された。もち

ろん、地域的に異なる消費嗜好を有するセグメント化された国内市場に対時していたこと、

資源過少労働力過多のために機械化へのインセンティブが低かったこと等、イギリス企業

は、アメリカの場合と比較して、生産規模の拡大を進める必要性が薄い社会経済体制にあ

ったことはたしかである。しかし、企業の取引形態や資本形態を規定する制度的諸要因も、

企業規模の拡大を抑制したのである。

 一方、アメリカでは、イギリスから引き継いだ取引制限違法の原則や株式会社制度が、

停滞することなく積極的に運用され続けた。まず、コモン・ローにおける取引制限違法の

原則は、独立以前から、各州でかなり厳格に運用され、取引制限により被害を受けた者は、

取引を制限した者に対して、損害賠償を求めることができた6。株式会社についても、18ユ1

年に、ニューヨーク州が、有限責任を認めた会社法を制定、以後、各州でも同様の会社法

が制定された。

 一方、アメリカでは、19世紀の後半になると、鉄道、鉄鋼、石油等の資本集約的産業に

おける企業規模の拡大が進むとともに、これら企業の結合及ぴ市場支配が問題となった。

マクロ的には高い経済成長が継続していたものの、それを上回る供給能力増大は、当該分

野において深刻な価格競争を引き起こしていたが、設備等の巨大化に伴い、重い固定費用

負担を負うことになった企業が、設備の稼動率を維持するための生産を続け、さらに価格

競争が激化する悪循環が生まれていた。そのため、巨大企業は、独占や協調的寡占体制を

構築し、利益の確保を目指したのである。

 最も代表的な形態は、プールと呼ばれるカルテルで、標準価格の設定と生産や輸送量の

割り当てが行われた。さらに、強制力をもたないカルテルでは、企業間の協調を確実に維

持できない場合には、各社の株式を集約するトラストが採用された。なかでも、全米で約

40に及ぶ系列企業の管理問題に直面していた1コックフェラーは、1882年、自身を含む9

人のトラスティーに各社の株式を信託させ、彼らがすべての会社を資本的に支配する巨大

トラストを結成したのである。

 しかし、トラストやカルテルに対する世論の反発は強かった。特に、全米における精油

能力の約90％を占めていたロックフェラーが、カルテルよりも強固な企業連合を形成した

ことに対しては、当然ながら世論の批判が集中した。1890年、オハイオ州政府は、スタン
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ダード・オイル・オブ・オハイオが、州外でも活動しているとの理由から、オハイオ州会

社法違反として提訴、同社は1892年に解散命令を受け、ロックフェラーのトラストは崩

壊したのである。

 同時に、州単位で運用されるコモン・ローの取引制限違法の原則や各州会社法だけでは、

州境を越えて全国規模で活動する企業のカルテルやトラストを制限することは困難である

との認識が生まれていた。また、コモン・ローによる取引制限の是正措置は、損害賠償請

求に限られており、法執行面での強化も望まれていた。そこで、1890年、最初の連邦制定

独占禁止法であるシャーマン法が制定され、取引制限を内容とする共同行為、つまりカル

テルやトラストの禁止（第1条）及び独占の禁止（第2条）が規定された。

 しかし、事態は予想外の方向に進展、特に、シャーマン法に大企業の規模を抑制する働

きを求めた中小企業の期待は、完全に葬り去られた。大企業は、同法違反の恐れがあるト

ラストやカルテルではなく、新たな企業結合の手段、1889年に改正されたニュージャージ

ー州会社法の規定する持株金杜を用いた規模の拡大を進めたのである。先陣を切ったのは、

1890年に設立されたアメリカン・タバコである。タバコ関係5社が合併した同社は、紙

巻きタバコで90％のシェアを占めた。また、既述のとおり、スタンダード・オイル・トラ

ストは、オハイオ州法に基づき1892年に解体され、系列企業は、カルテル時に近い緩や

かな企業連合を形成するのみであったが、一元的管理中枢を必要としたロックフェラーは、

1899年、持株金杜としてのスタンダード・オイル・オブ・ニュージャージーを設立、傘下

企業を統括することとした。他にも、ゼネラル・エレクトリックやUSスチール等の巨大

企業が、持株金杜方式を利用して生まれたのである。

 会社法に規定された持株金杜は、シャーマン法第1条に反することはなかったが、企業

形態にかかわらず、市場の独占そのものを規制した同2条との問題が残されていた。また、

巨大企業に対する世論の批判も依然として厳しいものであった。1911年、スタンダード・

オイル・オブ・ニュージャージーは、シャーマン法違反で解体命令を受け、エクソン、モ

ービル、ソーカルの3社を中心に、各社は競合関係に入った。また、同年、紙巻きタバコ

で86．1％のシェアを有していたアメリカン・タバコも、4社に分割された。

 しかし、両判決は、当該市場における競争状態の回復にはある程度寄与したものの、シ

ャーマン法の制定目的のひとつである、中小企業の保護にはほとんど役に立たなかった。

スタンダード・オイルやアメリカン・タバコは解体されたものの、後継企業のほとんどは

依然として巨大企業であった。また、カーネギー・スチールをはじめとする鉄鋼大手3社
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の合併により誕生したUSスチールは、1911年に連邦司法省からシャーマン法2条違反を

理由に解散を求められたが、連邦最高裁は、1920年に司法省の訴えを退けた。判決は、

USスチールがシェアを低下させていることを評価し、同社が独占を形成しているわけで

はないと判断したのである。

 このようにシャーマン法は、巨大企業の独占は禁止したものの、その存在自体を規制す

るものではなかった。むしろ、カルテルやトラストを回避して、持株金杜方式を含めた合

併等により規模を拡大する大企業が合法であるi方、州を越えて取引をする零細業者のカ

ルテルを違法としてしまった。特に、同法第1条は、独占形成の有無にかかわらず、すべ

てのカルテルを違法としている。．そのため、シャーマン法の規定に基づく違法性が争われ

た事件のほとんどは、中小企業間のカルテルに関するものであった。

3．中小企業問題の拡大と新たな独占禁止立法

   一流通分野における中小企業と大企業の闘争一

 シャーマン法は、現在に至る独占禁止諸法の基本原理を規定している一方で、実態的な

規定は、取引制限を禁じた第1条と独占化を禁じた第2条のみであり、違反行為が明確に

は定められていない。そのため、制定直後から、連邦裁判所が適用に慎重になるとの批判、

逆に連邦裁判所に過大な裁量権が認められるとの批判があった。そこで、1914年、違反と

なる行為類型を特定したクレイトン法が制定され、一定の通商分野、つまり市場における

競争を実質的に減殺する、あるいは独占を形成する恐れがある場合には、売り手の価格差

別、抱合せ販売と排他条件付き取引、株式取得による合併等が違法とされた。

 このように、独占禁止法の体系整備は進んだものの、アメリカにおける大企業の勢力は

拡大を続けた。特に、チェーン・ストア・エイジと呼ばれた1920年代以降、中小企業にと

っては最も一般的な形態のひとつであった小規模小売業が、大手チェーン・ストアの圧迫を

受けるようになった。これらのチェーン・ストアは、モルガン等が従来は手がけなかった分

野で利益を上げようとする新興投資銀行、ゴールドマン・サックスやメリル・リンチ等か

ら資金供給を受けることで、急成長を遂げた。さらに、大恐慌により、人々の実質所得が

減少するなかで、低コストを武器とするスーパーマーケットが登場、大手チェーン・ストア

もスーパーマーケット方式に転換することで、中小小売店は、一層苦境に陥った。大企業

対中小企業の問題は、一部の装置型製造業から、より広範な分野に拡大したのである。

 こうした状況に対して、中小小売業者は、様々な対抗措置を講じた。なかには、ボラン
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タリー・チェーンの形成や共同仕入れ事業等、各府の独立性を保ったままで、規模の利益

を獲得し、経営力を強化することで対抗しようとした者もいたが、こうした試みは余り成

功しなかった。そのため、中小小売業者は政治的運動に傾斜し、価格差別禁止規定を強化

するために、1936年、クレイトン法第2条を改正するロビンソン＝バットマン法（以下、

単に「ロビンソン＝バットマン法」という。）が成立した。原始クレイトン法も、売り手で

ある農家、製造業者及び卸業者等が、買い手である小売業者に対して価格差別を行うこと

を禁止していた。ただし、この禁止規定を適用するためには、市場における競争を減殺す

る、あるいは独占を形成する可能性を立証する必要があり、運用上の大きな障害となって

いた。これに対し、ロビンソン＝バットマン法は、市場での競争阻害ではなく、当事者間

の競争阻害のみが立証されれば違法となり、連邦取引委員会も同法を積極的に活用した。

 しかし、ロビンソン＝バットマン法も、チェーン・ストアの価格競争力を制限するには至

らなかったといえる。確かに、同法は、価格差別に関する違法行為をかなり細かく規定し

たものの、販売条件や販売数量の差に基づくコスト差を正当に掛酌した価格差の設定及び

腐敗しやすい商品や季節商品等の価格変更を認める等、チェーン・ストアの大量購買力を完

全に封じるものではなかった。なによりも、価格差別規制を厳格に運用すれば、価格競争

が阻害され、独占禁止法本来の立法目的に反する恐れがあった。さらに、大手チェーン・

ストアは、価格差別規制の問題を完全に回避するために、プライベートブランドの導入讐、

製造部門の垂直統合を進めたのである7。

 ロビンソン＝バットマン法は、中小小売業の保護を強く意識していたものの、あくまで

も「公正な競争」を促進する独占禁止法の一環であり、チェーン・ストアの存在自体を規制

するものではなかった。チエーン・ストア側も、法律の制定は許したものの、様々な経営上

の対抗手段を講じた。ロビンソン＝バットマン法の効果が薄かったことは、その後、食料

品、衣類、日用品等の分野では、チェーン・ストアのシェアはほぼ’貫して上昇したことか

らも傍証できるであろう〔図表1－1参照〕。

 また、1937年に制定されたミラー＝タイディングズ法は、化粧品や医薬品等の限定され

た分野で、再販ノ」・売価格維持を認めるものだった。同法は、流通過程で奪われていた利益

を回復しようとする製造業者の支持も得、当該分野における中小小売業者とチェーン・スト

アの価格差を実質的には消滅させるものであった。しかし、当該分野における価格差が解

消しても、食料品や衣料品等を含めた商業施設としての集客カの格差は厳然として存在し

た。そのため、実際には、零細なドラッグストアや薬局の淘汰が進んだのである8。
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 以後、ロビンソン＝バットマン法以上の具体的成果を求める中小小売業は、全般的な競

争環境を規定する独占禁止法の改正ではなく、より直接的なチェーン・ストアの規制を志向

するようになる。

〔図表1－1〕アメリカにおける食料品店の店舗数及ぴシェアの比較（1929－1958年）

店舗数 シェア

1929年 1958年 増減率 1929年 1958年 増減率

専門食料品店

i単品取扱い） 470．500 184，300 ▲60．8％ 69％ 11％ ▲84．1％

複合食料品店

i複数取扱い） 115，500 168，300 45．7％ 31％ 33％ 6．5％

スーパーマーケット
一 20，400 ■ i 56％ ・

合計 586，000 373，000 ▲36．4％

McCleuand，WG，“TheSupemarketandSoc1etプ’，8oαo必馳a〃舳θ㎎v0110．1962等より作成。

4．第二次世界大戦以前における中小企業による政治運動の帰結

   一チェーン・ストア課税法案の廃案一

 チェーン・ストアの歴史は長いが、本格的な成長は、チェーン・ストア・エイジと呼ばれ

る1920年代以降、広い駐車場を活用し、経済成長の波に乗ったことによる。さらに、チ

ェーン・ストアは、大恐慌期においても、セルフサービスを基本としたスーパーマーケット

方式の導入等により、コスト競争力をi層強化することで成長を遂げたのである。

 一方、チェーン・ストアに対する反発も決して新しいものではない。各地の小売商の団体

は、地元の新聞にチェーン・ストアの広告を載せないように圧力をかける、製造業者がチェ

ーン・ストアに直接販売しないように求める等の運動を展開した。また、行政に対して、最

低価格の設定を求める動きもあった。ただし、裁判所がこうした小規模小売業者側の要求

のほとんどを違法としたこともあるが、チェーン・ストアが急速に発展する1920年代以前

は、概して局所的な運動にとどまった。

 最初のチェーン・ストア課税規定は、1925年、ケンタッキー州ダンヴィルで制定された。
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この条例は、すぐに裁判所により違法とされたが、その後、チェーン・ストア規制について

の議論は、州レベルに移行する。しかし、1929年にノースキャロライナとインディアナで

制定されたチェーン・ストア課税法は、裁判所の支持を得た。さらに、1937年にルイジア

ナ州で制定された課税法は、州を越えた連邦レベルの企業規模を課税基準としたものであ

った。同法は、ルイジアナ州内の店舗数ではなく、合衆国全体の店舗数に応じてチェーン・

ストアに課税したのである。たとえば、92店舗すべてを州内で営業していたH・G・ヒル

は、1店舗あたり30ドルを課せられた。しかし、近代的チコ。一ン・ストアの起源とされ、

当時全米最大の店舗網を有していたグレート・アトランティック・アンド・パシフィック・

ティー（A＆P）は、州内の店舗数は106であったが、全米で15，082店舗を有していたた

めに、1店舗あたり550ドルを課せられた。当然、この州法も論議の的となったが、連邦

最高裁は、チェーン・ストアの競争力の源泉が、店舗数によるのであれば、それが州境で区

切られるとは考えられないとして、この法律を支持した。以後、1941年までに、27州で、

チェーン・ストアヘの課税法が制定されたのである9。

 こうした最高裁の判断やチェーン・ストアに対する小規模小売業者の反対運動の高まり

等を受け、1938年、戦後の議会においても「中小企業擁護派」議員の代表となる民主党の

ライト・バットマン下院議員は、連邦議会にチェーン・ストア課税法案を提出した。この法

案は、2州以上で店舗を有するすべてのチェーン・ストアに対して、店舗数に応じて課税す

るものであったが、バットマン自身が、「数千の店舗を持つようなナショナル・チェーンが

営業を継続できないようするほどの税率を定めた内容である。」と豪語したように、チェー

ン・ストアに「死刑宣告」を下すに等しい内容であった。法案によれば、9店舗までは課税

なし、10～50店舗が1店舗あたり50ドル。51～60店舗が同100ドル、61～70店舗は同

100ドル、500店舗以上は同1，000ドルと店舗数に応じた累進課税であったが、さらに、

営業する州の数により税額が倍加されるものであった。たとえば、全米に12，000店舗近

くを有していたA＆Pは、4億7，200万ドルの税金を課される計算になった。A＆Pの1938

年における税引き後利益は1，580万ドルであり、まさに廃業を意味していた10。

 しかし、この法案に対しては、チェーン・ストアを農作物販売路として重視するようにな

った農業団体、物価上昇を懸念する消費者団体や女性団体等が強く反対した。また、チェ

ーン・スー gア業界の政治的影響力も増大していた。たとえば、ニューヨーク選出のエマニュ

エル・セラー下院議員は、「バットマンは、チェーン・ストアに製品を供給している多くの

工場及びそれがある町を廃境にしようとしている。これらの町を混乱させ、労働者たちを
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失業させようとしている。大量の作物を販売している農家にダメージを与えようとしてい

る。」として、法案に強く反対した。また、労働組合も、1938年、チェーン・ストアにおけ

る組合結成と引き換えに、チェーン・ストア課税法案に反対することでA＆P経営陣と合意

する等、チェーン・ストアの立場を支持したのである。そのため、チェーン・ストア課税法

は廃案となり、これ以降、同様の法案が提出されることはなかった。こうしてチェーン・

ストアに対する中小小売業者の政治的運動は、逆にチェーン・ストアに対する世論の支持を

確認したことになったのである11。

 このように、チコ。一ン・ストアに対する中小小売業者の政治運動は、チェーン・ストア課

税法案の廃案により、所期の自的を達成することなく終結した。たしかに、ロビンソン＝

バットマン法とミラー＝タイディングズ法の制定に見られるように、独占禁止法の改正を

手段とする中小小売業者の主張には、’定の社会的支持が得られた。しかし、既述のとお

り、価格差別規制や再販価格維持政策を厳格に運用すれば、価格競争が阻害され、独占禁

止法本来の目的に反する恐れがあったため、これらの立法措置が、中小小売業者の要求を

満たすことはなかった。また、チェーン・ストアを直接的に規制する課税法案は、チェーン・

ストアのみならず、農業団体を中心とした生産者や消費者の反発を招いたのみであった。

中小小売業者の主張は、既にチェーン・ストアを受容し、これに依存していた社会を変える

ことはできなかったのである。そのため、中小企業者の政治運動は、大企業を規制する法

律の制定を断念し、第二次大戦後は、SBAをはじめとする中小企業支援機関や支援制度等、

自らに対する直接的支援策を引き出す措置へと傾倒していくのである。

5．ニューディール期における中小企業

 大恐慌による経済的混乱とその後の経済復興政策は、中小企業の凋落に拍車をかけた。

ルーズベルトは、1933年の全国産業復興法に基づき、独占禁止法の運用を一時停止、過当

競争と価格下落に歯止めをかけるため、各業界に生産量等を調整する「公正競争規約」を

提出させ、これを全国産業復興局が認可した。こうした統制については、寡占体制の進ん

だ業界では比較的有効に機能したものの、企業数が膨大で、かっ組織化の進んでいない中

小企業には効果がなく、中小企業の存立条件をより困難なものとした。結局、公正競争規

約は、消費者や規約により不利益を被る企業からの反発を招き、1935年には連邦最高裁が、

これを違憲とする判断を示した。このように、ニューディール初期は、大企業を必然の存

在とする一方で、その活動を政府が統制しようとしたものであったが、諸階層の反発によ
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り、短期のうちに破綻したのである。

 これに対して、ニューディール後期の諸政策は、全体としては統制色を弱め、政府の財

政支出を社会的統合の手段として用いるi方で、大企業体制の継続を保証するものであっ

た。たしかに、金融や証券取引に対する規制は強化されたが、経済力集中の実態を調査し

た臨時全国経済調査委員会も、成果は調査結果の報告にとどまり、大企業の優位性に修正

を加えることはなかった。また、ルーズベルトの有力な支持基盤であった労働者、農民及

ぴ都市大衆に代表される、いわゆるルーズベルト連合は、自らも痛みを伴う大企業体制の

解体は望まず、公共事業等を通じて、利益の再分配を受けることを選択した。

 このように、組織化された集団間の利害調整を国家が担い、より高度に組織された政治

力の強い集団が、より多くの便益を獲得する社会、いわゆる福祉国家体制の形成が始まっ

たが、結果として、大企業体制の是正を望む中小企業者の主張は、大企業のみならず、ル

ーズベルト連合の前にも敗れ去ることになった12。中小企業者は、量的な政治力は有して

いるものの、利害が拡散していたため、組織化された集団とはいえなかった。そのため、

政府から効果的に便益を引き出すことはできなかったのである。たしかに、政府は、復興

金融公社（RFC Reconstmct1onF1nance C岬。rat1on）の創設により、中小企業を含めた

民間企業融資にまでその領域を拡大した。しかし、RFCの公的融資制度は、あくまでも大

企業を含めた企業全般を対象としたものであり、中小企業にとっては融資の審査基準が厳

しく、実質的な恩恵は少なかった。RFCによるものとしては比較的小口となる10万ドル

以下の融資についても、融資基準が緩和された1938年以降急増したものの、1932年から

39年の8年聞でも8千件程度であり、200万近くに達する膨大な数の中小企業の極々一部

が対象とされたに過ぎないのである13。

 ニューディールにより形成された福祉国家体制は、単に社会的弱者を救済するだけでは

なく、連邦政府の権限強化と諸階層の組織化を進め、集団間の利害対立を一定のレベルに

均衡させるものであったが、同時に、組織化と連邦政府との関係の程度が、それぞれの階

層の経済的利害を決定した14。そのため、組織化のレベルが低く、連邦政府との親和性の

低かった中小企業は、効率的に便益を獲得することができなかったのである。

 さらに、戦時体制へ突入することで、大企業と政府の協調関係が強化され、中小企業に

不利な体制が固定化された。政府は、戦争を遂行するために、企業の生産力増大を必要と

したが、大恐慌期に過剰設備の負担に悩んだ企業は、早期に終結する可能性もある戦争の

ための投資には、消極的になっていた。そのため、政府は、再軍備あるいはイギリスヘの
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物資補給について、企業、特に大企業の協力を取り付けるため、様々な施策を打ち出すこ

とになった。まず、1940年5月、大企業の幹部をメンバーとする国防評議会諮問会議を

設置、政府と大企業の連携が強められた。また、連邦政府は、企業の設備投資に対して積

極的に融資を行っただけでなく、政府が設置及ぴ所有し、民間企業が運営する工場も出現、

航空機、ゴム、マグネシ・ウム、アルミ等の生産の大半は、こうした政府所有工場が占める

ようになった。これら軍需生産力を増強する施策は、1940年から1942年の2年間に、強

力な産軍複合体を形成、巨大軍需産業は、政府一を通じて、リスクを一般国民、とりわけ納

税者に転嫁できる環境を享受できるようになったのである。

 これに対して、1942年、国防契約の大企業偏重を是正するために、中小企業向けの軍需

転換融資等を業務とするSWPCが設立された。しかし、国防契約における中小企業のシェ

アが拡大することはなく、巨大企業を中心とした産軍複合体の優位性には、何ら影響を与

えるものではなかった。
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第2章 小規模小売業のr大企業化」

     rパパ・ママ・ショップからコンビニエンス・ストアヘー

 アメリカでは、チェーン・ストア・エイジと呼ばれた1920年代以降、従来型の小規模

小売業は厳しい経営環境を余儀なくされたことについては、既に第1章第3節で述べたと

ころである。なかでも、単品扱いの食料品店は、真っ先に衰退することになったが、一方

で、街角のグローセリー等、複数品種を扱う小売店は、価格競争力には劣るものの、その

利便性により、チェーン・ストア等の大規模小売業との共存が可能と見込まれていた。

 しかし、中間層を中心とした住居の郊外移転及びこれに伴う中心市街地の衰退、さらに

郊外展開を果たしたチェーン・ストアを補完する新たな小規模小売業の形態として、コンビ

ニエンス・ストアが急成長することで、グローセリー等の存立基盤も侵食されたのである。

本章では、米国サ社（以下、「サ社」と略す。）のセブンーイレブンにおける大量生産シス

テムとしての性格を探りながら、それまでは、独立した企業家たちが、大量生産システム

から一定の距離を保つことのできた小規模小売業の分野に、大量生産システムの要素を備

えたコンビニエンス・ストアが浸透していった過程を明らかにする1。

1． コンビニエンス・ストア成立以前のアメリカの小売業

 アメリカにおける小売の形態は、19世紀初頭から変化が生じた。生産の増大、物流の改

善、都市の発展及び生活水準の向上に伴う消費者二一ズの多様化が進むなかで、植民地時

代以来の「何でも屋」としてのビジネスは、市場の拡大と取引商品の増大への対応が迫ら

れるようになったのである。しかし、資本の蓄積が未成熟であった定めの、多角化と規模

の拡大を同時に進めることが不可能であった。そこで、商人たちは、輸入、金融、卸、小

売を包括したようなゼネラル・マーチャントから、事業を得意分野に特化することで、当

該事業の規模を拡大した。こうして、小売や卸売等の流通業が、金融業や貿易業と分化し、

独立した経済機能として確立したのである。さらに、小売業者は、商品ラインによる専門

化と規模拡大を進め、都市における小売業の主力形態は、ゼネラル・ストアから専門店へ

と移行したのである。しかし、地方においては、19世紀の後半に至るまで、「何でも屋」

としての雑貨店や行商人が、小売のみならず信用・情報等の機能を担っていた2。また、専

門化による規模拡大の程度も、依然として「中小企業」の範囲を越えるものではなかった

といえる3。
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 ところが、19世紀も後半になると、商品の多角化による集客力の向上と価格下落や季節

変動に伴うリスクの回避及び卸機能等の統合による薄利多売を指向する新しい形態の小売

業として百貨店が生まれた。世界で最初の百貨店は、1852年にパリで開店したrボン・マ

ルシェ」といわれているが、アメリカでも、1858年、ニューヨークのメーシーズが百貨店

を開業した。百貨店は、都市化に伴う生活環境の変化に対応し、従来の専門店よりも安い

価格設定で、都市中心部において店舗の大規模化を進めた。こうして、大量生産の普及に

より生産量の増加した消費財が、低マージンかつ高回転で大量に供給されるようになった

のである4．

 1920年代になると、自動車が普及し中小都市が本格的に成長するなかで、店舗数の増

加による規模の拡大及ぴ商品と店舗の標準化による合理化を武器としたチェーン・ストア

が発展、アメリカ小売史上、「チェーン・ストア・エイジ」と呼ばれる時代を迎えた5。一店

舗における規模の拡大を指向していた百貨店とは対照的に、チェーン・ストアは、多店舗

展開とチェーンとしての’括仕入により、i層の規模の拡大と薄利多売を基本戦略とした。

さらに、大恐慌期には、消費者の価格指向が強まったことを受け、セルフ・サービス方式

による販売コスト削減を武器とするスーパーマーケットが登場した。既存のチェーン・ス

トアも、スーパーマーケット方式に転換することで、更なる発展を遂げたのである。

 また、農村人口の減少と自動車の普及は、それまで都市から独立した市場を形成してい

た農村の独自性を喪失させた。特に、自動車の普及に伴う変化は、農村における小売業の

あり方に大きな影響を与えた。自動車という便利な移動手段を獲得した農民は、気軽に周

辺都市のチェーン・ストア等に買い物に出かけるようになり、雑貨店や行商人等の伝統的な

商業形態や農村市場を対象とした通信販売業は急速に衰退した6。農民も都市部の住民と同

様に、都市の商業地において買い物をするようになったのである。

 このように、戦間期におけるアメリカの小売業においては、自動車の普及とチェーン・

ストアの発展に伴う農村市場の統合により、伝統的な小売業が大幅に減少するとともに、

市場の地域的差異が消滅したのである。さらに、ナショナル・ブランド商品を中心に扱うス

ーパーマーケットが発展することで、流通する商品の均質化も進展した。こうして、均質

な市場に対して均質な商品を大量に流し込むという、大量消費社会における流通体制が確

立し、チェーン・ストアやスーパーマーケットを中心とした大規模小売業者が急速に台頭し

たのである。

 こうした流れに、中小小売業者は、政治的な動きを含めて対抗したものの、第1章でも
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述べたとおり、自らに有利な競争環境を確保する制度を獲得することはできなかった。そ

のため、アメリカの小売業は、規模や業態に対する法制度上の規制を受けることはなく、

経済的要因にのみ基づく競争を展開、規模の拡大と店舗数の減少が続くことになる。

 特に、第二次世界大戦が終結すると、都市中心部における住宅用地の飽和、退役軍人に

対する住宅ローンの公的保証及ぴ高遠道路網の整備により、都市郊外の人口が急増した。

これに伴い、流通機能の郊外移転も進み、スーパーマーケットを核として消費に係る諸機

能を有機的に結合した郊外型の大規模ショッピング・センターが、小売業の主力形態となっ

ていった7。特に、買い物が食事や映画等と組み合わされ、かっ自家用車の所有と利用が容

易となることで、買い物はi家揃って楽しめるレジャーとしての要素を獲得したのである8。

 さらに、アメリカではもともと保存性の高い加工食品消費のウエイトが高かったうえ、

第二次大戦後に電気冷蔵庫が一般家庭にも急速に普及したため、家庭における食品の保存

性はさらに向上した9。一方、流通過程においても、冷蔵及ぴ冷凍設備の整備による保存性

の向上、包装技術の進歩によるプリ・パッケージングの普及、大量生産の浸透が進んだこと

から、チェーン・ストア等における小売を前提とした食品の大量流通は、より効率性を高め

た10。こうして、家庭における食品の購買頻度が一層低下するとともに、週末等に郊外の

ショッピング・センターで買いだめをするという買い物のスタイルが定着したのである。

 本章の対象とするコンビニエンス・ストアは、こうした小売環境のなかで、成立し、発

展したのである。

2． 「便利さ」の商品化一コンビニエンス・ストアの登場一

 「コンビニエンス・ストア」は、1927年夏、テキサス州オーク・タリフにあったサウス

ランド・アイス社の一兆販売所が、週7日、毎日16時間営業し、牛乳、パン、卵等、氷

以外の数種類の食料・雑貨等を併せて販売するようになったことが、その始まりとされて

いる。また、同じ頃に、同州サンアントニオにあった同社の氷販売所では、自動車に乗っ

たままで、牛乳やパンを買えるサービスが開始された11。これらの半ば自然発生的な試み

をきっかけに、当時サ社の共同設立者の一人であったジョディー・トンプソンは、「人々が、

特に夜と日曜日に、氷以外の商品を買える便利さを望んでいる。」ことを認識するようにな

った12。また、この形態の商売が、氷販売所の売上げ増加、季節変動の大きかった雇用の

平準化、事業の多角化、そしてなによりも顧客に「便利さ」を提供するという新しいビジ

ネスの可能性を生み出せると考えた。サ社が食料品等の販売に進出すると、競合が生じる
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既存グローセリーへの氷販売に影響が出るという懸念もあったが、最終的には、このr便

利さ」を売る新しいビジネスの方が、氷販売よりも収益性があると判断された13．r便利さ」

というサービスを商品として継続的に供給するというコンビニエンス・ストア・ビジネス

のコンセプトは、この頃に確立したといえる14。

 その後、サ社は、電気冷蔵庫の登場等による氷販売所の余剰スペースを活用するための

ガソリンスタンドの設置、1933年の禁酒法廃止後の冷えたビールの販売、ダラス：フォー

トワース地区での多店舗展開等、コンビニエンス・ストア・ビジネスを強化するための様々

な取り組みを行った。‘方で、各家庭における氷を用いた冷蔵方法へのアドバイスを行う

等、氷の販売促進策も継続された。しかし、1935年の取締役会において、家庭の冷蔵用を

中心とした氷販売の衰退とコンビニエンス・ストア・ビジネスの将来性が確認され、自社

の冷蔵施設を活用した乳製品や食料品の販売に力を入れるように方向転換することが決め

られたのである15。これにより、コンビニエンス・ストア・ビジネスがサ社の中心事業と

して、正式に位置付けられたのである。

 このように、サ社は、1930年代後半までには、コンビニエンス・ストアのコンセプトを

次第に確立し、店舗数も増加させていった。しかし、依然として、出店範囲は地元のダラ

ス＝フォートワース地区に限られ、会社の規模や形態も、沖小企業」の範嬢に入るもので

あった。サ社が、グローセリー等従来型の小規模小売業に取って代わり、全国的な大企業

へと変貌するのは第二次大戦後となる。

3． 「便利さ」のイメージ化

（1）店舗名称の統一一「セブンーイレブン」の誕生一

 第二次世界大戦が終了すると、サ社は、郊外に次々に造られる住宅地の近隣に出店する

ことで、店舗網を拡大していった。同時に、自動軍で店先まで乗り付けられる店舗である

こと、週7目かっ早朝から夜遅くまで営業していること、氷、冷たい飲み物、食料及び雑

貨等を販売していること、自動車に乗ったままで買い物ができることをセールポイントと

して、広告活動を強化するようになった16。

 しかし、商品を直接可視することができないサービス等を供給する業種においては、単

なる広告の強化に留まらず、商標等を用いて自社の商品をイメージ化することが、成長の

ためには決定的に重要である17。サ社が、本格的大量出店に乗り出すためには、r便利さ」

という言葉では説明が難しい抽象的な商品の内容を、平易なイメージに転化することで、
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「コンビニエンス・ストア」のコンセプトを消費者に認識させる必要があったといえる。

 当初、サ社は、自社の店舗についての統一的な名称はもっていなかった。同社は、自社

で独自に開設した店舗には「トーテム・ストア」という名称をつけていたが、他の会社を

買収して傘下に収めた店舗のなかには、旧来の名称を使用していたものもあった。この「ト

ーテム・ストア」という名称も、1927年夏、サ社が氷販一売所で食料品や雑貨を売るという

「コンビニエンス・ストア・ビジネス」を自然発生的に始めた際に、偶然生まれたものに

過ぎなかった。アラスカ旅行に行ったある従業員が、たまたま土産としてもち帰った本物

のトーテムポールを店の庭先に置いたことで、この名称がついたのである18。たしかに、

店先に置かれた巨大なトーテムポールは、人々の目を引くというアイキャッチャーの役割

は果たしていた。しかし、看板代わりのトーテムポールも「トーテム・ストア」という名

称も、新しいビジネスである「コンビニエンス・ストア」の内容、つまり「便利さ」とい

う商品を指し示すものではなかったのである。

 しかし、広告効果を高めるためには、店舗名称の統一とともに「コンビニエンス・スト

ア」のサービス内容を簡明に提示することが不可欠であった。特に、コンビニエンス・ス

トアの晴夫であるサ社の場合には、同業地杜との区別よりも、まずコンビニエンス・スト

アという新業態を消費者に周知させる必要があった。そのため、消費者に対して、「便利さ」

という自社の商品を明示しない「トーテム・ストア」の名称は、適切なものではなかった。

 そこで、「トーテム・ストア」のセールスポイントのひとつである朝7時から夜11時ま

での営業時間をアピールできるように、「セブンーイレブン」の店舗名称と商標が考案され、

1946年1月の取締役会において正式に採用された。その後、サ社は、「セブンーイレブン」

の名称を用い、活発な広告活動を展開するようになる。特に、1949年からは、当時普及が

始まったテレビを積極的に活用、早起きの象徴である雄鶏と夜に行動するイメージのある

ふくろうのキャラクターを採用して、早朝から深夜までの営業をアピールしたのである19。

 こうして、サ社は、各店舗の名称を「セブンーイレブン」に統一するとともに、その商

標等を確立することで、新しい業態であるコンビニエンス・ストアが供給する「便利さ」

という抽象的商品を、逐‘説明することなく、一括してかつ可視的に提示することできる

ようになり、消費者に対して自社の商品を効率的にアピールできるようになった。これに

より、サ社は、1950年代から1960年代にかけて、店舗数を急速に増加させる、つまり「便

利さ」という商品を大量生産するための基礎を形成したのである。
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（2）長時間営業による「便利さ」

 セブンーイレブンが提供する「便利さ」はいくつかの要素により構成されているが、そ

のうちのひとつが、年中無休かつ夜間を含めた長い営業時間である。この長時間営業によ

るr便利さ」は、サ社が「セブンーイレブン」という営業時間を明示した名称を採用した

ことからも明らかだが、同社が提供する「便利さ」という商品の根幹を成すものであった。

 さて、アメリカの小売業における夜間営業の先駆けは、1920年代に、通信販売から多店

舗展開のチェーン・ストアヘと戦略転換したシアーズであった。同社は、駐車場の確保や営

業時間の延長等の取り組みを始め、1939年までには、約半分の店舗で週2，3目以上の夜

間営業を実施するようになった。ただし、革新主義の影響が残り、ほとんどの都市が商店

の営業時間を9時30分から17時30分までとしていた1930年代においては、シアーズ

の夜間営業は例外的なものであった。

 第二次世界大戦が終了すると、自動車の普及による行動時間の延長等の要因により、

人々の夜間における買い物への二一ズが増大した。特に1950年代になると、戦争終結と

ともに急落した女性の就業率が、戦時中並みに回復し、既婚女性も夜間に買い物をする必

要が生じてきたのである。そのため、小売業者の側も、夜間営業による利益増加への疑問

や従業員の確保等の問題を抱えつつも、1952年には、全米の80％の都市において、中心

部の商店を含めて少なくとも週に1目の夜間営業を実施するようになり、かなり一般的な

小売業の営業形態として定着するようになった20。

 このように、朝7時から夜u時までというセブンーイレブンの営業時間は、当時の消

費者の二一ズに合致したものであった。それだけでなく、他の小売店の夜間営業が、週に

ユ、2日程度の状況では、夜遅くまで毎日営業するセブンーイレブンは、「いつでも開いて

いる便利さ」を提供することで、独自のサービスを供給し得たのである。さらに、1960

年代になると、戦後のベビー・ブームにより増加した若年層が、自動車で夜間にも行動する

ようになった。また、投下資本の大きな設備の導入された工場では、夜間操業が増加した。

そのためサ社は、早朝や深夜における人の動きがより活発になり、同時に買い物への二一

ズが増えたとして、1963年にラスベガスでセブンーイレブンの24時間営業を開始し、1975

年までには3，703店で実施するようになった2I。

 しかし、長時間営業という「便利さ」は、間もなく、コンビニエンス・ストア以外の小

売業も追随することになる。例えば、ハリウッドのあるスーパーマーケットは、既に1952

年に、近くのレストラン、ラジオ局、飛行機工場の夜間従業員をターゲットとした24時

32



第2車 小規模小売業の「大企業化」

間営業を実施していた。また、1951年末までに、全米のスーパーマーケットの36％が週

6目、29％が週2～5日の夜間営業を実施するようになったのである22。

（3）迅速な買い物による「便禾1」さ」

 アメリカにおけるコンビニエンス・ストアは、スーパーマーケットを中心とした郊外型

ショッピング・センターの発展を補完する形で展開したといえる。これらのショッピング・

センターは、大量仕入れと大量販売により様々な商品を消費者に安価に提供するとともに、

あらゆる商品を一箇所に揃えるワンストップサービスによる利便性もあった。しかし、1，

2品の商品を購入する場合には、渋滞の末に広大な駐車場に自動車を置き、巨大な売り場

をさ迷い、長いレジの列に並ぶというショッピング・センターでの買い物は極めてわずらわ

しいものである。

 また、第1章でも述べたとおり、チェーン・ストア等の普及は、食料品店を中心に、小

売店舗数の減少を招いた。たしかに、グローセリーのように複数品目を扱う店舗は、比較

的店舗数を維持していた。しかし、第二次大戦後のアメリカにおいては、購買力のある中

間層が郊外へ流出する一方、資金力に欠ける在来型の小規模小売業は、郊外の住宅地に新

たに出店あるいは移転することは困難であったため、ほとんどは衰退しつつある中心市街

地に取り残される形で存続した。そのため、郊外の新興住宅地には、パパ・ママ・ショッ

プに代表される街角のグローセリー等、近隣の手近な買い物の場所が、当初は存在しなか

ったのである。

 さらに、ショッピング・センターと冷蔵庫の普及により、週末に買いだめをする買い物

のスタイノレが定着した一方で、従来はなかった「買い忘れ」という現象が発生した。1目

1回あるいはそれ以上の頻度で買い物に行く状況では、1週間分の食料品のやりくり等を

考えることもなかったうえ、忘れたものや足りないものは次の目に買い物に行くため、「買

い忘れ」はなかったのである23。

 第二次世界大戦前の、電気冷蔵庫及びスーパーマーケットが本格的に普及する前の時期

においても、コンビニエンス・ストアは、自動車に乗ったままで買い物ができる等、迅速

に買い物を済ますという「便利さ」を提供していた。これが、第二次大戦後になると、郊

外型の巨大ショッピング・センターが発展した裏返しとして、買い物における迅速性がより

一層セールスポイントとなった。そこで、サ社では、新規の出店に際しては、住民の職業、

生活パターン、年齢層、収入及ぴ競争相手の存在の有無やその業態等を考慮しながら、特
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にその商圏内に居住する住民が、1，2品の商品を購入する際に、最寄りのショッピング・

センターへ行くよりも時間と手間を節約することができるように、住宅地と大規模なショ

ッピング・センターの間に立地することを目指したのである24。

 このように、コンビニエンス・ストアにとっては、買い物における迅速性を提供できる

立地が、各店舗の成功にとっての最も大切な要因であった。これは、店舗の改装や品揃え

の改善等により集客カを高め、その商圏を拡大することが可能なスーパーマーケットや百

貨店等地の小売業とは決定的に異なる点である。百貨店は中心市街地、スーパーマーケッ

トは郊外のように、出店する場所は異なったが、いずれも人を集めることを重視した立地

戦略である。しかし、コンビニエンス・ストアの場合は、買い物の迅速さという「便利さ」

を提供するために、中心部や郊外を問わず、人の流れに沿った立地と商圏設定が必要であ

った。つまり、迅速な買い物という「便利さ」を提供するコンビニエンス・ストアの性格

上、一度開店してしまうと、その後は店舗運営を改善する等の努力を行っても、商圏の拡

大や集客カの向上は難しかった。サ社でも、各店舗の成否の8割から9割が立地で決まる

という認識のもと、用地選定には細心の注意を払う’方で、立地が悪ければ運営に尽力し

てもその店舗の業績回復は困難であった。そのため、業績の悪い店舗については閉鎖する

以外に手段はなかったのである25。

（4） 「便利さ」よりも「楽しさ」？

 サ社は、「便利さ」という商品の実質的内容をイメージに転化するだけでなく、ユンタ

ーテイメント性の高い販売促進活動を積極的に行うようになった。

 そのひとつが、テレビオークション番組rダラー・ターピー」である。一般の消費者が、

セブンーイレブンでの買い上げ額1ドルごとに1枝もらえるrダービー・ダラー」のクー

ポンを現金の代わりとして、様々な商品のオークションに参加する番組で、ダラス＝フォ

ートワース地区で週に4目放送された。また、1958年3月に行われたアイスクリームの

販売プロモーション「ミステリー・フレーバー、ミステリー・トリップ」では、消費者から

新しい香りのアイスクリームの名前を募集するとともに、採用者には、KLMオランダ航

空で10日間世界中の好きなところへ行けるチケットとそめための小遣いという、当時と

しては破格の賞品をプレゼントした。さらに、冷えたスイカをアピールするためには、「セ

ブンの冷蔵庫で、スイカの種が凍え死のうとしています。人道的見地から、スイカをお買

い求め頂き、種を救出してやってください。」というユーモアをテレビで放送した26。
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第2章 小規模小売業の「大企業化」

 全社的な販売促進活動だけでなく、新設店舗を中心に、個店単位のイベント開催にも努

力が払われた。例えば、1957年のダラスにおける新店舗の開店に際しては、当時としては

世界で最も長いとされた6フィートのホットドッグがつくられている27。

 こうして、セブンーイレブンは、ユンターテイメント性の高い販売促進活動を矢継ぎ早

に行うことで、r便利さ」というコンビニエンス・ストアの実質的商品に、「楽しさ」をも

った店というイメージを付加し、消費者をひきつけたのである。

 このように、1950年代のサ社は、セブンーイレブンの名称や商標等の周知度を高めるこ

とで、実質的には長時間営業と迅速な買い物から構成される「便利さ」という抽象的商品

について、可視的かつ平易な、しかし必ずしも正確とは言い切れないイメージを形成する

ことに成功した。加えて、「楽しさ」を重視した販売促進活動を行うことで、「便利さ」と

いう商品に、「楽しさ」というマーケティング情報を載せることで、より多くの消費者を引

き付けることが可能になったといえる。これにより同社は、大量出店、つまり「便禾1」さ」

という商品を大量生産するための基礎を築いたのである。

4  「便利さ」の大量生産

（1）地域を越えた「便利さ」

 サ社は、コンビニエンス・ストアのコンセプトをイメージに転化しながら、各地への大

量出店に乗り出した。1950年には、初めて地元のダラス＝フォートワース地区以外へ進出、

テキサスの州都であるオースチンにセブンーイレブンを出店、その後ヒューストン等にも

進出した。

 最初の州外への進出先はフロリダであり、1954年5月、マイアミに最初の店舗がオー

プンした。ところが、セブンーイレブンのビジネスは、当初、地元、特に消費者ではなく

納入業者にはあまり理解されなかったようである。セブンーイレブンの価格設定はスーパ

ーマーケット等よりも若干高いものであるが、彼らにとっては、買い物におけるスピード

や利便性のために2，3セント高く売ること、つまり客が買い物の「便禾11さ」のためにカ

ネを払うことは理解できなかった。また、店先に駐車場を確保するために、店を道路から

多少奥まった位置に建てる店舗レイアウトも疑問視された。ジョディー・トンプソンの言葉

によれば、セブンーイレブンがフロリダに定着するまでには、2年程度を要したようであ

る。しかし、その後は各店舗とも成功を収め、コンビニエンス・ストアは、フロリダでも

受け入れられたのである28。
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 さて、1950年代前半までは、セブンーイレブン以外のものを含めたコンビニエンス・ス

トアの店舗は、全て南部のサンベルト地帯に立地していた。これは、最初のコンビニエン

ス・ストアであるサ社がテキサスで生まれたことのほか、南部特有の小売業の状況にも起

因していたと考えられる。南部の諸都市は、20世紀半ばに急激な人口増加と郊外化に直面

していた。そのため、中核となる商業地域が中心市街地に形成されない状況で、郊外型の

商業施設が発展し、中心市街地の商業が北部よりも急速に衰退することになった29。また、

ビール、清涼飲料、アイスクリーム、クラッシュアイスといったコンビニエンス・ストア

の主力商品は、いずれも温かい地域で好まれると思われていた。つまり、郊外型のショッ

ピング・センターを補完しつつ、パパ・ママ・ショップ等近隣型の小売業に代わる存在と

して発展したコンビニエンス・ストアにとっては、少なくとも1950年代に限っていえば、

南部の方がその成長により適した地域であると考えられていたのである。しかし、1956

年、セブンーイレブンの初めての北部への進出であったワシントンの店舗は成功を収め、

北部における店舗展開の可能性が証明されることになった30。

 では急速に拡大するセブンーイレブンヘの抵抗はなかったのだろうか。例えば、1950

年に、サ社が初めて地元であるダラスを越えてオースチンにセブンーイレブンを出店した

際には、他地域の企業ということで住民の聞には反発が強かった。こうした反発は、オー

スチンに限らず他地域への出店の場合にも見られたものであった。しかし、いずれの場合

も、2，3ヶ月もすれば、人々の二一ズがセブンーイレブンの提供するサービスと合致して

いることが理解され、反発も解消されたという。サ社も、人々が、コンビニエンス・スト

アという新しい形態の小売業を理解するまでには、多少の時間がかかることは承知したう

えで、セブンーイレブンが各地で受け入れられることに自信を深めていったのである31。

 また、第二次大戦後の豊かな社会のなかで、次々と新しいモノやサービスを受容するア

メリカ人のライフスタイルも、セブンーイレブンのような新しい小売形態の円滑な発展を

促進した。例えば、1953年の『フォーチュン』は、「変化するアメリカ市場」と題した特

集を4ヶ月にわたって掲載、量的な豊かさにとどまらず、より多様な商品を求める当時の

アメリカ社会の姿を描いている。そこでは、「30年たってもイギリス人はティータイムに

コーラを飲むことはない。しかし、アメリカ人は、次から次へと新しいものを消費するよ

うになる」と、新しいもの受け入れるアメリカ人の消費スタイルが、強調されている32。

 さらに、前述のrチェーン・ストア課税法案」の廃案に見られるように、アメリカでは

大規模小売業やチェーン・ストアが直接的に規制されることはなく、経済的要因のみに基づ
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く競争が展開されていた。そのため、セブンーイレブンの直接的な競合相手となるパパ・

ママ’ショップのような在来型の小規模小売業も、制度的に保護されることはなかった。

サ社は、制度的な規制を受けることなく、店舗展開を行うことができたのである33。

 このように、セブンーイレブンは、豊かなアメリカ社会が常に新しいものを求める消費

生活を謳歌していたこと、小売業の新規参入に対する制度上の障壁がなかったこと等の要

因にも支えられ、少なくともアメリカ国内では気候や小売業の競争環境といった地域的差

異を乗り越え、幅広い地域に進出できる可能性を有していたのである。

 サ社の次のターゲットは、人口が急増し、経済的にも好調なカリフォルニア州であった。

サ社は、1950年代末にもカリフォルニア進出を検討したが、労働コストが高かったこと及

び買収予定のチェーンがサ社には不慣れなフランチャイズ・システムにより店舗を展開し

ていたことが障害になり、一度は断念していた。しかし、成長が見込まれるカリフォルニ

アを無視できなくなっていた。そのため、サ社は、カリフォルニアで最もフランチャイズ・

システムによるコンビニエンス・ストア展開のノウハウを有していると思われたスピーデ

ィー・マート社の買収を決定、1963年12月に交渉を開始、翌年3月に買収を実現した34．

 1960年代後半になると、セブンーイレブン以外のコンビニエンス・ストアも増加し、

1968年までに、全米で一万店近くのコンビニエンス・ストアが営業するようになった。コ

ンビニエンス・ストアは、住宅地近隣における風景の’部となっていったのである。コン

ビニエンス・ストアは、スーパーマーケットよりも若干価格設定は高かったが、牛乳等の

比較的保存期間が短く、スーパーマーケットで1週間分を買いだめすることが難しい商品

を住宅地の近くで購入できる手軽さがあった。例えば、『フォーブス』1969年7月1日号

は、「パパ・ママ・ショップが帰ってきた」と題する記事を掲載、スーパーマーケットの普

及により市街地から消えていったパパ・ママ・ショップが、セブンーイレブンのような形

で郊外の住宅地に帰っできたとして、コンビニエンス・ストアが住宅地に溶け込んでいる

様子を紹介している35。しかし、後述のとおり、セブンーイレブンをはじめとしたコンビ

ニエンス・ストアは、その組織、マーチャンダイジング及び労働形態讐の面で、従来のパ

パ・ママ・ショップとは明らかに異なる性質をもつ業態だったのである。

（2）組織の拡大と人材の大量育成

 店舗数の急速な増加に伴い、サ社の組織は大きく変貌した。店舗数が60であった1939

年の段階では、毎月全店長を集めた会議が行われていた。しかし、セブンーイレブンは、
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1950年から地元のダラス＝フォートワース地区以外へも出店を開始、1952年には100店

舗に達した。そのため、社長と各店長の直接的な関係を基本とした、従来の店舗管理手法

を維持することは、きわめて困難になってきた。そこで、サ社は、1953年の取締役会で、

各地域における店舗運営の責任者であるディビジョン・マネジャーに、より多くの権限を

委譲すること、つまり組織の分権化を決定した。1961年にジョディー・トンプソンが死去

し、息子のジョンが社長を継ぐと、各店舗の成否を決する最も重要な事項とされ、それま

ではジョディー自身が出向いていた候補用地の調査とその決定も、各ディビジョン・マネ

ジャーに委譲された36。

 さらに、1963年10月、テキサス州ミッドランドに1，000店目が開店、同年末までには、

全米約250都市で1，052店舗が運営されるまでになった。1，000人を超える店長と、そこ

で働く数千人の従業員をテキサスの本社で管理することはより困難になった。そのため、

サ社は、管理面における分権化を一層重視し、本社と各店舗との関係は、全てディビジョ

ン・マネジャーを介したものとなったのである37。

 このように、組織の拡大と分権化が進行するなかで、日常の店舗管理の中心を担うよう

になったのが、各地区を担当するスーパーバイザー（フランチャイズ・エリアの場合はフ

ィールド・リフレゼンタティブと呼ばれた。）である。1地区は通常32店舗で構成されて

おり、1地区あたり4人のスーパーバイザー又はフィールド・リフレゼンタティブを配置、

各人が8店舗の運営に責任を有した。サ社は、かつての社長と各店長の直接かっ個人的関

係を基礎とし、社長自身が各店舗を巡回して管理を行う組織から、店舗業務の相談、従業

員の訓練及ぴ販売・仕入等に関する日報の回収に従事するスーパーバイザーやフィール

ド・リフレセンタティブが、本社の「目」として各店舗管理の第一線を担う組織形態とな

ったのである38。

 セブンーイレブンの大量出店により拡大を続ける組織には、店舗運営等の管理業務を中

心に、大量の人材が必要であった。そのため、サ社は、1963年10月に、店長養成を目的

とした2週間のトレーニングコースを創設し、1960年代後半からのさらなる大量出店を

支えるための人材を育成するシステムを整えた39。こうした人材育成のシステムは継続的

な拡充が行われ、大量出店を支える人材の供給に寄与したのである。

 ところが、サ社の組織の中核を担う人材は、必ずしもシステム的に供給されたわけでは

なかった。1970年代前半にフランチャイジーの店舗を巡回するフィールド・リフレゼンタ

ティブ業務に従事していた者たちは、自らの仕事について、「われわれの仕事に純粋なルー
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ティンはない。毎日が違う。」あるいは「フィールド・リフレゼンタティブであることは、

あらゆるビジネスシーンのなかで多くの経験を積むには最高だ。」という感想を残している。

たしかに、彼らの言葉からは、店舗管理に第一線で携わっているという気概と多様な業務

を遂行している様子が伺われるかもしれない。しかし、ジョン・トンプソンは、1960年代

後半の大量出店が可能となった理由について、「テキサスの諸店舗に所属する質の高い中

核的な従業員がいたので、われわれはこれだけ早い成長が可能であった。」と述べている。

また、1968年秋に南西地区のディビジョン・マネジャーであったバウ・ハーディーも、「テ

キサス地区でそのキャリアを始めたマネジャーは、1960年代後半の拡大期におけるキーパ

ーソンとなった。」と語っている40。恐らく彼らの発言は、地元テキサスでコンビニエンス・

ストア・ビジネスの経験を蓄積した人材が、後に様々な場面で活躍しだということを強調

しようとしたものであろう。しかし、図らずも、人材育成システムを整えながら、組織に

おける中核的な役割は、サ社とセブンーイレブンのビジネスを熟知した’部の者によって

担われていたことをあらわしているのである。

 1970年代初頭、東海岸において、多くのフランチャイズ店舗の運営が困難な状況に陥っ

た際にも、システム的に養成された人材では対応できず、フランチャイジーたちの間では、

サ社の店舗支援態勢への不満が高まった。これに対してサ社は、フランチャイズ・システ

ムによる店舗展開を最初に行ったカリフォルニアから優秀な人材を引き抜き、東海岸にお

ける店舗指導にあたらせることで、各店舗の連営を立て直さなければならなかった41。

 このように、1960年代後半に急拡大したサ社は、コンビニエンス・ストアのビジネスに

ついて豊富な経験を有する一部の人材が、組織の中核を担い、そのシステムを構築してい

った。一方で、スーパーバイザー、フィールド・リフレゼンタティブ及び店長等の管理業

務従事者を含め、システム化された教育プログラムによって大量供給される一般の従業員

は、マニュアル化された業務のみを担うようになったのである。

 そのような状況のなかで、サ杜自身が問題視するほどに、従業員の離職率が高くなって

しまった。同社は、採用の際のスクリーニングや採用後の研修を強化する等の対策を施し

た。しかし、効果をあげることはできず、高い離職率は定着してしまったのである42。こ

うして、セブンーイレブンの店舗網が増夫していくなかで、サ社の組織は、未熟練労働者

の大量離職と大量採用を前提とした互換性労働を大量に生み出すとともに、この種の労働

力に依存する組織形態になっていったのである。

39



（3）フランチャイズ・システムの活用

 フランチャイズ・システムの導入は、1960年代後半から、セブンーイレブンの急速な多

店舗展開を可能とした要因のひとつである。サ社におけるフランチャイズ・システムの始

まりは、既述のとおり、1964年3月に、カリフォルニアでフランチャイズ中心にコンビ

ニエンス・ストアを展開していたスピーディー・マート社の買収である。サ社は、スピー

ディー・マートの有していたフランチャイズ・システムのノウハウを習得することにより、

コストとリスクを分散しつつ、店舗網を拡大する手段を獲得したのである。

 サ社は、フランチャイジーとなる人材の教育システムも、スピーディー・マートから導

入した。スピーディー・マートの研修は、当初は、机の上にレジを置いただけであったが、

サ社に買収された1960年代半ばには講義と0JTを組み合わせた15日間のプログラムが

整備され、店舗運営に必要な基礎的な知識と実技を習得させるようになっていた。

 同時に、法的には独立した経営者であるフランチャイジーを「組織人」として統制しよ

うとしていたことが例える。スピーディー・マート時代から引き続き教育システム運営の

責任者のひとりであったルー・マドックスは、ボーイ・スカウトでの活動歴が長かった。

彼は、「私は8年間ボーイ・スカウトで働いた．．．。私の見解では、ボーイ・スカウトは、

私の知る限りでは、最も優れたトレーニングの技術をもっている組織である。スピーディ

ー・マートに入ってからも、これらの経験がとても役にたった。」と、組織を重視するボー

イ・スカウトの教育に従事した経験が、フランチャイジーの教育に活かされたとしている43。

 しかしながら、フランチャイザーであるサ社とフランチャイジーである加盟店との関係

は、決して良好なものぱかりではなかった。1974年の『フォーブス』は、当時のセブンー

イレブンにおける、フランチャイジーの苛酷な実態を取り上げている幽。それによれば、

各加盟店の平均的粗利額は年間約200，000ドルで、この取り分比率は、サ社が55％、加

盟店が45％であった。加盟店は週7目、1日あたり16時間の最低営業時間を超えて営業

すれば、粗利の取り分を最大50％まで高めることが可能であり、年間60，000ドルの純利

益をあげる加盟店もあったという。しかし、そのためには苛酷な労働が必要であった。廃

業するものも多く、フランチャイジーの平均継続期間は、5年以下であったという。例え

ば、1972年までフロリダ州デイトナビーチでフランチャイジーであった人物は、「18ヶ月

の間、週に7日休みなしで働きつづけた。」と言っている。彼は、客が増えれば夜中でも

頻繁に店員に起こされるような生活の連続が、離婚の原因にもなったとしている。むろん、

成功を収めたフランチャイジーも存在した。ニューヨーク州サウサンプトンのあるフラン
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チャイジーは、「私はいつも一生懸命に働いているが、それはそれだけの価値があるから

だ。」と言っている。しかし、彼の店は、年間粗利額が400，000ドルと、平均的店舗の2

倍に達する優良店であり、それだけの売上げを可能とする立地の店は、ごく少数であった。

 サ社は、低コスト、かっ低リスクの出店が可能なフランチャイズ・システムを活用する

ことで、急速に店舗網を拡大した。しかし、それは、フランチャイジーに対して、資金面

以上に、労働面における多大な負担を強いるものであった。特に、24時間営業店を直接雇

用従業員で運営すれば、パート労働力等を活用したとしても、交替要員の確保や夜間勤務

手当等、労働コストは大幅に上昇する。しかし、フランチャイズ・システムを用いれば、

法的には「独立」したフランチャイジーの「無賃」労働や彼らの配偶者の「家族」労働に

より、労働コストの吸収が可能になる。サ社は、フランチャイジー採用の要件として、小

売業の経験を有していること以上に、既婚者であることを重視していた。フランチャイジ

ーの配偶者も、長時間営業を低コストで行うための、安価な労働力と位置付けられていた

のである。

 このように、サ社は、フランチャイズ・システムを活用することで、セブンーイレブン

の店舗を低コスト、かつ低リスクで大量に生産できるようになった。セブンーイレブンに

限ったことではないが、アメリカでは1960年代以降、小売業やサービス業を中心にフラ

ンチャイズ・システムが益々重要になり、1980年半ばまでには、フランチャイズ店は、ア

メリカにおける小売総額の3分の1以上を占めるまでなった45。たしかに、フランチャイ

ジーにとっても、フランチャイズ・システムは、少なくとも表面上は独立した経営者にな

ることのできるチャンスであった。しかし、同時に、法的には独立した経営者であるはず

のフランチャイジーは、実態としては互換性労働力というべき存在へと変化していった。

彼らは、マニュアル化された店舗運営に従事するとともに、苛酷な労働や成績不振による

廃業及びそれを補う新たなフランチャイジーの加盟という、互換性労働力の排出と補充の

サイクルに組み込まれたのである。

（4）小ロットの商品流通と粗利追求のマーチャンダイジング

 セブンーイレブンの大量出店により、サ社は、1965年には、『フォーチュン』の「小売

企業売上げ上位50社」にランククインする等、全米屈指の規模の小売企業となった。し

かし、チェーンとしては巨大な規模となったサ社であったが、個々のセブンーイレブンの

店舗は、住宅地の近くに構えた小さなものであったため、商品在庫のスペースも狭く、ス
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一パーマーケットのような大ロットの商品流通は困難であった。一方、アメリカでは、早

い時期から、百貨店やチェーン・ストア等小売業者による卸機能の垂直統合と商品流通の大

ロット化が生じ、卸業者の淘汰と機能低下が進行し、残存した卸業者もスーパーマーケッ

トの薄利多売に合わせた大ロットの納入形態を基本としていたために、小規模店の仕入れ

が困難になっていた。加えて、セブンーイレブンの場合には、店舗数の増加とともに関係

する供給業者の数も増加したため、商品流通が複雑かつ費用がかかるものになり、店舗網

が急拡大した1950年代末から仕入れの混乱に直面した46。このような状況のもとで、サ社

は、チェーンとしては大量販売でありながらも、売り場及ぴ在庫のスペースが狭いコンビ

ニエンス・ストア特有の小ロット販売に対応する必要が生じ、1970年代になると各地域へ

の商品配送センターの設置を強いられるのである。

 また、サ社は、店舗面積が狭く陳列商品数に制約のあるセブンーイレブンで利益を向上

させるために、商品回転率の向上と欠品による販売機会の逸失防止を目的とした取扱商品

の絞込みを行う。最初の取り組みは、1960年に始まった。サ社は、キャンベル製缶入りス

ープのマーチャンダイジングを変更、23種のうち売上げの85％を占める11種に取扱いを

絞ることで、缶入りスープの売上げを19％伸ばすことに成功した47．60年代後半からはさ

らにマーチャンダイジングを強化、毎年約一万点の新商品を導入する一方で、このうちの

200から300点程度のみを定番化することで、売れ筋商品の発掘とそれへの集中を徹底し

た。これにより、50年代には平均5年であった商品のライフサイクルは、18ヶ月に短縮

されたのである48。

 さらに、薄利多売が不可能な狭い店舗において利益をあげるために、粗利の高い商品の

販売が重視されるようになった。その’例がビールである。元来氷の製造・販売会社であ

ったサ社では、1933年の禁酒法廃止以降、自社の水流通設備を活用した冷たいビールは人

気商品のひとつであったが、アメリカではビール販売の粗利が大きいため、現在に至るま

で、アメリカのセブンーイレブンにおける主力商品のひとつとなっている。同様に、

タバコも粗利が大きいため、売上げにおいて大きな役割を占めるようになった49。

 このように、セブンーイレブンは、各店舗の売り場及び在庫置き場の面積が狭い環

境で利益を最大化するために、商品流通を小ロット化し、粗利と商品回転率を高める

ための取扱商品の絞込みを行う一方で、多数の店舗網による巨大な単品販売量をもつ

という、モノを少品種小ロット大量に販売する小売形態となっていくのである。
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5．小括一大量生産システムとしてのコンビニエンス・ストアー

かつて、比較的少ない元手で小規模な店を開くことは、独立した企業家としてビジネスの

世界に参入する、あるいは自ら職を創出し、市民として自立する最も一般的な手段であっ

た。例えば、帰還兵士による自営業開業等、民間部門における雇用創出が焦眉の問題であ

った1946年には、商務省が、『グローセリー・ストアーの開業と運営』と題する一般向け

のマニュアル本を発行した。このマニュアルが提案するグローセリーは、冷蔵陳列ケース

の導入やセルフサービス方式の採用等、戦前とは大幅に異なる形態であり、むしろ後のコ

ンビニエンス・ストアに近いものであった。しかし、「食料品小売業は、他の商売よりも、

自営業を始めたい者に魅力を提示している。」として、グローセリーが独立した企業家の創

出に有効であることを強調していた50。

 その後、1954年の上院中小企業委員会の年次報告書も、「流通業における小規模経営は、

我々の経済のなかで、自由な企業が誕生し、試される場である。」として、小規模な小売業

が、人々に社会的上昇の機会を提供し、耕しい企業を揺藍する場となることを強調した。

ところが、同報告書は、「チェーン・ストアや大規模商業者との競争のために、もはや独立

した単一店舗で利益を生み出すには限界がある時代に直面している。」として、当時、小規

模小売業者が直面する苦境をも問題視するようになっていた51。

 こうした状況のなか、セブンーイレブンに代表されるコンビニエンス・ストアは、成長

の著しい郊外の住宅地等に浸透することで、新しい形態の小規模小売業として発展した。

同時に、コンビニエンス・ストアの成長は、既にチェーン・ストア等の圧迫を受けていた、

従来型の小規模小売業の存立基盤をさらに突き崩すことになった。従来型の小規模小売業

は、成長する郊外市場を奪われ、衰退する中心市街地に活動の場が限定されていった。

 また、コンビニエンス・ストアの成長は、人々に成功への機会を提供し、新しい企業を

創出するという、小規模小売業の有する社会的性格をも大きく変化させた。たしかに、フ

ランチャイズによるセブンーイレブンの展開は、大規模小売業者が勢力を拡大する状況下

で、経験や資金が不足していても、法的には独立した経営者となる機会を与えた。しかし、

フランチャイジーたちは、企業家としての成功や失敗ではなく、マニュアル化された店舗

連営に従事し、かつ苛酷な労働や成績不振による廃業及びそれを補う新たなフランチャイ

ジーの加盟という互換性労働力の排出と補充のサイクルに組み込まれていったのである。

 コンビニエンス・ストアの成長により、パパ・ママ・ショップと呼ばれる街角の商店は、

最も代表的な中小企業の形態から、衰退する中小企業の代表へ変貌したのである。
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第2章註

1我々の身近な存在となったコンビニエンス・ストアであるが、自動車等の巨大製造業や

百貨店等地の流通業と比べ、歴史研究の対象とされることは依然として少ない。そのなか

で、川辺信雄氏の業績は、コンビニエンス・ストアの発展史を体系的に扱った唯一の研究

といえる。川辺氏は、「従来の経営史研究が自動車や鉄鋼等、いわば19世紀後半から発展

した第二次産業革命時代の中心的な産業を対象としている」として、これまでの経営史研

究における対象の偏りと現代的な問題意識からの乖離を批判するとともに、家庭を単位と

した消費ではなく、個人の二一ズや価値観を重視する消費志向に対応しようとする第三次

産業革命の小売形態としてセブンーイレブンを描いている。川辺信雄、『セブンーイレブン

の経営史一目米企業・経営力の逆転』、有斐閣、1994年、348頁。また、ジェフリー・バ

ーンスタインは、トヨタ自動車とともに、現在の日本経済を代表する企業としてセブンー

イレブン・ジャパンを取り上げている。Bemstem，Je脂eyR．，“7・E1evenmAmer1ca and

Japan”m Thomas K McCraw ed，α餉痂8M売θ㎜0理伯加㎜’此w肋か印rθ鵬α協，

Cbψρ伽j的mゴCbα刀肋θ5Zbαmρ加a〃肋κθ加ぬ56ガ2ノ刀帥。ル物η，Cambr1dge’

Ha〃ard Umvers1ty Press，1998，pp490・530なお、サ社は、1999年に、社名をセブン

ーイレブン（7・E1een，Inc．）に変更している。

2当時の地方における小売業の一例としては、次を参照。Athe舳。n，Lew1s，“Itmerant

Merchana1smg m the Antebe11um South’’，肋〃θぬ。〆必e3雌1〃醐珊5后。凶ωノ8oαθ似

vo1．49．1945，pp．35’59．

3ブラックフォード、『アメリカ中小企業経営史』、78頁。

4チェーン・ストアが成長するまでの百貨店は薄利多売を基本戦略としていた。高級路線へ

の転換は1890年代初頭以降、安さを武器としたチェーン・ストアが本格的に参入してきた

後である。

5ただし、第二次世界大戦前までのチェーン・ストアは、主に中心市街地へ出店していた。

ロサンゼルスのように商業施設の郊外化が進展していた場合もあるが、ほとんどの地域で

は中心市街地が商業の担い手であった。なお、第二次大戦前のロサンゼルスにおける商業

機能の郊外化については、Longstretb，Richard W，City Center to Regiona1Ma11：・

Arch1tecture，the Automob1e，and Reta11mg1n Los Ange1es，1920’1950，Cambr1dge．

MITPress，1998を参照。
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6例えば、シアーズは、中小都市の発展と農村部における通信販売の衰退を予測し、1924

年以降店舗販売の重視と多店舗展開に戦略を転換する。

7例えば、ボストンでは、1950年代後半以降、中心部の人口が急速に郊外に流出した。加

えて、小売業のシニアも郊外のショッピング・センターにシフトし、さらに、1970年代後

半になると、人口比以上に小売業のシェアが郊外に奪われた。つまり、中心市街地の商業

施設と郊外のショッピング・センターでは、集客力の面において格差が顕著になったのであ

る。Ju砒，Matth1as，“Reshapmg Sboppmg Enwronments The Compet1t1on Between

the C1ty of Boston and Its Suburbs”，m Susan Strasser，Char1es McGovem and

Matthias Judt，eds．，Getthg and Spending：European and American Consumer

Societies in the Twentieth Century，New“rk：Ca㎜bridge University Press，1998，

pp．317，338．

8買い物以外の娯楽と組み合わせるという戦略は百貨店も同様であった。しかし、自動亭

の利用を前提としていなかったため、家族全員で買い物に来る頻度は少なかったといえる。

9アメリカの家庭における冷蔵庫の普及率（％）

 勾…   1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960

氷冷却  一  18 48 40 27 11一
電気冷却  0  0  1 8 44 80 90

Lebergott，Stan1ey P口用〃〃8地ρρ㎜θε5ノ■〃θη硯〃0b掘5口瓦θ困』掘肋θルε掘検ε肋0θ〃施η，Prmceton

Prhceton University Press，1993，p．113より。

101954年の調査では、アメリカで消費される食料の75％（重量比）が、冷蔵施設を用い

て流通していた。また、冷凍食品が普及するようになり、スーパーマーケットの売上げの

4％を占めるまでになった。とはいえ、依然として、約18～35％の食品が、流通段階の腐

敗等により廃棄されていたので、様々な保存性向上への取り組みが継続されていた。

App1ebaum，Wiユ1iam and Dav1d Carson，“Supemarkets Face the Future”，地1昭〃

3α8加θ55児θ〃θ叱“征arcl〕ノApr皿，1957，pp123・135

11L」es，Auen，0石Z乃伽五肋a㎎η！肋θ＆oり7o〆＆〃肋冶刀ゴαψo蝸あ。掘，Da11as The

South1and Corporat1on，1976，p15．19

121931年3月からサ社の社長となり、本格的にコンビニエンス・ストア・ビジネスを展

開した。なお、ジョディーは通称で、本名はジョー・C・トンプソン・ジュニアである。

13Ibia．，p．20．
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14ただし、「コンビニエンス・ストア」という名称が用いられるようになったのは、第二

次世界大戦後のようである。この時期、サ社は、r便利さ」を売る新しい形態の店舗の前に

トーテムポールを立て、「トーテム・ストア」と呼んでいた。Ibid．，p．23．

15Ibid．，p．27，35，43，44．

16Li1es，0必肋∂万五肋∂昭η！，p．67．

I7サービス産業における商標讐の重要性については、多くの指摘があるが、とりあえず次

を参照。W11kms，M1ra，“The Neg1ected Inta㎎1b1e Asset The Innuence ofthe“ade

Mark on the Rise of the Modem Co印。ration”，励5加θ55肋前αy，voL34．1992，

pp．66・95．

18Li1es，0ゐZ乃2〃左肋∂γθ〃4p．23．

19Ibid．，pp．87・92；川辺、『セブンイレブンの経営史』、56－57頁。

20Saunders，Dero A．，“Shoppmg a免er Dark”，乃r施〃，Novembe41952，pp120－121

21Li1es，0ゐ肋舳左肋∂肥〃，p．192；川辺、『セブンイレブンの経営史』、74頁。

22Saunders，“Shoppmg a丑er Dark”，7わ彬α刀e p123

23McC1euand，WG“TheSupemarketandSoc1ety”，＆αo／o馳2ノ児帥θ㎎v0110．

1962，pp．133，144．

24Liユes，0必冊伽左肋2昭〃，p．87．

25Ibid．，p．179，181．

26Ibid．，p．92，121，135，160．

27Ibid．，p．116．

28Ibid．，p．102．

29アメリカにおける中心市街地商業の盛衰及びその地域的な差異については、次を参照。

Robeれson，Kent A．，“Downtown Retai1Act1mty m Large Amer1can C1t1es”，

θθo距顯ゐm〃θ鵬叱v0173．1983，PP321’322

30Li1es，0ろク乃2万五肋∂γθ棚’，p112

311bid．，p．83．

32Burck，G11be式and Sanおrd Parke島“The Chan読ng Amerlcan Mlarket1”，アbr施刀θ，

August，1953，p．98，

33なお、日本においては、①大店法の売り場面積規制を避けるためにスーパー・チェーン

46



第2章 小規模小売業の「大企業化」
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ついては、1977年に立法権獲得、1981年に常設委員会（Sma11BusmessCom皿1ttee）と

なり、2001年からは中小企業・企業家委員会（Smau Business and Entrepreneurship

Committee）へ名称を変更した。下院は、1973年に立法権獲得と同時に常設委員会とな

った。
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第3章 中小製造業に対する冷戦の負担

     一アイゼンハワー政権の対外通商政策と国内中小企業一

 アメリカでは、1920年代までに、自動車、石油、製鉄業等、主要製造業における寡占体

制が形成されたが、依然として、多くの中小製造業が存在していた。なかでも、繊維製品

や雑貨等、生活関連の軽工業型業種は、1950年代では、製造業における事業所数全体の約

半分、従業員数の約4割という中核的地位を占め、かつその大半が中小企業の範囲に含ま

れるものであった。

 しかし、これらの生活関連製造業は、SBAを中心とする中小企業政策が形成された1950

年代から60年代において、最も打撃を受けた製造業の分野でもあった。既に大企業の寡占

体制に移行していたタバコ、戦後に全国ブランドの大企業による支配が進んだ食料品、需

要者立地型の印刷を除き、繊維、衣服、皮革製品、雑貨等、広範な分野の中小製造業が、

輸入晶との競合にさらされた1。たしかに、アメリカで貿易赤字の問題が顕在するのは、1960

年代後半からである。しかし、アメリカは、第二次大戦直後から、日本や西ドイツを中心

に、西側同盟国の製品を国内市場で大量に引き受けた。特に、1950年代における輸入品は、

繊維、日用雑貨等、中小企業性の高い業種の製品が中心であった。そのため、貿易収支全

体には大きな変化はないものの、中小企業性が強く、かつ事業所数も多かった生活関連製

造業が集中的に打撃を受けたといえる。本章は、アイゼンハワー政権期を中心に、冷戦遂

行上の観点を優先させた対外通商政策が、国内中小製造業に与えた影響及び中小製造業の

保護を理由として通商政策を変更する選択肢が排除されていく過程を考察する2。

1．中国大陸から北米大陸へ一目中禁輸とアメリカ市場の開放一

（1） 対日占領政策の転換と日中貿易の途絶3

 第二次大戦終結直後、アメリカの対目占領政策は、戦争遂行力の基礎となった日本経済

の解体とr民主化」を基本とした。しかし、1946年、チャーチルが「鉄のカーテン」演説

を行う等、ヨーロッパにおける冷戦の激化に伴い、対日政策の見直1しが検討されるように

なる。1947年には、ケナンが共産圏の封じ込め政策を提唱した「X論文」を発表、マーシ

ャル・プランやトルーマン・ドクトリンにより、具体的な封じ込め政策が展開されるよう

になった。同時に、GHQの経済「民主化」政策を行き過ぎたものとして批判するとともに、

日本の経済復興を重視すべきとの主張があらわれはじめたのである。

49



 さらに、47年末には、中国大陸において、共産党軍が国民党を圧倒するようになり、ア

メリカは、国民党中国を東アジアにおけるパートナーとすることが困難な状況に陥った。

また、1948年8月に大韓民国、9月に朝鮮民主主義人民共和国が成立し、朝鮮半島の分断

も決定的になった。こうした、「中国喪失」や朝鮮半島分断といった情勢を受け、アメリカ

は、対目占領政策の転換を決定した。国家安全保障会議（NSC：Natエ。na1Secunty Counci1）

は、1948年10月7目、対目政策の基本文書としてNSC13／2を承認、経済復興を対目政策

の主要目標として明記したのである4。

 当時、日本経済は、依然として深刻な状況にあった。ドッジ・ラインによる引き締めで、

インフレ収束には目処が立ったものの、日本の経済復興のためには、貿易の拡大が不可欠

であった。しかし、東南アジアの市場と資源を日本のために用いることは、イギリスの反

発もあり、短期的には望みが薄かった。そこで、アメリカ政府は、1949年2月のNSC41

において、「日本の自立達成は中国北部や満州の余剰品を輸入できるか否かにある程度か

かっている。」と認めたように、たとえ中国大陸が共産化しても、目中間で、一定規模の貿

易は必要と考えていた5。当然、日本国内でも、伝統的な市場で、かつ原材料調達地でもあ

る中国との貿易の復活を望む声が強かった。そこで、国務省は、1950年3月に日中貿易を

許可、大豆や塩等の輸入契約が成立し、8月頃にはそれらの一部が日本に到着した。

 しかし、朝鮮戦争の勃発は、日本の経済復興のために中国大陸の市場と資源を活用する

という構想に、根本的な修正を迫ることになった。たしかに、朝鮮戦争に伴う特需景気は、

日本経済の危機を一時的に緩和した。しかし、1950年10月、中華人民共和国が戦争に介

入、国連はアメリカの主導により対中禁輸措置を決定、日本政府は、11月、アメリカ政府

の要請を受ける形で、通産省令に輸出票許可品目を追加し、戦略物資の対中禁輸措置を強

化した。朝鮮戦争は、目中貿易拡大の大きな障害となったのである。

 これに対しては、輸出拡大を目指す日本の経済界は、強く反発した。早くも12月には、

日本貿易会が、「日中貿易の現状打破に関する意見」を発表、「二つの世界のあらそいの圏

外で」日中貿易を促進すべきと主張した6。しかし、1951年11月には、一部香港経由によ

る間接貿易の形を残し、日中貿易はほぼ全面禁止になった。

 その後、朝鮮戦争も終結の見通しがたち、特需の減退が予想されるようになると同時に、

日本国内には、目中貿易の再開を望む声が‘層強くなった。中国側も、目中貿易には期待

があり、これに応える形で、高良とみ他三政治家が北京に潜入、1952年6月、第一次日中

民間貿易協定締結された。しかし、この民間貿易協定は、禁輸品目が多い上、通産省を除
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く各省庁は、目中貿易の拡大には慎重な姿勢であったため、実効性は低かった7。

（2） アメリカ市場の開放促進

 このように、東南アジアや中国大陸との貿易が低迷するなかで、日本の輸出は、アメリ

カ市場への依存を強め、同時にアメリカ国内では、日本製品の流入に対する警戒感が生ま

れていった。もちろん、日本は、石炭、石油、綿花及ぴ食料等の輸入をアメリカに依存し

ており、アメリカからの資金援助により輸入超過を補う状況であった。しかし、繊維製品

や雑貨等、日本からの輸入品と直接競合する分野においては、安価な日本製品がアメリカ

市場に殺到することは、大きな脅威であった。例えば、1950年9月の国務省情報調査室報

告書は、早くも、アメリカ手袋製造業協会の見解として、未だ日本製晶のシェアが低いに

もかかわらず、将来的には日本製品の価格競争力に対する不安があることを報告している8。

 さらに、1950年になると、生活関連型の中小製造業が、アメリカ国内の景気後退の影響

を受けたことも重なり、中間選挙において、共和党の保護主義勢力が伸張した。そのため、

1951年の互恵通商延長法では、国内産業保護を目的とした条〕頁が加えられた。

 このように、アメリカ国内で保護主義的傾向が見られる一方、朝鮮半島情勢の変化に伴

い、アメリカ政府内においても、日本の対中禁輸措置の緩和が検討されるようになった。

なかでも、国務省は、非戦略物資の輸出を中心に、日中貿易の大幅な緩和を目指していた。

目中間の貿易が、日本経済の発展に不可欠であるのみならず、禁輸を継続すれば、西側諸

国市場に向けた日本製品の輸出増加を招き、アメリカ国内のみならず、イギリス、オース

トラリア、カナダ等においても、対目保護主義が台頭することを懸念したのである9。また、

対中禁輸の効果についても、懐疑的な見方がなされていた。例えば、1952年6月の特別評

価報告書（SE Specla1Estmate）も、ソ連の援助コストを増加させ、中国の経済発展を多

少遅らせてはいるものの、中共の政治的安定性及び軍事力にはほとんど影響を与えていな

いとする消極的な評価に過ぎなかった工O。

 しかし、政府内には、国防省を中心に、日本の対中禁輸継続を強硬に主張する勢力が存

在した。また、マッカーシズムの影響やチャイナロビーの支援を受けた対中共強硬派議員

の反対等を考慮すれば、対中貿易規制の急速な緩和は難しい情勢にあった。

 こうした日中貿易に対するアメリカ政府の慎重姿勢は、日本のココム加盟にも影響を与

えた。1952年7月、ワシントンにおいて、日本のココム加盟を審議する、米、目、英、仏、

加の五カ国会談が開催された。この席において、リンター経済問題担当国務次官補は、日
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本側代表である武内駐米公使に対して、ココム加盟後も、日本が対中貿易規制を軽減しな

いように求めた。そのため、日本は、11月のココム加盟と同時に、秘密協定であるr対共

産中国貿易統制に関する日米間の了解」を締結、対ソ連貿易は、西欧諸国と同等の規制レ

ベルとなるが、対中貿易については緩和が遅れたのである11。

 当然、厳しい対中貿易規制の継続に、日本の経済界は不満を強めた。元来、対ソ貿易よ

りも対中貿易の割合が圧倒的に高かった日本にとっては、対中貿易の緩和こそがココム加

盟の目的であった。アメリカ政府としても、日本に対中貿易規制を強制するのであれば、

代替市場の提供が不可欠であった。ところが、日本の対東南アジア貿易は、イギリスの反

発及び同地域の経済停滞等の要因により、依然として低迷していた12。

 結局、アメリカ政府は、中国大陸や東南アジアとの貿易停滞に苦しむ日本を支援するた

めに、国内の保護主義勢力を押さえ込み、自国市場で日本製品を引き受けることを選択し

た。1952年7月のNSC125／1及び8月のNSC125／2は、日本経済の対中依存を回避するた

め、日本のGATT加盟等、自由主義諸国との貿易拡大を支援するとともに、特に、アメリ

カ市場による日本製品の受け入れ促進が掲げられたのである13。

 第二次大戦後のアメリカは、当初から、自由貿易体制の構築を原則としていたことは確

かであるが、アメリカと日本の貿易関係は、対目占領政策の転換や中国大陸の共産化等の

事態を組み込むことで、はじめて実態的に規定されたといえる。そのため、アメリカの対

日通商政策は、原則論としての自由貿易主義に従うのみならず、冷戦遂行上の観点から、

日本を伝統的な市場である中国大陸から切り離し、同時に経済復興を強力に支援するため

に、より自国市場の開放を促すものになった。しかし、こうした冷戦遂行を優先させた通

商政策は、日本製品との競争に直面する国内中小製造業に、大きな負担を強いることにな

るのである。

2． 自由貿易主義の貫徹

（1） アイゼンハワー政権の成立一自由貿易と市場開放の選択一

 日本の経済復興を支援するために、アメリカ市場を開放する政策は、日本製品流入の直

接的影響を受けた、あるいは受ける恐れのある中小製造業の懸念材料となり、次第に、共

和党を中心とした保護主義勢力を台頭させる要因になった。特に、1952年の選挙では、共

和党の議席が増加し、議会はより保護主義的になった。しかし、同年の共和党大統領侯補

指名選挙で、アイゼンハワーが、孤立主義者のタフトを退けたことは、たとえ同党保守派
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等の保護主義勢力が存在しても、市場開放と自由貿易の基本方針が承認された証であった。

アイゼンハワー自身も、様々な障害に直面し、時には妥協をしつつも、自由貿易体制の維

持に腐心することになる。

 アイゼンハワー政権が、最初に直面した通商政策上の問題は、日本の経済復興に対する

支援であった。アイゼンハワーと国務省は、日本経済の安定には、ある程度の目中貿易を

容認すべきとの立場であった。貝本国内における共産主義勢力の伸張を抑制するためには、

経済復興は急がなければならない。日本にとって、伝統的な市場と原料供給地である中国

大陸との貿易拡大は、日本経済の復興に有効であると考えられたのである。

 一方、日本経済が、中共との関係を過度に強化することにも問題であった。例えば、1953

年4月8日のNSC会議では、アイゼンハワーが、喘州と中国北部の市場と資源にアクセ

スできない限り、日本に未来はない。」として、日本と中国の貿易の必要性を主張している。

しかし、これに対して、ハンフリー財務長官が、日本にとってのアジア市場の重要性を認

めつつも、日本経済が中国に依存することの危険性を指摘する等、全体としては、目中貿

易の拡大には慎重な姿勢に終始した14。また、6月25日に採択されたNSC125／5が指摘す

るように、目中貿易は有効であるが、戦前とは経済的及び政治的状況が異なることを勘案

すると、それだけで日本経済の問題を解決することは困難であったI5。

 結局、アイゼンハワー政権の選択は、日本製品をアメリカ市場で引き取ることであった。

NSC125／5及びこれに追加されたNSC125！6に見られるよう、輸入関税の引き下げ、互恵

通商法の早期可決及び政府調達の増加等、日本製晶のアメリカ市場へのアクセスを確保す

るための具体策が定められたのである16。

 その後、アイゼンハワーは、共和党保護主義派に配慮し、1953年互恵通商法の延長期間

を通常の3年から1年に短縮した。しかし、長らく職業軍人であり、党内圧力から比較的

自由な立場にいた彼は、自由貿易の原則を維持するための体制整備を進め、対外経済政策

を総合的に検討するための諮問機関として、対外経済政策委員会を発足させた。同委員会

は、保護主義を主張する共和党議員や民間人も委員に含みつつ、委員長には鉄鋼業界のな

かでも例外的な自由貿易主義者であった、インランド鉄鋼社長のクラレンス・ランダルが

就任した。「ランダル委員会」と呼ばれたこの委員会は、互恵通商法案の作成等、アイゼン

ハワー政権の自由貿易政策を支えることになる。

 以後、西側同盟国を支援するために国内市場の開放を重視する大統領及ぴ国務省を中心

とした行政府側と保護主義の傾向を強める議会の対立が続くことになるが、結果として、
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保護を求める中小製造業への配慮は、常に冷戦遂行よりも低い政策順位に置かれるように

なるのである。

（2） 新たな日本製品の市場確保へ

 翌年、1954年互恵通商法案の審議も、共和党保守派の抵抗により難航した。結局、アイ

ゼンハワーは、中間選挙への配慮もあり、1954年互恵通商法の期限を3年から1年に短縮

し、1954年6月に可決させた。しかし、同法の期限短縮は、アイゼンハワーの譲歩ではな

く、むしろ市場開放と自由貿易に対する強い決意の表れであった。ランダルを中心に作成

された法案には、大統領の関税引き下げ権限に対する制限は、日本との通商協定において

は適用されない旨の特別条項が含まれ、対目関税交渉への布石が打ってあった。

 当然ながら、日本製品の流入に直面した業界、すなわち生活関連の軽工業部門を中心と

した中小製造業からは、日本製品の関税引き下げを導く同法への不満が噴出した。特に、

中小企業側は、大手鉄鋼メーカーの社長であるランダルが法案作成を主導したために、大

企業の利害のみが反映しているとして反発した。しかし、アイゼンハワーは、日本経済に

対する配慮を優先させ、1954年9月、関税委員会に対して、日米関税交渉に着手すること

を通告した。

 アイゼンハワーは、アメリカ市場の開放に努めたが、日本製品に対する新たな市場の確

保を放棄したわけではなかった。日本経済の回復を促し、かつ日本製品のアメリカ市場へ

の過度の依存を回避する必要があったのだ。6月21目、アイゼンハワーは、共に共和党の

大物議員である上院財政委員長ユージン・ミリキンと下院歳入委員長ダニエル・リードと

の会合で、「議会は、赤い中国との貿易をしない、東南アジアには介入しない、貿易自由化

は進めない、日本との貿易をしないと言っているが、何かをしないと、我々は日本を失う。

もし、実際的にせよ、心情的にせよ、日本が共産主義に走れば、アメリカは太平洋を失い、

太平洋は共産主義の湖になるだろう。」と発言している。日本経済の安定には、アメリカ市

場の開放のみならず、日中貿易の規制緩和、対東南アジア貿易の増加が必要との考えを示

したうえで、これらのいずれにも反対する共和党保守派の姿勢を批判したのである17。

 また、国務省も、対共産圏貿易規制の見直しを目指し、議会等への働きかけを進めた。

ウォー経済問題担当補佐官は、1954年2月、東西貿易について審議した下院外交委員会対

外経済政策小委員会に書簡を送った。ウォーは、ソ連圏の脅威を勘案し、自由主義諸国が、

経済力を含めた総合力（tota1stren敏h）でソ連に勝ることを目的として、経済政策を策定
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すべきとしている。しかし、‘方では、ヨーロッパソ連及ぴ東欧への輸出については、戦

略物資の輸出以外の貿易を安全保障上の理由から規制する必要がないこと、国連が敵性国

家と宣言している中国と北朝鮮についても、他の西側諸国に米国並みの貿易規制を強制で

きないことを指摘し、対共産圏貿易規制の緩和に対する議会の理解を求めたのである18。

 その後、アイゼンハワーは、7月に、「対共産中国貿易統制に関する日米間の了解」を解

除し、日中貿易の規制緩和を実施した19。また、8月6目の閣議でも、日本は、中国に綿製

品、運動靴、自転車等を輸出し、鉄鉱石と石炭を輸入すればよいとした上で、「一定の日中

貿易は、鉄のカーテンを越えて共産主義に打撃を与える。」と、目中貿易が、日本経済の安

定とアメリカ市場への依存軽減のみならず、中ソ離間の促進にも有効であることを強調し

た。また、ウィークス商務長官は、日米間の賃金格差を考慮すれば、アメリカ市場の一方

的開放は問題があるとして、日本が米国市場に依存する状況を是正すべきとの考えを示し

た。ハンフリー財務長官も、日本製品の流入が、アメリカの失業と産業空洞化を引き起こ

しているとしてうえで、アメリカ市場への集中を避け、日本が世界に輸出できるようにす

べきとの意見を述べている20。

 さらに、ダレスも、11月9目、ワシントンで吉日茂と会談した際、『東南アジアとの貿易

は、アメリカとの貿易よりも、日本にとって見込みがあるだろう。」と述べ、日本製品の米

国市場依存が進まないように牽制するとともに、東南アジア貿易へのシフトを促した21。ダ

レスは、これに先立つ日本誌悶でも、吉田に対して、「アメリカ市場にあまり期待しないよ

うに」と語っている22。

 しかし、日本は、中国大陸や東南アジアとの貿易を増加させることができなかった。東

南アジアにおいては、同地域の経済発展の遅れとともに、依然としてイギリスとの競合が

問題であった23。中国大陸との関係についても、共産主義政権の成立により、両国間の経済

関係は根本的に変質し、戦前のような貿易水準を回復することは困難であった24。アイゼン

ハワーは、目中貿易の進展を期待していたが、実効性は低かった。日本製品のアメリカ市

場への集中を回避するために、新たな市場を開拓する試みは、期待された成果を上げるこ

とはなかったのである。

（3） 1955年互恵通商法一輸入繊維製品問題の激化一

 1955年は、6月に失効する互恵通商法の延長問題が、政治的焦点のひとつであった。議

会は、54年の中間選挙により、民主党が両院の多数を占め、上下両院議長は、ともにデキ
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サス出身で民主党の自由貿易派を代表する、リンドン・ジョンソンとサム・レイバーンで

あった。レイバーンは、膨大な法案のなかから、実質的にはランダルが作成した1955年互

恵通商法案を下院法案第1号（HR1）に指定、法案の早期成立を目指した。

 しかし、この年は、日本からの綿製品輸入が、最終的には前年比の2．6倍に急増する等、

輸入繊維製品の問題が深刻化していた。既に高賃金による競争力低下に見舞われていたニ

ュー Cングランド地方だけでなく、アラバマやオクラホマ等でも大量の失業者が発生、伝

統的に自由貿易を主張していた南部の民主党議員の’部も、保護貿易の傾向を強めていた。

また、繊維だけでなく、陶器や雑貨等の業界でも保護主義を求める声が高まった。

 例えば、ロードアイランド州のフォランド下院議員は、「自由企業体制における競争は、

搾取労働により製造された製品の過度の輸入により引き起こされる破壊とは、明確に区別

されるべきである。」として、互恵通商法が延長されれば、日本等からの輸入が増加するこ

とは避けられず、繊維、アクセサリー、ゴム靴等の製造業が、壊滅的打撃を受けると警告

した25。オハイオ州のジェンキンス下院議員も、自由貿易主義的な互恵通商法案が、ランダ

ルを中心に作成されたことを批判している。彼は、日米間の賃金格差等を原因として、繊

維や陶器製造等の業界が困難な状況に直面している’方で、鉄鋼の輸入量は国内生産と比

して無視できるほどに過ぎないとして、法案は、大企業の利益を優先し、中小企業への配

慮が見られないと指摘した。そのうえで、「『援助ではなく貿易』というが、まず我々の国

民を無視してはならない。」とアイゼンハワー政権の対外経済政策を批判するとともに、国

内産業の保護を訴えたのである26。

 また、HR1に添えられた下院歳入委員会の報告書には、ジェンキンス議員ら4名の少数

意見が掲載された。「我々は、HR1に反対する。」という言葉で始まるこの少数意見は、「中

小企業に対する影響」という節を設け、HR1による関税引き下げは、国内産業の特定分野

に打撃を与えることになり、かつその大半が中小企業であることを指摘するとともに、ラ

ンダル委員会が、この問題を無視していることを批判している27。

 一方で、日本製品のはけ口を中国大陸に求める主張が、繊維や陶器製造を中心とする業

界から生まれてきた。当時、アイゼンハワー自身は、日中貿易の拡大に期待を寄せていた

が、前述のとおり、貿易量は増えなかった。そのため、日本が本来は中国に輸出する製品

までもが、アメリカ市場へ流入し、国内企業の存立基盤が脅かしているとして、業界関係

者は、関係する議員たちへの働きかけを強めていた。例えば、ジョージア州のウォルター・

ジョージ上院議員は、繊維のような非戦略物資については、日本にその自然な市場である

56



第3章 中小製造業に対する冷戦の負担

中国大陸との取引を認めるべきとする発言をしている。

 彼らの発言からは、生活関連分野を中心とした中小製造業が、産業構造転換の影響だけ

でなく、日本を反共の防波堤として維持するコストを負わされていると考えていたことが

例える。特に、目中貿易を規制し、かつ東南アジアとの貿易も進展しない状況で、アイゼ

ンハワー政権が、日本の輸出、すなわち中小企業性の強い製品を自国市場で引き受けたた

めに、この時期の中小企業は、大企業以上に、冷戦遂行の負担を強いられたのである。

 しかし、中小製造業の保護を求める主張は、1955年互恵通商法における関税引き下げ率

の抑制讐、若干の修正は勝ち得たが、自由貿易の原則を突き崩すことはなかったのである。

3、中小製造業の苦境一目本製晶との競合一

 1955年2月、ジュネーブで、日本のGATT加盟に向けた日米関税交渉が始まり、9月に

は、日本の加盟が実現した。これにより、日本製品の輸入関税が大幅に下がったわけでは

ないが、実態としては繊維製品を中心に輸入が増加、1955年互恵通商法の審議から引き続

き、日本製品に対する反発が強まっていた。11月には、日本の木綿製ブラウスに対して、

業界がエスケープ・クローズによる保護を求めた。発動を恐れたアイゼンハワーは、日本

政府に自主規制を申し入れ、12月、日本政府は、1956年における一般綿製品と別珍に関す

る自主規制措置を発表したが、結局、翌1956年1月に別珍、2月にはブラウスと枕カバー

に対するエスケープ・クローズの適用が決定した。さらに、サウスカ1コライナ州とアラバ

マ州で、日本の綿製品を扱う小売店に対して、その旨を店頭に明示することを義務付ける

州法が制定され、これに対して日本が、最恵国待遇違反として抗議する等、貿易摩擦が激

化したのである。

 一方、アメリカ産綿花価格の内外格差についても、国内繊維業者の批判が生じていた。

当時、アメリカ産綿花には輸出補助金が交付されていたため、国内の繊維業者には、海外

の業者よりも高い価格で綿花を購入しているという不満があった。綿花栽培業者及び取引

業者の団体であり、輸出補助金の恩恵を受けていた全米綿花評議会（Nationa1Cott㎝

Counciユ）を含め、日本製綿製品の競争力の源泉は、労働コストの安さ、近代化の進展、GATT

加盟による関税引き下げに加え、アメリカの繊維業者よりも安価に綿花を調達できること

にあると考えられていた28。

 こうした状況を受け、政府内でも、国内繊維製品業者を保護する政策の必要性が唱えら

れるようになった。56年2月24目、対外経済政策評議会（Counci1onForeignEconomic
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Po1icy）の綿製品小委員会においても、ハウ大統領補佐官が、国務、農務、商務各省の担当

官に対して、国内繊維業者の要求を考慮することを求め、各担当官の問でも、輸入割当等

により、国内繊維業者を守る措置を真剣に考える必要があることで意見が一致した29。

 しかし、国内繊維業者を保護する施策の実現には、様々な障害に存在した。第一に、供

給過剰に悩む国内綿花業者への配慮が求められた。日本は綿花の主要な輸出先のひとつで、

輸出量の26％を占めていたため、日本製綿製品の締め出しは、アメリカの綿花農家にも影

響を与える恐れがあった30。また、前述のとおり、国内繊維製品業者からは、綿花に対する

輸出補助金への不満が強かったが、綿花の在庫削減に努める農務省は、むしろ補助金の増

大を求めるほどであった。農務省の進める綿花二重価格攻策については、国内製造業保護

を求める商務省及ぴ輸出補助金の拡大により国内保護主義勢力を刺激することを懸念する

国務省が反対したが、綿花栽培業者への配慮から、輸出補助金の撤廃は困難であった31。同

様に、議会が求めた繊維製品全体への輸入割当や輸入課徴金も、自由貿易の原則に反する

のみならず、アメリカ産綿花に対する日本の需要も減退させるため、導入は困難であった32。

 第二に、アメリカ政府は、この時点においても、アイゼンハワーや国務省を中心に、自

由貿易の原則維持を国内産業の保護に優先させていた。たしかに、アイゼンハワー政権に

は、一部の綿製品輸入に対するエスケープ・クローズの発動や日本政府に対する輸出自主

規制の要請等、保護主義的行動も見受けられ、アメリカ市場に依存する各国に、今後の貿

易政策に対する疑念を引き起こした。しかし、こうした例外的行動をもって、政府が、繊

維産業を保護する明確な意思を有したとみなすことはできない。アイゼンハワーは、4月

21目のアメリカ新聞協会との夕食会において、「日本を鉄のカーテンの外側に置くことの

重要性については、説明を要しない。日本の産業力と人材が、中共やソ連と結びっくこと

は、我々にとって深刻な脅威となる。彼らは、貿易をしないと生きていけない。政府には、

毎日のように、日本製品に対する規制を求める陳情がくる。しかし、我々は、6千万ドルの

綿製品を日本から輸入しているが、i方で、1億2千万ドルの綿花を日本に輸出している。

現在、日本は、その自然な市場である満州や中国との貿易ができない。また、東南アジア

市場は、破壊されているので、日本経済を支えることは不可能である。では、日本はどう

すればよいのか。日本は、我々から離れれば離れるほど、隣の大陸に目を向けるだろう。」

と訴えた。日本の経済復興を支援し、日本と共産圏の関係強化を回避するためには、アメ

リカ市場の開放が不可欠であるという、アイゼンハワーの強い意思が示されている33。また、

ダレスも、10月11目、カナダとの通商経済委員会において、rアメリカは引き続き巨大な
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輸入市場であることを決意しており、海外で議論の的になっている例外的な行動は、輸入

重視政策の放棄を意味するものではない。」と発言している34。

 アイゼンハワー政権期は、軍事力よりも経済的安定の方が、安全保障上重要であるとい

う冷戦観が定着した時期であった。ソ連の武力攻撃よりも、冷戦の長期化や中ソの平和攻

勢に対応するためには、西側同盟諸国の経済的安定こそが重要との考えが、冷戦遂行戦略

の中心を占めるようになったのである35。例えば、1955年相互安全保障法の審議において

も、国務省を中心に、日本の経済発展は、日本及び極東地域を共産圏の攻勢から防衛する

ためには、不可欠であるとの説明が繰り返された36。こうした冷戦観の変化も、アイゼンハ

ワー政権の対外通商政策が、国内中小製造業への配慮よりも、日本経済の復興、すなわち

輸出の促進とアメリカ市場の開放をより重視する方向を強めだといえるだろう。

 このように、アイゼンハワー政権は、西側同盟国の製品を自国市場で引き受けるという

明確な意思のもと、自由貿易的な通商政策を維持したのである。たしかに、政治問題に発

展するような特定製品の集中的輸入は、政府としても極力回避する必要があった。また、

立場を変えれば、例外的措置とはいえ、エスケープ・クローズや自主規制の発動が、西側

同盟国の当該業界に大きな影響を与えたことも事実であろう。たとえば、羊毛に対する関

税引き上げが決定された後の57年6月、イギリス首相マクミランは、アイゼンハワーに宛

てて、「私は、羊毛に対する関税引き上げの決定が下されたことに対して、大きな失望を覚

える。もちろん、貴国産業界の圧力は理解できる。しかし、我々は輸出を促進しなければ

ならない。なぜなら、我々は輸出しない限り生きてはいけないからである。」として、アメ

リカの関税引き上げがイギリスの輸出に与える影響を懸念する書簡を送っている37。さらに、

アメリカが、一枚岩となって自由貿易政策を支持したわけではないことも事実である。互

恵通商法への反発、GATTによる正式貿易機関設立の批准拒否等、保護主義勢力は常に大

きな影響力をもち続けた。しかし、繊維製品や日用雑貨を中心とした生活関連型の中小製

造業にとっては、エスケロプ・クローズや自主規制の発動は、まさに例外的な成果に過ぎ

ず、冷戦遂行上の観点から西側同盟諸国の経済復興を優先させ、自由貿易の原則を維持す

るアイゼンハワー政権の対外通商政策に対する不満を強めたのである。

4．小括一通商政策による中小企業保護の限界一

 1956年7月2日、上院財政委員会は、「輸入の影響を受ける国内産業」と題する報告書

を提出した。同報告書は、外国製繊維製品の輸入増加が、国内の繊維業者等に大きな影響

59



を与えているとしたうえで、大企業は、製品の多角化や他の製品による利益の確保が可能

であるが、中小企業は、往々にして生産をやめるほかに手段がないと、輸入の影響が中小

企業に集中していることを指摘している。また、大統領は、互恵通商法により、エスケー

プ・クローズ等の権限を与えられているので、必要な措置をとるべきであるとして、アイ

ゼンハワーが国内中小企業を保護することを求めている38。

 ところが、全体でも8ぺ一ジに過ぎないこの報告書は、半分以上が、少数意見で占めら

れていた。少数意見の一部は、綿製品業界不振の要因合成繊維の台頭にもあることや日本

の綿産業がアメリカ産綿花の吸収に寄与していること等、日本製綿製品輸入の影響を過大

評価すべきでないと強調するものであった。

 しかし、より注目すべきは、日本製品の輸入を制限し、国内産業を保護する選択肢が、

現実には存在しないとする指摘である。日本がアメリカに綿製品を売ることを否定すれば、

日本は中国大陸との経済関係を強化する等、共産圏に取り込まれ、さらには他のアジア諸

国を防衛することも困難になる。そのため、冷戦遂行がアメリカの最優先政策である以上、

輸入規制等の措置を採用することは、不可能であるとの主張であった。そのうえで、唯一

の現実的政策は、外国製品の輸入増加により影響を受けた企業や労働者に対して、補償を

行うことであると提言している39。

 国内中小企業を保護するために、自由貿易の原則を変更することは、冷戦遂行上の観点

から不可能であり、国内企業に対する直接的支援により対応する他なしとする考えは、本

報告書においては、少数意見として扱われた。しかし、アイゼンハワー政権は、繊維や日

用雑貨を中心とした軽工業製品の輸入増大とその影響を受ける国内中小企業に対して、現

実には、このような政策の方向性を選択することになった。1956年の選挙においては、中

小企業の問題が焦点のひとつとなったが、アイゼンハワーは、自由貿易体制の変更には触

れず、次章で述べるとおり、SBAの永久機関化や金融助成や経営指導の拡充等、中小企業

に対する直接的支援策の拡充により、この問題に対処していくのである40。

第3章註

1これらの業種における事業所数、従業員数等については、寺岡、『アメリカ中小企業論』、

40－122頁が、詳細に分析している。
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究会編著、『ドキュメント黎明期の日中貿易1946年一1979年』、東方書店、2000年。

80IR，September29．1950

61



9U．S．DepaれmentofState，用08リ952一ノ954vo1．14，GPO，1985，pp．1298－1300．

10Ibid．，pp．59－62－

11Ibid．，pp．1292－1294．

121952年9月26目から11月16目に極東を訪問したアリソン極東問題担当国務次官補も、

東南アジアにおける日本とイギリスの対立について報告している。Ibid．，PP．1365・1368．

NSCにおいても、東南アジア貿易に対する悲観論は共有されていた。Ibid．，p．1414．1439．

13Ibid、，pp．1286．1300’1307．

14Ibid。、，pp，1406’1408．

15 Ibid．，pp．1411’1415．

16Ibid．，pp．1448・1452．

17Ibid．，p，1662．

18U．S Con距ess，House．，Comm1ttee on Foreエgn A臨皿s，Subcommttee on Fore1gn

Econ01＝皿。 Po11cy 肋舳h騨，励5か腕5后Z｝adε，1954，pp1’2

19〃～鵬り9躯・ノ954vo1．14，pp．1630－1631．ただし、目中貿易については、秘密協定解除

後に、ココムのヨーロッパソ連向け禁輸制限が大幅に緩和されたため、対中貿易との新た

な格差「チャイナ・ディファレンシャル」が生じ、問題を残すことになる。

20Ibia、，pp．1693・1694．ただし、ウィークス商務長官は、日本製品の流入を早期に是正した

い立場から、日本の輸出市場拡大を待つのではなく、アメリカが経済援助を増大させるべ

きとしている。’方、財政均衡を重視するハンフリー財務長官は、援助ではなく貿易を手

段とするように求めた。

2I Ibid．，p．1782．

22 Ibid．，p．1725．

23Ibid．，p．1414．むしろ、イギリスは、東南アジア市場を防衛するためにも、目中貿易の促

進を望んでいた。Ibid．，p．580，671．1083．

24Ibid．，p．1479．1811，

25 0b掘eアθ5制。〃2ノ五θoor4February18．1955，PP1731’32

261bid．，p．1730．

27U S Congress，House．，Commttee㎝Way and Means児印。功独蝪θλ餌εθ㎜θ肋5

及拓吻5エ。ηλo彦。〆ノ9550班ユλ1955，PP．23・35

62



第3章 中小製造業に対する冷戦の負担

28U．S．Depa汽ment ofState，〃～057955一ノ95Z vo19，GPO，1987，ppユ79・182

291bid．，pp．170’171．

30Ibid．，pp．177・178．

31Ibid．，pp．172・174，

32Ibid．，pp．192’196．

33E1senhowe4Dw1ght D，P口励。拍ρθ蝸。〆肋θ片鵠〃伽勾D㎜助着刀．捌5伽ゐ。舳餌

1956，GPO，1957，p．424．

34〃乙四jエ955一一Z95ク；vo1．9，pp．152－155．

35石井、『冷戦と日米関係』、216－217頁。

36U．S Con餌ess，House，CommIttee on Fcre1gn A逓a1rs，肋2〃刀鯛，M此蝸ノ8θωη奴

λc彦0〆ノ95ξ1955，pp．175・176・

37Ibid．，p．245．

38U．S Congress，Senate，Com㎜ttee on Fma．nce，児ξρo肘刀。㎜e5蛇ルゴ鵬施θ54胎。彦θゴ

伽乃”ε1幽州ρ0r去島pp．1’3

39正bid．，pp．4’8．

40もちろん自由貿易体制のもと、国内中小製造業は、輸出の拡大により利益を得る可能性

もあった。例えば、1960年に上院中小企業委員会が開いた、輸入が中小企業に与える影響

についての公聴会において、国務省は、西欧や日本の所得水準向上により、アメリカの中

小製造業にも輸出市場拡大の可能性があることを強調した。しかし、業界団体や労働組合

からの出席者は、輸入品の増大による苦境を訴えるのみであった。US Con距ess，Senate，

Se1ect Comm1ttee on Smau Busmess，Subcomm1杭ee on Re1at1ons of Busmess w1th

Govern㎜ent：比2h刀8ε，五nρa66o〆伽ρorお。塩ルθhoa刀8㎜∂〃3α刮〃θ5阜1960

63



第4章 社会政策としての中小企業政策の成立

第4章 社会政策としての中小企業政策の成立

     一SBA設立の意義一

 本章では、1953年に暫定機関として設立され、1958年に永久機関化されたSBAを巡る

議論を取り上げる。

 前章までにおいて述べたとおり、アメリカでは、1950年代になると、大企業の地位が不

動のものとなる一方、中小企業にとっては不利な競争環境が固定化された。しかし、大企

業を中心とした体制がアメリカの国際競争力と生活全般を支えていた状況では、これを修

正することはきわめて困難であった。巨大企業はアメリカの富の象徴であり、人々は、雇

用のみならず、大企業の製品を郊外型の大型ショッピングセンターで購入する等、戦後ア

メリカの生活様式は、大企業の存在抜きには考えられないものになっていた。また、冷戦

遂行を優先させる対外通商政策は、自国市場を開放することで日本をはじめとする西側同

盟国の輸出製品を吸収したため、国内製造業にも大きな影響を与えた。そのため、かって

は、最も一般的な中小企業の形態のひとつであった小規模小売業や中小製造業が大半を占

める生活関連型製造業の存立基盤が、著しく弱体化したのである。

 このように、大企業に有利な競争環境や冷戦遂行を優先する通商政策の変更が、もはや

困難であったが、一方で、政府や議会は、依然として総就業者の約半数を占める中小企業

を無策のまま何もせずに放置することはできず、何らかの対策を迫られた。本章は、中小

企業間題に対する連邦政府の関与の増大、つまりSBAを中心とした中小企業政策が形成さ

れた過程及びこれに伴い中小企業に生じた変化を明らかにする1。

1．中小企業者に対するまなざしの変化

（1）組織人への憧れ

 第二次大戦後、大企業の地位がより強固になるi方で、中小企業者は依然としてノスタ

ルジーにも似た称賛の念を集めていた。しかし、現実の選択肢としての魅力は、もはや失

われ、特に、中流階級の男性のほとんどは、中小企業者としてリスクをとることはなくな

っていた。彼らの多くは、大学を卒業して大企業へ就職し、そこで「組織人」としての人

生を歩むことが求められ、また自らもそれを望むようになっていたのである。『フォーチュ

ン』1952年5月号も、「従業員へのなり方」と題するピーター・ドラッカー執筆の記事を掲

載、アメリカでは中流階級以上でも被雇用者として働く者の割合が増えたことを指摘した
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うえで、「特に、大企業や政府で働くにあたっては、専門的な知識や技能よりも、『被雇用

者精神』を有していることが、成功するためのより大切な要因である。」と、組織人として

の心構えの重要性を説いている2。

 このように、中流階級における大学進学率が上昇し、彼らのほとんどが大企業への就職

を志向するなかで、大企業の従業員と中小企業者との間に学歴格差を生まれるようになっ

た。例えば、1950年代後半に、レキシントンの中小企業者を対象に行われた調査によれば、

彼らは、大企業のホワイト・カラーと比べて、就業開始年齢が低いことから、学歴が低い

という結果が出ている。また、中小企業者の場合、義務教育卒業者の2分の3、高校卒業者

の2分の5が、未熟練・半熟練労働からその職歴を始めていたが、大企業の従業員の場合

には、未熟練・半熟練労働から始めた者の割合は、義務教育卒業者の4分の1、高校卒業者

の6分の1以下に過ぎなかった。つまり、同じ学歴でも、大企業に就職した者のほうが、

中小企業者よりも、有利な立場からキャリアをスタートさせていたのである。また、大企

業においては、出世と学歴との間に明確な相関関係が形成されるようになった3。さらに、

当時は、大学だけでなく、ビジネス・スクールにおける教育も盛んに行われるようになっ

ていたが、学生たちの目指す人生は、大企業のエリート社員であった。そのため、ビジネ

ス・スクールの教授自身が認めるように、「ビジネス・スクールは、中小企業の経営技術向

上には寄与していない」状況であった4。このように、大学進学率が向上することで、中流

階級の男性のキャリア志向は、高等教育を受けて大企業へ就職するというコースに集約し

ていったのである。

 一方、経済環境の変化も、若者が、中小企業者として社会に参入し、成功を収めること

を一層困難にした。特に、第2章で述べたとおり、従来型の小規模小売業が衰退したこと

は決定的であった。若者が、比較的少ない元手で小さな店舗からその職歴を始めるという、

かつては一般的であったキャリア・コースは、完全に閉ざされてしまったのである。

 このように、ノスタルシックな感情は別として、独立した企業家こそがアメリカ市民と

してふさわしいという哲学は、完全に過去のものになり、大企業の組織人として働くこと

こそが、アメリカ的生活様式の代表と見なされるようになったのである。上院中小企業委

員会委員長として、1942年のSWPC設立に尽力したエドワード・マレー上院議員は、中小

企業は、単なる事業活動の一形態ではなく、まさにアメリカ人にとっての生き方の問題で

あるとして、「中小企業は、大志はもっていながらも、貧しい人々が、雇われ人から実業家

への階段を上っていくための手段である。」という言葉を残している5。しかし、第二次大戦
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後のアメリカにおける中小企業は、職業階梯としてのみならず、社会的な上昇手段として

も魅力を失い、その経済的及び社会的地位を明らかに低下させていった。人々の間には、

大企業への依存を前提としたライフスタイルが、着実に浸透していったのである。

（2） 「全体主義」への不安？

 朝鮮戦争が始まり、第二次大戦中ほどでぽないが、再び戦時経済体制になると、中小企

業支援を巡る議論が活発化した。資材が軍需産業に重点配分され、民間部門の比率が高か

った中小企業の資材調達コストが上昇するとともに、ジェット戦闘機等、高度な技術を必

要とする装備が増加し、国防予算における中小企業の受注比率が一層低下したのである。

 これに対して、ジョン・スパークマンとライト・バットマンの上下両院中小企業委員会委

員長を中心とする、民主党の「中小企業擁護派」議員たちは、様々な脆機」を引き合い

に出しつつ、中小企業者を民主主義の担い手と見なす人々の感情に訴えることで、中小企

業への政策的支援を拡充しようとした6。例えば、スパークマンは、当時広まっていた核攻

撃への不安を用い、下請を含め、中小企業の国防受注を増加させ、軍備生産機能を分散さ

せることが、安全保障上も不可欠であると主張した7。また、バットマンは、戦前のヨーロ

ッパにおける全体主義台頭の原因は、中ノ」・企業の衰退にあるとして、「独立した企業によっ

て、経済的な力を分散することが、国家の経済的基盤を形成する。フランクリンやジェフ

ァソンが危惧したように、工業化は、資産や希望をもたないプロレタリアート労働者を生

み出すのである。一方、中小企業は、被雇用者が‘国一城の主になれるという社会のシン

ボルだ。独立した企業家の排除が、全体主義への第‘歩であることは、歴史が証明してい

る。中小企業は、権力集中に対する防波堤である。」と発言している8。彼らの発言は、当然、

ソ連との冷戦を念頭に置いたものである。彼らは、中小企業が民主主義の基盤を形成して

いるというノスタルジーを冷戦遂行という当時の至上命題と結び付けることで、中小企業

に対する支援を拡充しようとした。そのうえで、第二次大戦中のSWPCと同じように、中

小企業の軍需契約獲得を直接的に支援する機関を設立すべきであると主張したのである。

（3）SDPAの失敗

 しかし、国防省契約における中小企業のシェアの低下を政策整備の根拠とした「中小企

業擁護派」議員たちの主張は、世論や大企業どころか、中小企業の支持も得ることができ

なかった。彼らは、中小企業と軍需の関係の変化を見落としていた。たしかに、GDPの1
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割以上を占める国防費は、アメリカ経済に大きな影響を与えるものであったが、既述のと

おり、装備の高度化と特殊化に伴い、中小企業が国防契約に食い込める余地がますます減

少していた。中小企業の側でも、資材調達等の面で多少の障害はあったが、民間部門の需

要が旺盛な状況では、複雑な手続きを要する国防契約にわざわざ参入する必要性は低かっ

たのである9。

 また、「中ノ』・企業擁護派」の議員たちは、中小企業こそ民主主義の担い手であるというア

メリカ社会に残存する感情を冷戦と結び付けて利用したわけであるが、大企業の成長が全

体主義あるいは共産主義の浸透を招きかねないという論理には、かなり無理があった。当

時の雑誌や新聞には、最新の軍用機や艦船に素材や部品として自社の製品が用いられてい

ることをアピールする大企業の広告が溢れ、巨大企業こそが冷戦遂行を支えているという

イメージは、動かし難かった。ましてや、中小企業を核攻撃に備えた生産機能分散の手段

として用いるというスパークマンの主張は、余りにも飛躍したものであったといえる。そ

のため、政権内でも、チャールズ・ソーヤー商務長官等が、中小企業支援機関の業務が商

務省と重複することや政府の財政支出が増加することを理由に、「中小企業擁護派」議員た

ちの提案に反対していた。

 しかし、1951年、トルーマンは、翌年に控えた選挙への影響を考慮、予算規模を縮小さ

せたうえで、2年間の暫定機関としてSDPAの設立を認めることになる。こうして、朝鮮

戦争と冷戦による民主主義の危機を論拠としたバットマンらの主張は、様々な方面からの

反対にあいつっも、最終的にはトルーマンの政治的判断によって、部分的には実現するこ

とになった。しかしながら、SDPAは、予算規模の面でも、行政権限の面でも脆弱であり、

見るべき成果はなかった。1952年には、国防関連調達に占める中小企業の割合も一層低下

し、かえって中小企業者の落胆を誘っただけであった1O。

 むしろ、この時期おいて、より多くの中小企業にとっての問題は、第2章及び第3章で

述べたとおり、郊外型の大規模ショッピングセンターやコンビニエンス・ストアの成長に

伴う小規模小売業の衰退、軽工業品を中心とした輸入の増加による中小製造業の苦境等、

中小企業全般における存立基盤の変化といえる。そのため、中小企業による国防契約確保

増を目指したSD臥の設立趣旨は、中小企業の実態から乖離したものであった。

 このように、SDPAは、第二次大戦中のSWPCと同様に、当初の目的を果たせず、中小

企業が実際に直面した問題に対処することもできなかった。しかし、SDPAの廃止期限が近

づくと、その処理を巡り、再び、中小企業政策についての議論が巻き起こるのである。

68
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2．SBAの設立と拡充

（1）SBA設立を巡る議論

 1952年の選挙でアイゼンハワー政権を誕生させ、上下両院を押さえた共和党は、朝鮮戦

争中に膨らんだ負債の削減を最優先の政策目標とし、行政機関の再編に着手、SDPAやRFC

等も見なおしの対象となった。特に、RFCは、民主党寄りの政治色の濃い融資方針とずさ

んな貸付審査が目立つとして問題とされ、共和党は、RFCをSDPAとともに廃止したうえ

で、予算規模を圧縮し、新たにSBAを設置するよう提案した。これに対して民主党は、予

算削減を目的とする共和党のSBA設置案は、中小企業政策の縮小を招くとして、SDPAを

そのまま永久機関化するように求めた。また、民主党は、共和党案では、財務省と商務省

も委員に含まれる融資政策委員会がSBAの融資業務を監督することになるので、SBAの独

立性が保証されないとして反発した。民主党は、共和党のSBA設置案には反対したが、共

和党以上に政策の拡充や中小企業支援機関の整備を求めていたのである。

 一方、支援対象である中小企業者等の団体の多くは、経済に対する政府の介入が強まる

としてSBA設置には消極的であった。政策縮小を懸念した民主党とは全く逆の理由である。

特に、全国中小企業者協会、アメリカ中小企業団体協議会及び全国製造業者団体等の有力

な中小企業者団体の多くやアメリカ商業会議所をはじめとする経済団体は、SBAを独立機

関とすることばかりか、SBAの設置自体に反対したのである11。

 ただし、これらの団体の活動は、執行部や理事会等に主導されることが多く、かっ中小

企業者の団体とはいえ、実際は中堅以上の規模の企業で構成され、必ずしも大多数の中小

企業者の意見を反映していたわけではなかった。そのなかで、SBAの設立を支持した数少

ない中小企業者の団体であるNFIBには、注目する必要がある。1943年に設立されたNFIB

は、全米最大規模の中小企業ロビイング団体であるが、あらゆる業種や規模の中小企業の

意見を公平に汲み取ることを重視し、他の中小企業者団体等とは異なり、全会員の直接投

票により活動方針を決定する仕組みを有している12。そのため、NFIBがSBA設立を支持

したということは、数的には大半を占めつつも、その意見を主張する場や力をもちにくい

中堅以下の中小企業者たちが、SBAの設置等、何らかの形で政府が中小企業に対する支援

を拡充するように求めていたと考えられるのである。

 SBA設立に対して消極的な姿勢をとった中小企業者団体等が多かったことは、SBA設立

に反対した中小企業者が多数を占めていたためではなく、各団体の構成企業や意思決定方
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法によるものといえる。むしろ、中小企業政策の拡充を強硬に求め、中小企業者の票を獲

得しようとした議会の仲小企業擁護派」議員たちのほうが、ときに政策の必要性を説明

する論理こそ強引ではあったものの、中小企業支援機関の整備を求める多くの中小企業者

の意見を反映していたといえる13。しかし、NFIBに代表される小規模企業と中堅企業の間

における利害対立は、結果として中小企業の意見集約を妨げ、政治力を減じる結果になっ

たのである。

 このように、SBAの設立を巡っては、様々な意見が交錯したが、結局は、議会の主導権

を握っていた共和党案に沿って、1953年7月30目に1953」 N中ノ』・企業法が可決、SDPAと

RFCを廃止したうえで、アメリカ史上初めて、平時に中小企業を直接的に支援する機関で

あるSBAが設立され、初代長官には、SDPAの長官であったウィリアム・ミッチェルが任

命された。しかし、ミッチェルは、アイゼンハワー政権の方針に従い、中小企業の「自助

勢力」を重視する方針を前面に押し出した。そのため、SBAが直接融資を実施できる業種

をきわめて限定的なものとし、その他は民間金融機関の融資に対する債務保証のみを実施

した。しかし、彼の余りにも消極的な融資姿勢は、議会の批判を浴び、アイゼンハワーは、

同年11月には長官をヴェンデル・バーンズに交代させざるを得なくなったほどであった。

 財政削減というアイゼンハワー政権の方針に従い、SBAの融資政策はきわめて抑制的で

あったが、政府の私企業への融資業務が拡大することに対しては、民間金融機関の融資業

務が圧迫されることを危惧したアメリカ銀行協会はもちろんのことで、様々な方面から懸

念が表明された。『フォーチュン』の1953年10月号は、新設されたばかりのSBAの業務

を紹介し、自由な経済社会を維持するためには、政府が新しいビジネスの創出を支援する

ことは重要であると認めながらも、「政府は信用供与や資本の分野にまでその責任の範囲

を拡大するのだろうか」と、政府による金融支援の拡大に疑問を呈している。また、中小

企業の場合は、設備投資資金等に充てる長期融資や株式発行による資金調達が困難である

等、金融上の問題が存在することを認めつつも、「中小企業における資金ギャプが現実に存

在するとすれば、SBAの資金量は余りにも少ないし、一方でSBAを拡大させれば、あらゆ

る種類のリスクを背負い込んでしまう。」として、早くもSBAにおける直接融資業務の実

効性を疑問視しているのである14。

（2）SBAの存続期間延長

 SBAは、1953年の設立以来、財政均衡を重視するアイゼンハワー政権の方針に従い、議
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会の政策拡充要求には小出しに応える消極的な姿勢に終始していた。ところが、1955年に

なると、7月末に来る2年間のSBAの存続期限を問近に控え、SBAの存続延長を巡る議論

が起こった。政府内では、商務省が、中小企業政策や産業政策の商務省への一元化及びSBA

の廃止を主張したが、これに対してバーンズSBA長官は、原則論としては商務省の主張を

認めつつ、中小企業者からの反発を回避するという政治的な理由により、SBA存続への理

解を求めていた15。

 中小企業者団体の多くや経済界等からの反応も相変わらずであった。融資業務において

SBAと競合するメリカ銀行協会はもちろんであるが、アメリカ商業会議所や全国製造業者

協会等、中堅以上の企業の割合が高い団体を中心に、SBAの存続に反対した。

 しかし、小規模企業者の意見が反映されやすいNFIBが、SBAの存続延長を支持したこ

とは、中小企業者の多くが、SBAの存続や中小企業への支援強化を望んでいたことを表わ

している。そのため、議会では、共和党のほうが多少抑制的であったものの、中小企業者

の票を獲得するために、両党ともSBAの永久機関化を柱とした中小企業政策の拡充をそれ

まで以上に求めるようになったのである。

 一方、1955年になると、第3章で詳述したとおり、6月に失効する互恵通商法の延長問

題を契機に、繊維等の国内産業保護を求める声が強まった。消費財製造を中心とした中小

製造業の間では、産業構造転換の影響だけでなく、日本やドイツを反共の防波堤として維

持するコストを負わされているとの不満があった。特に、アイゼンハワー政権が、日本に

対中禁輸を強制する一方、日本の輸出、つまり繊維等の中小企業性の強い製品を米国市場

で引き受けたために、中小製造業の間では、西側同盟国の経済復興を優先するアイゼンハ

ワーの対外通商政策への反発が強かったといえる。

 このように、中小企業者の問で、苦境を訴える声や政権の対外政策への反発が顕在化す

る状況では、アイゼンハワーは、彼らの支持を確保する必要上、中小企業支援の拡充に対

して強硬に反対することはできなかった。また、1954年の中問選挙により、議会の主導権

が再び民主党に移っていたため、財政均衡を理由としてSBAを廃止することも困難であっ

た。一方で、アイゼンハワーは、保守的な財政運営を基本としていたが、予算規模を抑制

できる限りは、中小企業政策が、中小企業者の支持を獲得するための安価な手段になり得

ると考えていた。そのため、アイゼンハワーは、1955年8月、SBA全体の融資枠を1億5

千万ドルから3億ドルに、1企業あたりの融資限度額を25万ドルに拡大する等の内容を含

め、SBAを2年間延長する法案に署名したのである16。

7工



（3）1956年選挙における中小企業問題とSBAの永久機関化

 1956年には、選挙との関係もあり、中小企業間題が重要な政策上の争点として浮上、共

和党政権の中小企業政策の不十分さを批判する民主党とSBAの設立等アイゼンハワー政権

下の成果を強調する共和党の主張が鋭く対立した。この年は、前年から顕在化した日本か

らの輸入増加の問題が深刻化、日本製の別珍、ブラウス及び抗カバーに対するエスケープ・

クローズの適用決定、サウスカロライナ州とアラバマ州で日本の綿製品を差別的に扱う州

法の制定等、輸入の増加に対する中小製造業の不満が高まっていた。また、パパ・ママ・

ショップ等に代表される小規模小売業の苦境も続いていた。民主党は、こうした中小企業

者の不満を利用し、アイゼンハワー政権が大企業を優遇していると批判したのである。

 アイゼンハワーは、中小企業者の不満と民主党の批判に対応するため、中小企業政策の

拡充に迫られ、SBAへの姿勢を変化させた。アイゼンハワーは、SBAに対して、1953年

の設立時及び前年55年の存続期間延長時ともに、慎重な姿勢を維持していた。しかし、1956

年に入ると、SBAの拡充を積極的に主張するようになるのである。

 まず、アイゼンハワーは、1月16目、1957年会計年度に関する予算教書において、「我々

は、SBAを通じて、中小企業が、十分な金融アクセス、政府調達における公正なシェア及

び経営、生産、マーケティングの問題に関する効果的なコンサルティングを得られるよう

にする。」として、SBA予算の増額を求めた17。

 また、夏には、中小企業政策を包括的に検討することを目的に、ホワイトハウス中小企

業委員会を組織した。アイゼンハワーは、経済諮間委員会委員長であったアーサー・バー

ンズに対し、委員長への就任を要請したが、その手紙のなかでも、「我々の現在の経済体制

においては、多くの中小企業が、成長への障害に直面している。連邦政府は、中小企業の

受けている影響を注視することが必要と考える。」として、中小企業の状況への危惧と政策

拡充の必要性を述べている18。

 また、アイゼンハワーは、政権への反発を強めていた中小製造業への配慮も見せた。9月

27日の記者会見では、「繊維労働者組合は、繊維業界が、北部でも南部でも危機にあり、か

つ数百万の繊維関係労働者とその家族が、生活水準の低下に対する不満を有していること

を指摘した報告書を提出した。政権は、こうした状況に対処する施策を検討しているのか。」

という記者からの質問に対して、アイゼンハワーは、「我々は、不況地域及び不況業種に対

する支援策を提出した。まだ法律にはなっていないが、今後とも制定を求めていくつもり
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だ。」と応えている19。アイゼンハワーは、対外通商政策における自由貿易の原則は変更せ

ず、一方で繊維をはじめ、輸入晶との競合に苦しむ中小製造業に対し、衰退産業としての

支援策を提供することとしたのである。

 さらに、政権が、大企業を優先させ、中小企業への支援を軽視しているとの批判をかわ

すため、アイゼンハワーは、演説、テレビ、ラジオ等の場において、中小企業の重要性を

強調することも忘れなかった。例えば、10月24日に放送された番組でも、「私には、女性

の中小企業者に多くの友人がいるが、彼女たちは、この国の金持ちたちは、中小企業を排

除しようとしていると言っている。」というクリーヴランドで美容院を経営する女性の批判

に対して、「あなたも十分に承知しているように、この国には、中小企業を排除しようとす

る者はいない。大企業家も、かつては中小企業者であった。中小企業は、我々の経済の血

液である。」として、アメリカ経済における中小企業の役割と政権の姿勢を訴えた20

 さて、1956年選挙に圧勝したアイゼンハワー政権は、民主党の主張する案と比較すれば

抑制的であり、財政規律を強く意識してはいたが、融資政策を中心に、SBAの拡充を進め

た。たしかに、政権内部においては、SBA拡大への反発もあった。商務省は、SBAのため

に、自らが「大企業省」のレッテルを貼られるとして、SBAの廃止を求めていた。また、

国防省も、中小企業への国防調達割り当ては、コスト増を招くとして反発した。ただし、

両省の要求とも、政治的反発を懸念して実現することはなかったのである21。

 このように、1955年のSBA存続期間の延長及び翌年の選挙を経て、スパークマンやバ

ットマンを中心に常に政策拡充を求める民主党のみならず、共和党及ぴ政府の三者問で、

SBAの存続に対する一定のコンセンサスが形成されだといえるだろう。中小企業が総就業

者の約半数を担う一方で、その存立基盤が弱体化する状況では、民主、共和両党とも、選

挙対策を含め、i度存続期間を延長したSBAの廃止を主張することは困難であった。政策

手段や政策規模等については様々な要因や利害が交錯して対立する一方で、政府による中

小企業支援の必要性そのものについては確固とした合意があるという、現在まで継続する

議論の構図が形成されたのである。

 1957年になると、両院の中小企業委員会は、SBAの永久機関化に向けた予算案を立て続

けに提出、6月には、下院の銀行・通貨委員会が、SBAの永久機関化、融資利率の引き下げ

及び融資権限強化を盛り込んだ法案を承認した。この法案についての上院での審議は、7月

31目のSBAの存続期限に間に合わなかったが、とりあえずSBAの1年間延長と7，500万

ドルの融資枠増が認められた。そのうえで、翌58年、改めて両院が可決、アイゼンハワー
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は、7月18目に法案に署名し、1958年中小企業法が成立した。こうして、SBAは、期限

を定めない永久機関となった。また、政策手段や予算規模に対する意見の相違はあったも

のの、SBAを存続させ、政府による中小企業への直接的支援を継続するというコンセンサ

スが、法的にも追認されたのである。

 しかし、アイゼンハワーは、法案の署名にあたって、その一部を修正、議会案では廃止

となっていた融資委員会を存続させた。SBAが独立性を高め、業務を肥大化させることを

懸念したためである。ところが、結果的には、アイゼンハワーの意図に反して、この修正

がSBAの業務拡大の引き金となったのである。

（4）SBIC制度の設立

 SBAの永久機関化は実現したが、議会の「中小企業擁護派」議員は、予算規模が依然と

して少ないことに加え、アイゼンハワーの修正により、融資政策を監督する融資委員会の

存続を問題視した。そこで彼らは、成長過程にある中小企業が長期資金を得ることが困難

であることに着目、長期信用供与機関の必要性を訴えた。彼らの案は、融資政策委員会か

ら独立した民間の中小企業投資会社（SBIC Sman Busmess Investment Company）を各

地に設立、これに対して政府及び民間が資金を提供、各SBICは、支援先の中小企業から取

得した株式を売却することで投資資金を回収する「ベンチャー・キャピタノレ」方式を採用

するものであった。また、各SBICの幹部には各地域の中小企業経営者等を充てるとされた。

そのうえで、こうした手法は、政府資金は民間資金を引き出す「呼び水」だけですむうえ

に、企業の「自助勢力」を支援する施策であると説明されたのである。

 しかし、彼らの構想は、中小企業における実際の二一ズに合致していたとは言いがたか

った。たしかに、企業が株式を発行して長期資金を調達することは、金利負担の回避や自

己資本の充実といった優位性があるので、成長志向の強い中小企業にとっては有効な資金

調達手段であり、より積極的に活用すべきであるという主張は当時から存在していた22。と

ころが、株式発行による資金調達二一ズを有し、かつそれを実行できる中小企業は、きわ

めて少なかった。いうまでもなく、中小企業の場合には、証券取引所の最低発行額規制や

会社の知名度の低さ等、エクイティー・ファイナンスヘの障害が大きいうえ、株式の売却

や公開は、経営の自立性を損なう危険性もあり、ほとんどがオーナー経営者である中小企

業の場合には、余り選択されない手段であった。また、中小企業政策の拡充を主張してい

たr中小企業擁護派」議員のなかでさえも、政府の民間企業への出資は、自由な企業シス
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テムに対する脅威と見なし、SBIC制度の規模縮小を求めた者がいたほどであった23。

 一方、アイゼンハワーは、SBIC制度による経済活性化に期待を寄せていたが、民主党の

求めた、SBICへの監督と資金提供を担う新たな政府機関の設立には反対した。そこで、SBA

内に、各地のSBICにライセンスと長期・低利の資金提供をする部署を新設する方式を議会

に認めさせた。1958年8月21目、アイゼンハワーは法案に署名、中小企業投資法（Sma11

Bus㎜ess InvestmentAct of1958）が成立し、公設民営のベンチャー・キャピタルともいう

べき、SBIC制度が創設されたのである24。

3．中小企業政策の確立と中小企業の地位の変化

（1）民主主義の担い手の交替

 このように、1953年から58年までの5年間は、SBAの永久機関化等、中小企業に対す

る直接的支援策が整備され、現在に至るアメリカ中小企業政策の原型が形成された。しか

し、大企業に対する中小企業の地位には、全く変化がなかった。中小企業政策が拡充され

たにもかかわらず、中小企業の存立状況は改善されず、企業数の減少や付加価値額シェア

の上位企業への集中が進んだ。中小企業政策は、中小企業に特段有利な、あるいは大企業

に不利な状況を創出したわけでなかったのである。例えば、マレー上院議員は、民主党系

のシンクタンクが1956年に発表した、岐路に立つ中小企業」と題する中小企業の実態調

査報告書に序文を寄せ、「我々は、独立した企業に特権を与えようとしているのではない。

中小企業が、他者と対等な関係で競争できるように、政府に均衡をとらせようとしている

のである。」と述べている。彼は、「中小企業擁護派」議員の中心的人物のひとりであるが、

政府の施策が中小企業を特別に優遇するわけではないという彼の主張は、妥当なものとい

えるのである25。

 ところが、こうした現実の政策効果とは別に、中小企業は、戦後のアメリカ社会のなか

で、最も政府の保護を要求する一群と見なされるようになっていた。従来、中小企業者は、

ジェファソン的共和主義の後継者であり、アメリカの自由と民主主義の担い手であるとさ

れてきた。中小企業者は、19世紀後半に大企業が勢力を伸ばしていた状況においても、シ

ャーマン法の制定等、大企業の独占に対する規制は強く求めたものの、政府からの直接的

支援を要求したわけではなかった。これは、かつては共に独立の精神の担い手であった中

小農民層が一貫して政府の保護を求めたこととは対照的であり、こうした中小企業者の行

動が、必ずしも現実とは一致しないノスタルシックなイメージを多分に含みながらも、中
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小企業者を自由と民主主義の担い手と位置付けることに寄与していたのである。しかし、

大企業の台頭や冷戦遂行上のコスト負担等、中小企業の存立状況が悪化の一途をたどる一

方で、第二次大戦中のSWPC設置以来、SBA設立による融資業務の拡充、さらにはSBIC

制度を通じた投資業務の開始等、政府の中小企業への直接的支援が一貫して増大したこと

に対しては、それらの実質的効果が薄かったにもかかわらず、様々な方面から批判が生じ、

中小企業者に対するアメリカ社会の眼差しを確実に変化させていったのである。

 例えば、代表的な会計実務雑誌のひとつである『アカウンティング・レビュー』は、既

に第二次大戦終了直後の時点において、政府が、中小企業を直接に支援することに疑問を

呈する論文を掲載している。この論文は、中小企業の状況が悪化していることを認め、中

小企業に不利な税制の是正や煩雑な事務を強いる規制の撤廃等、政府は、中小企業が自由

に活動できる環境を創出すべきであると主張している。しかしながら、政府による直接融

資等の施策は、財政支出の増大を招くi方で、政策効果も期待できないうえ、「中小企業も、

政府による資金やアドバイスの『施し』は望んでいない」とし、政府による直接支援の拡

大を批判している26。

 中小企業に対する過度の支援は好ましくないという意見は、政府内にも常に存在した。

特に、商務省は、一貫してSBAの廃止及び商務省への統合を主張し、中小企業政策の拡充

を主張する民主党を中心とした「中小企業擁護派」議員たちとは意見を異にしていた。そ

のため、シンクレア・ウィークス商務長官は、『ネイションズ・ビジネス』1954年1月号に、

大統領及び他の経済関係閣僚とともに年頭所感を掲載した際、わざわざ「ビジネスについ

ては、保護ではなく支援である」というタイトルを冠したうえで、「アイゼンハワー政権に

おける商務省の目的は、ビジネス界の要望に対して極端な保護を提供するのではなく、ビ

ジネスの成長を促進することである」と述べている27。彼は、経済分野における施策の拡充

を求める声を強烈にけん制するとともに、「自助努力の支援」が政権の基本的政策方針であ

るというメッセージを経済界へ発しているのである。

 さらに、当時は、中小企業政策に限らず、政府の調整機能が様々な分野に及ぶようにな

っていた状況そのものに対しても、アメリカ社会における独立の精神を蝕むとして、懸念

の声が表明されていた。たしかに、戦後のアメリカでは、保守的とされるアイゼンハワー

も含め、最小限の福祉国家的政策の必要性が認められていたことは間違いない。しかし、

政府の過度の介入は、自由、独立、民主主義といった伝統を脅かすものという考えもまた

強かったといえるだろう。例えば、『フォーチュン』の1953年7月号は、7月4目の独立
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記念目にあわせ、「独立の精神はどうなった？」と題するクラーク・カーの論文を掲載した。

 自由は一定のコストを伴うものであり、こうしたコストを取り除こうとすると、自由そ

 のものを除去してしまう。ストライキ、転職あるいは倒産のない社会は、独立の精神、

 独立独行、競争への意欲といったものがない社会でもある。これらに伴う紛争は、自由

 への手段であり、かつそれを保障するものなのである。しかし、最近の傾向は、紛争の

 コストを過度に重いものと考え、協調を重視するようになっている。これは、アメリカ

 人の有する歴史的な信念、つまり独立心や独立の精神が悲劇的に減退していることを表

 わしている。隷属状態のなかで楽観的、かつ快適に暮らしていると、アメリカは全体主

 義への免疫をなくしてしまう28。

 ここでは、戦後のアメリカにおいて、政府の役割が増大し、人々の生活がこれに依存す

ることへの懸念が表明されているのである。しかし、論文には続きがある。

  ・ジェファソンの時代の独立心や独立の形態を取り戻すことは不可能であり、我々はそ

 の時代のやり方に戻るべきでもない。我々は、現在の技術、都市生活、複雑な社会生活

 といった現代の状況に応じた独立のあり方を探究すべきである。

つまり、独yの精神を継承することは重要であるが、その形態は変容を迫られており、中

小企業者が担い手となることはもはや困難な状況になっていたといえるだろう。

 このように、その存立状況が急速に悪化するだけでなく、政府からの『施し」を求める

存在と見なされるようになることで、中小企業者は、戦後世界システムの覇権を握ったア

メリカの民主主義を担うことはできず、その役割は、完全に大企業に取って代られた。

 1956年の『ハーバード・ビジネス・レビュー』は、「ζジネスと民主主義の伝統」と題す

るトーマス・コクランの論文を掲載した。それによれば、第二次大戦の結果、アメリカは、

世界的なリーダーシップを担うことができる唯iの西側国で、共産主義に対する闘争の主

導者となったので、そのビジネス・システムが世界的な注目を浴びている状況を十分に認

識すべきであるとしている。さらに、アメリカの企業は決して他国の企業と比べて非民主

主義的なわけではないが、今や単に経済力を強化するだけでなく、企業における非物質的

な価値を高める必要があるとして、次のように述べている。

 中小企業は、依然として競争が激しく、資金的にも十分ではないため、非物質的な分野

 において活動する余裕はない。たしかに、依然として多くのアメリカ人が中小企業で働

 いているので、こうした方向性には馴染めないかもしれない。しかし、状況は急速に変

 化している。また、海外において目につくのも大企業である。ゆえに、大企業が率先し
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 て、モラルと精神の担い手になるべきである29。

 こうした主張は、大企業を中心とする経済を前提として、中小企業ではなく大企業こそ

が、共産主義に対抗し得る民主主義の精神を構築することになるとしていた。このように、

中小企業は、政府から「施し」を受ける存在と見なされるようになり、経済的及び社会的

地位を低下させたのみならず、アメリカにおける民主主義の担い手であるというノスタル

ジーにもとづく称賛の念までも失ったのである。

（2） 「弱者」としての中小企業

 これまで述べたとおり、第二次大戦後のアメリカでは、中小企業は、経済的にも、社会

的にもプレゼンスを低下させ、そのうえで、政府による中小企業支援の程度に対する意見

の相違はあるものの、中小企業を「弱者」と見なすコンセンサスが、議会の「中小企業擁

護派」議員のみならず、広く一般においても形成されていたといえる。たしかに、大企業

に匹敵し得るほどの成功を収めた中小企業も存在していたが、全体のなかではごく少数に

限られていた。つまり、中小企業の経済的地位は低下していないとした一部の主張は、特

殊な存在ともいえる中小企業の個別事例を抽出して、それを当時の中小企業全体の状況に

拡大した分析といわざるを得ないだろう30。

 このように、経済的にも社会的にも「弱者」となっていた中小企業を対象とする政策か

ら、中小企業の競争力を強化するという産業政策的成果が生まれ得なかったのは当然の結

果であった。そのため、産業政策的な観点からの考察では、SBAを中心とした政策の効果

は薄く、「子供だまし」の支援を行っただけという評価に落ち着いてしまうのである31。

 しかし、中小企業政策は、アイゼンハワーが民主党を黙らせるために用いた「子供だま

し」の方策ではない。既述のとおり、戦後のアメリカでは、大企業を中心とした体制が、

人々の雇用のみならず、豊かな消費生活をも支えており、これに変更を加えることは不可

能であった。また、冷戦遂行上の観点からは、国内中小製造業には不利な自由貿易の原則

を堅持せざるを得ない状況にあった。

 その一方で、民主党と共和党、あるいは議会と行政府の聞に温度差があったとはいえ、

総有業者の約半数を抱える中小企業を何もせずに放置しておくという選択肢は存在しなか

った。大企業を中心とした体制を安定的に維持するためには、逆にこの体制の恩恵を受け

られない中小企業に対して、i定の利益を再配分する必要があった。しかし、中小企業に

対して、SBAの直接的、かつ救済的施策が拡充されることで、民主主義の担い手というノ
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スタルシックな称賛の念までもが剥がれ落ち、中小企業は、あらゆる面で「弱者」と見な

されるようになった。こうして、中小企業は、戦後アメリカの社会経済体制のなかに、そ

の主たる担い手である大企業を脅かさない存在として組み込まれたのである。

4．小括一アメリカ福祉国家体制における中小企業政策一

 中小企業は、アメリカにおける福祉国家体制の形成が始まったニューディール後期に、

大企業体制の存続を許し、一方で、政府を通じて効果的に便益を獲得することもできなか

った。これに対し、アイゼンハワー政権期は、平時では初めての中小企業支援を目的とし

た政府機関であるSBAの設立とその永久機関化等、連邦政府の中小企業政策が急速に整備

された点において、特筆すべき時期であることはたしかである。中小企業政策の成立によ

り、中小企業は、遅ればせながら、国家から一定の便益を引き出す仕組みを得たのである。

 しかし、中小企業は、アメリカの福祉国家体制において、必ずしも有利な地位を確保で

きたわけではなかった。中小企業政策は、中小企業自体の多様性と中小企業を取り巻く複

雑な環境の影響を受け、様々な対立や妥協を包含しつつ形成された。特に、1953年のSBA

設立を巡る議論において見られたように、NFIBに代表される比較的小規模な企業が直接的

支援策を求める一方で、中堅企業を中心とした多くの中小企業団体がこれに反対したよう

に、総じて意見を集約することができなかった。中小企業者は、ニューディール期と同様

に、量的な政治力は有していたが、利害が拡散し、十分に組織化された集団とはいえなか

った。そのため、中小企業は、福祉国家体制のi部を構成しながらも、効率的に便益を獲

得することができず、自らの存立基盤を改善することはできなかったのである。

 逆に、SBAを中心とした中小企業政策の成立は、中小企業を「弱者」として福祉国家体

制に組み込むことになった。たしかに、福祉国家による社会政策は、社会の統合を目的に、

政府の機能を強化することで、集団間の利害対立を一定の範囲内に均衡させるものである。

そのため、必ずしも弱者救済のみを目的として利益が再配分されるわけではない。しかし、

SBAを中心に、中小企業に対する直接的支援策の拡充は、かつてはアメリカにおける民主

主義の担い手とされた中小企業者に、「弱者」のレッテルを貼ることになったのである。

第4章註
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1アメリカにおける中小企業政策の中核機関であるSBAについては、既に、いくつかの先

行研究が存在する。最も初期のものは、ツァイダラーが1961年に発表した研究である。彼

は、政府や議会における政治的な動きを中心に、SBA設立に至る過程を明らかにしたうえ

で、SBAは、アイゼンハワーが、民主党を中心とする伸小企業擁護派」議員を黙らせる

ためだけのものであり、実質的な効果はないと結論づけた。これに対して、1996年のビー

ンの業績は、政府が、SBAを設立することで中小企業に対する直接的な支援を行うように

なり、中小企業への資金供給量を増加させたことは、「中小企業擁護派」議員を中心とする

議会が、継続的な政策要求を行った成果であると指摘している。しかし、こうした議員た

ちは、強力な支持基盤をもたなかったうえに、中小企業は多種多様な性格を有しているた

め、効果的な政策を策定できず、中小企業を強化するという当初の政策目標は達成できな

かったとしている。Ze1g1e島Hamon，％θ月。雌050〆舶〃励舳θ崎Washmgton D C

Pub1icA臨irs Press，1961，p．112，126．ビーンは、ツァイダラーよりも政策要求圧力の長期

的効果に着目することで、私企業である中小企業に対して、政府が直接支援を行うように

なった重要性を見出すことに成功したといえる。しかしながら、ビーンの研究は、次の二

点において問題があると考えられる。第一に、中小企業政策の効果を産業政策上の観点か

らのみ評価していることである。たしかに、SBAを含めたアメリカの中小企業政策は、中

小企業の競争力強化を目的として掲げている。しかし、特定の産業ないしは業種を強化す

るという産業政策が効果をあげるには、対象の絞込みが不可欠であるにもかかわらず、中

小企業という多種多様な存在は、政策対象として積極的に抽出されたものではない。そう

であれば、競争力の向上という産業政策的観点からのみ評価することは、問題が多いとい

える。第二に、ビーンは、中小企業政策の成立と拡充に対して、国家権力の領域拡大及び

官僚機構の自己増殖の一例であると批判という、きわめて一般的意義付けをするにとどま

っていることである。しかし、様々な分野に対する国家の調整機能の拡大を必要とする福

祉国家体制において、中小企業政策のみが肥大したと評価することは適当ではない。Bean，

Jonathan J．，3躯。ηゴ 肋θ 励。必εr 8狛拓j此∂θ燗ノ助必αθ5 着。〃aハコ51㎜∂〃3α刮刀e醐

ノ936・ノ962，Chape1H■1，N．C．：University cf No允h Carohna Press，1996，PP．159，162，

167，173・4．一方、日米の政策目標を比較することで、日本の中小企業政策が産業政策とし

ての要素を強く有する一方、アメリカの場合は、競争の促進、雇用の創出及び地域開発等、

より社会政策としての性格が強いことを指摘する研究もある。Aoyama，Y此。 and Michae1

80



第4章 社会政策としての中小企業政策の成立

BTe1tz，肋∂〃3αβ1㎜θ醐月2必卯〃ゐρ2〃a口a肋e乙㎞7θゴ8ねねポ∠Cbψρ〃a血肥

ん∂伽危。〆0切e碗㈱枷ゴ0肋。鵬早Berk1ey’Umvers1ty ofCa1曲m1a，BerHey1996

ただし、アオヤマらの研究は、アメリカの中小企業政策の有する社会政策を独占禁止法の

延長線として説明する点において、本論との逢いが大きい。

2Dmck叫PeterF。，“How to Be an E血p1oyee’’，乃材αηε，May1952，P126．

3Lewls，Goraon，“A Co皿panson of Some Aspects of the Backgrounas and Careers of

Sma11Business and American Business Leaders’’，血θ㎞ω刀ゐα㎜∂ノ。〆＆d〃。鰍

vo1．65．1960，pp．348・55．
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らず、「中小企業擁護派」議員の主張が、中小企業者の二一ズとは乖離したものであったた

めとしている。Bean，3卵〃肋θ励〇五θr8狛把p10，174しかし、Beanの指摘は、各中

小企業者団体の性格や意思決定方法の違いを軽視している。「中小企業擁護派」議員の主張

が、必ずしも中小企業全てを代表していなかったことはたしかだが、NFIBの例にも見られ
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児θ鵬叱Nove固ber／Decembe島1957，pp1工3’117は、中小企業のほうが大企業より有利な

事業環境も多いとして、公平の原則を優先させる観点からも、中小企業優遇税制を導入す
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べきではないと主張している。
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第5章アファーマティブ・アクションとしての中小企業政策

     一SBAのマイノリティー企業支援策一

 本章は、SBAが、1960年代に展開した、黒人企業を中心としたマイノリティー企業に

対する支援策及ぴ当時のマイノリティー企業の状況を分析する。

 1964年、ジョンソン大統領は、アメリカにおける貧困の撲滅をスローガンに、1964年

公民権法とともに経済機会法を制定、「貧困との戦い」が本格的に開始された。こうした政

策構想のもと、黒人を中心とした貧困者の経済状況を改善するために、アファーマティブ・

アクション（積極的差別是正政策）が推進されるようになり、多くの連邦政府機関が、教

育や職業訓練等、各方面において大規模な事業を展開した。なかでも、SBAは、公民権運

動の高まりを受け、経済機会法の制定に先駆けてアファーマティブ・アクション的な性格を

有する施策を導入、黒人を中心としたマイノリティー企業に対する支援を開始した。さら

に、1965年の同法制定後は、こうした施策をより拡充していったのである。

 前章で考察したとおり、1950年代、SBAによる直接的施策を中心とした中小企業政策

の成立は、福祉国家体制のなかに、中小企業を「弱者」として組み込んでいった。しかし、

本章では、SBAが、黒人企業を中心としたマイノリティー企業に対する支援策を拡充した

ことが、中小企業政策に新たな意義を付加したことについて考察する1。

 なお、序章において、アメリカ社会で中小企業とみなされる企業の範囲は、・一般的には

従業員20人を超えない程度、従業員数が多くなる傾向．の製造業であっても100人は超え

ない程度と定義した。しかし、白人企業を含め、アメリカにおける企業の約6割は、従業

員数5人未満の規模である。また、黒人企業は、マイノリティー企業のなかでも特に零細

性が強く、かつ製造業の割合も低い。そのため、本章の対象とする黒人企業のほとんどは、

最も零細な従業員数5人未満の範囲に含まれるといえる。

1．黒人企業の存立状況

（1）マイノリティー企業全般の特徴

 黒人を中心としたエスニック・マイノリティーが所有する企業は、アメリカの社会及ぴ

経済における彼らの地位を反映し、白人企業に対して不利な状況にあった。特に、マイノ

リティー企業の数と規模には、彼らの事業環寛が顕著に現れている。例えば、1968年の時

点では、マイノリティーは、全人口の15％を占めていたが、マイノリティーが所有する全
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業は、全企業数の3．7％、全売上高の0．5％を占めるに過ぎなかった2。それ以前の状況に

ついては、センサスにマイノリティー企業を対象とした調査項目がなかったため、具体的

な数値を得ることはできないが、マイノリティーの量的プレゼンスと彼らの企業活動の間

に、大きなギャップが存在していたことはたしかであろう。

 また、マイノリティー企業の業種は、個人向けサービス業や小売業に偏重していた。資

金力に劣る彼らは、比較的小額の資本で開業することが可能な、これらの業種を選択せざ

るを得なかったのである。

 さらに、マイノリティー企業の立地は、当時発展の著しかった都市の郊外ではなく、イ

ンナーシティに集中していた。既述のとおり、アメリカでは、郊外における住宅地の発展

に伴い、50年代以降、経済機能も郊外移転が進んだ。特に、小売業においては、スーパー

マーケットを核とした郊外型のショッピング・センターやこれを補完するコンビニエン

ス・ストア等のように、郊外の住宅地に住む白人中間層の需要に対応することが成長の条

件となっていた。しかし、郊外に住居を移すことが困難なマイノリティーは、白人が流出

したあとのインナーシティに取り残される形となり、マイノリティー企業もこうした地域

に集中することになったのである3。

（2）黒人企業の特徴

 マイノリティー企業のなかでも、黒人企業は、独特な状況にあった。第一に、企業数の

少なさである。1970年の時点において、主なマイノリティー・グループのなかで、労働人

口に占める自営業者の割合は、中国系と日系がそれぞれ10％、フィリピン系5％、ネイテ

ィブ・アメリカンとヒスパニックがそれぞれ4％であったのに対し、黒人は3％であった。

特に日系や中国系に比べると、人口に対する黒人企業数はかなり少ないといえる4。

 第二に、業種の偏りである。マイノリティー企業の業種は、全般としては、小規模な資

本で開業できる個人向けサービス業や小売業が多かった。特に、自らのコミュニティーに

おける独自の需要に対応する小売店は、各マイノリティー・グループの企業活動にとって

重要なものであった。たしかに、スーパーマーケット等が台頭していた第二次大戦後のア

メリカでは、小規模な小売業は、社会的上昇手段としては時代遅れのものとなっており、

こうした状況でも個人商店を開業しようとする者は、労働市場でハンデを負った者が多か

ったといえる5。それでも、アジア系を中心としたマイノリティー・グループに見られるエ

スニックな商品、特に食料品等に対する独特な需要は、白人系のスーパーマーケット等と
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は競合しない市場をマイノリティーの商店に提供し、コミュニティーに雇用と経済的利益

をもたらしていたのである。

 しかし、黒人の場合には、他のマイノリティー・グループと比べて、小売業の集積が脆

弱であった（図表5－1）。黒人居住地域の小売業は、非黒人に独占されており、黒人自営

業者は、サービス業、特に理容・美容、ランドリー等、黒人を顧客とし、かつ白人が営業

しない業種に集中せざるを得なかった6。また、地域の生活必需品供給を担う小売業が、ユ

ダヤ系やポーランド系を含めた白人に独占されていることは、日々の消費生活においても、

黒人が不満を募らせる要因であった。こうした業種選択上の圧迫及ぴ白人商店による商業

的「搾取」に対する不満が、ワッツ暴動をはじめとする1965年から68年にかけての黒人

暴動において、白人商店が襲撃されるi国ともなったのである7。

 第三には、立地の偏りである。マイノリティー企業は、郊外に移転する白人住民や白人

企業に取り残されるかたちで、インナーシティに立地することが多かったが、黒人企業は

その中でも特に環境の劣悪なゲットーに集中していた〔図表5－2〕。そのため、これらの

企業は、ゲットーに居住する貧困層の顧客のみを対象とするため、常に不安定な経営を強

いられたのである8。

〔図表5一工〕マイノリティー企業の業種別分布（％）

黒人
他のマイノ

潟eィー
白人

個人向けサービス業 29．9 22．2 7．3

他のサービス業 12．3 19，4 20．3
業  種

建設業 10．4 11．1 9．o

製造業 3．5 ・ 6．9

小売業 29．9 41．7 34．9

その他 14．O 5．6 21．6
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〔図表5－2〕マイノリティー企業の立地別分布（％）

黒人
他のマイノ

潟eィー
白人

人口五万人以上の都市圏 71．9 69．4 45．5

（スラム） 33－3 277 32地  域

（スラム以外のインナーシティ） 351－Z 4ノ．7 30．4

（郊外） 3．5 一 五Z．9

人口五万人以下の都市圏及び農村部 28．1 27．8 54．5

図表5－1，5－2とも、U S Sma11BusmessAdm1mstratm，んη吻〃砂。r〃9691970，p7より作成。

（3）黒人企業における不利性の要因

 既述のとおり、黒人企業は、他のマイノリティー企業と比べても不利な状況にあった。

しかし、全体的な労働市場においてハンデをおっていたマイノリティーにとっては、小売

業や個人向けサービス業等、少ない元手で始められる小規模な自営業は、自ら仕事を生み

出す有力な手段であった。こうした事情は黒人にとっても同様であり．、黒人が積極的に自

営業という選択肢を回避したとは考えられないのである。

 では、なぜ黒人は、他のマイノリティー・グループ、特に中国系や日系と比べて、企業

活動が停滞していたのであろうか。もちろん、黒人が、他のマイノリティー・グループと

比較して、全般的経済状況の改善が遅れていたことは度々指摘されており、そのために黒

人の企業活動が妨げられたことはたしかであろう。

 しかし、殊に企業活動の側面では、黒人と他のマイノリティー・グループとの間におけ

る資金調達能力の格差に着目すべきであろう。銀行という近代的かつ西欧を起源とする資

金調達方法の利用にあたっては、全てのマイノリティー・グループが等しく不利な状況に

あった。そのため、マイノリティー企業にとっては、各マイノリティー・グループが有す

る伝統的相互扶助機構を積極的に活用し、必要な資金、さらには情報や人材等を調達する

ことが不可欠であった。例えば、アジア系のマイノリティーは、日系の講や県人会、中国

系の会等、出身地等に基づいた相互扶助機構を用いることで、活発な事業展開を行うこと

が可能であった。アジア系における強固な社会関係は、銀行の実施する近代的な審査機能

を代替し、融資に伴うリスクを軽減し得たのである。さらに、借り手は孤立した個人では
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なく、その親族を含めてコミュニティーの構成員となっていた。そのため、個人の信用力

が社会的に補完され、効果的な資金循環と事業継続を支えたのであるg。また、1965年移

民法以降に増加するメキシコ系も、同様のパトロン制を有しており、企業活動を支える有

力な手段として用いることができたといえる10。

 黒人のなかでも、カリブ海地域の出身者は、南部諸州出身者と多少事情が異なっていた。

カリブ海地域では、アフリカから送られてきた奴隷を新大陸の気候に馴致させ、アフリカ

における地域的な繋がりが比較的残存することが可能であった。また、南部諸州よりも、

奴隷の移動が少なく、西インド諸島の居住地域に基づく地域的連帯感も醸成されていたの

である。彼らは、1900年頃から1924年までの間に、移民としてアメリカに流入した際、

西インド諸島で奴隷とされていた間も維持していたアフリカ起源の信用扶助機能を持ちこ

み、自らの事業資金調達に活用した。そのため、黒人のなかでは、比較的容易に自営業を

展開することができたのである1I。

 しかし、当時南部から北部の諸都市に流入していた大多数の黒人の場合は、出身地を基

盤とした社会的連帯性が欠如し、伝統的相互扶助機構を有していなかったため、創業に必

要な資源を調達することは極めて困難であった。たしかに、企業家団体等、黒人の聞にも

事業活動を支える組織等は存在していたが、新たな黒人企業の創出には余り貢献しなかっ

たといえる。

 例えば、全国事業連盟（NlBL．Nat1㎝a1Busmess Lea馴e）は、黒人の事業活動促進を

目的とした団体であり、1900年に、タスキーギー実業学校長でもあったフッカー・ワシン

トンが設立した。NBLは、48年には、全国に295の支部を有するほどの広がりを見せて

いた12。しかし、NBLは、日系の講や県人会、中国系の会、あるいはメキシコ系のパトロ

ン制等と異なり、既に事業を起こしている者に会員を限定していた。そのため、貧困地区

を中心とした地域社会との関係が希薄になり、かつ新規創業者の支援には冷淡であったの

で、ビジネス界に参入する新たな人材を確保し、企業家を再生産する役割は余り果たせな

かった13。また、一般に、零細な自営業者の場合、その子供たちが事業を継ぐとは限らず、

むしろ教育を受けて別の道へ進むことも多い。そのため、自営業を経済的及ぴ社会的上昇

手段として見なし得る階層の若者を中心に、常に新たな参入者を補充しない限り、黒人の

企業を増やすことは難しかったのである14。

 このように、黒人の企業活動に有益な経営資源は、結果として、既存事業者を中心とし

た‘部の黒人が独占することになり、黒人杜会全体が共有するものにはならなかった。伝
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統的な相互扶助機構に欠けた黒人は、資金調達面を中心に、企業活動上の障害となる独特

の要因を有し、自営業という、他のマイノリティー・グループでは比較的有効であった経

済的・社会的上昇手段を機能させることができなかったのである。

 こうした黒人企業の状況を踏まえ、次節以降では、60年代を中心に、SBAによるマイ

ノリティー企業向け金融助成制度の成立と拡充の過程を検討する。SBAは、マイノリティ

ーのなかでも明らかに黒人を意識し、黒人社会に欠けていた創業支援機能を補完しようと

したのである。

2．中小企業政策におけるマイノリティー支援策の導入一黒人企業支援を中心に一

（1）6×6融資の試行

 SBAは、連邦政府の省庁のなかでも、マイノリティーに対するアファーマティブ・アク

ションを早くから導入したといえる。特に、1963年8月には、ユージン・フォーレイが

SBA長官に就任、同年ケネディが発表した「貧因との戦い」の方針に沿って、黒人を中心

とする貧困者を対象とした支援策を次々と具体化させていくことになる。

 まず、フォーレイは、9月3目、マイノリティー、特に黒人によるSBAの施策利用が少

ないことを認めたうえで、企業を経営する能力がありながらも、人種、信条、肌の色、出

身地等を理由として、SBAの施策を利用する際に不利な扱いを受けることがないようにす

る基本方針を策定するとともに、マイノリティーに対するSBA施策の普及等を所管する

長官特別補佐官を設置した15。

 さらに、フォーレイは、フィラデルフィアで、ある試験事業を開始した。これは「6×6

融資」と呼ばれ、フィラデルフィア市、宗教団体、大学、労働組合等が共同で設立した非

営利組織である中小企業育成センター（SBDC Sma11BusmessDeve1opment Center）が、

創業予定者や零細企業者等の申講者を審査した後、同地のSBA事務所を通じて、融資限

度額6，000ドル、償還期限6年、利率4％の融資及ぴSBAのコンサルタントによる経営指

導を実施した。また、翌年には、ニューヨーク等の三都市でも6×6融資が試行された16．

 6×6融資は、制度上は貧困者が対象であり、マイノリティーに限定した施策ではなかっ

た。しかし、1964年のSBA年次報告書が、「この新しい制度は、マイノリティー、特に

黒人企業にとって有益である。」と明記したように、6x6融資は、マイノリティー、特に

黒人を重視して運用された17．6×6融資は、65年途中までの試験的制度であり、融資件数

は合計で800件程度であったが、その半分はマイノリティー向けてあった18。
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第5章アファーマティブ・アクションとしての中小企業政策

 同時に、6×6融資は、黒人には欠けていたコミュニティーの企業活動支援能力を補完す

ることを目指していた。SBAは、既にフィラデルフィアに事務所を設置していた。しかし、

連邦政府の出先機関であるSBA事務所だけではなく、地域の資源を活用したSBDCを新

設、これを融資申講者の審査等、6x6融資の実施体制の重要な担い手として位置づけるこ

とで、マイノリティーの企業活動に不可欠なコミュニティーの機能強化を図ったといえる

だろう。

 このように、SBAは、マイノリティー企業に対する資金助成等、人種に基づくアファー

マティブ・アクションを早い時期から推進したのである。63年から64年の段階における議

論では、法律によりカラー・ブラインドの原則を確立すれば、人種問題を解決することは

可能という、比較的楽観的な観測が大勢を占めていた。むしろ、特定の集団を優遇するこ

とになる経済機会法に対しては、「平等」を重視する合衆国憲法との関係で微妙な問題を抱

えるうえに、逆差別を招くという意見さえあった19。しかし、SBAは、フォーレイが長官

に就任した63年8月以降、フィラデルフィアにおける6x6融資の創設等、マイノリティ

ー、なかでも黒人を重視した施策を既に展開していたのである。

 さらに、64年になると、フォーレイは、次第に明らかになる1964年公民権法の内容が、

黒人に対する差別の実質的撤廃には不充分であると考え、差別撤廃の武器として、SBA融

資を積極的に用いることを検討するようになった。七月には、司法省が、中小企業法第四

条は、SBA長官に対して、「公共の利益を鑑み」政策を実施する広範な権限を与えている

という解釈を示した。これを受けたフォーレイは、SBAから融資等を受ける企業に対して、

雇用やその他の事業活動における人種差別的行為を禁止したのである20。

（2）経済機会融資の創設

 6×6融資の例にみられるとおり、フォーレイは、中小企業向けの政策融資を用いたアフ

ァーマティブ・アクションを進めようとしていた。彼は、明らかに黒人向けの施策として運

用することを意図して、経済機会法に、SBAが低所得者向けに融資を行う根拠規定を入れ

るべきと主張した。彼は、同法案を審議した下院教育・労働委員会の公聴会等、様々な機

会を通じてフィラデルフィアにおける6×6融資の成果を誇示しながら、こうした制度の

拡大に対する法的根拠の必要性を訴えたのである21。

 これに対して共和党は、経済機会法そのものに反対した。経済機会法は、SBAのみなら

ず、他の政府機関の実施する職業教育や地域開発等、様々な施策に法的根拠を与えようと
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するものであった。しかし、共和党は、この法律がジョンソンによる「選挙で人目を引く

ための手」に過ぎず、財政支出を拡大すると批判したのである。また、南部の民主党議員

にも反対にまわる者が多かったが、法案は8月に可決、経済機会法が成立した22。こうし

て、フィラデルフィア等の4都市のみで実施されたパイロット・プログラムである6×6

融資は、65年の同法施行に伴い、融資限度額25，000ドル、償還期限15年、利率5．5％（不

況地域では4％）の経済機会融資（瓦OL：Ecommic Oppo対unity Loan）として拡大され

たのである23。

3．黒人暴動への対応

（1）経済機会融資の拡充

 1964年公民権法や経済機会法の制定後も、黒人を取り巻く経済環境、特に就業状況の改

善は進まなかった。当時、黒人がインナーシティに集住する一方で、白人の住居や経済機

能の郊外移転に伴い、郊外や都市の外延部では新規の雇用が大量に生み出されていたにも

かかわらず、黒人はインナーシティに集住していたために、黒人の失業や半失業状態は、

一向に改善しなかった。そのため、ゲットー等のインナーシティにおける黒人の経済的不

利性が、暴動の主要な原因とされていた。また、こうした問題は、アメリカ社会全体に深

刻な影響を及ぼすものであり、何らかの解決策が必要であると考えられていたのである。

 こうした問題に対応するi環として、ジョンソン大統領は、65年8月に、フォーレイを

SBA長官から、商務省に新設した経済開発局に異動させ、都市貧困地域の雇用創出に取り

組ませた。一方、後任のSBA長官は、66年5月にバーナード・ボウティンが就任するま

で空席であったが、SBAは、フォーレイ期と同様にEOLを拡充し、マイノリティー支援

策を強化していった24。

 まず、66年からは、EOLの適用地域が拡大された。創設当初のEOLは、6x6融資と

同様に、市当局や地元の経済団体等が運営するSBDCを経由して融資を行う仕組みになっ

ており、SBDCが設置されている地域以外では融資を行えなかった。しかし、SBAによる

直接融資を可能とすることで、SBDCの有無に関わらずEOLを利用できる仕組みが整備

された25。さらに、66年の経済機会法改正により、67年からは、マイノリティーを中心と

した社会的不利者を対象とする規定が追加され、収入が’定の水準を超えていても、社会

的不利者であると認定されれば、融資が受けられるようになった26。

 また、SBAは、68年から、EOLや7（a）プログラムと呼ばれる通常の事業融資及びその
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他の融資制度において、マイノリティー向けの融資件数及び融資金額の割合を公表するよ

うになったが、図表5－3のとおり、EOLにおけるマイノリティー向け融資の割合は、件

数・金額ともに80％前後に達した。EOLは制度と実態の両面で、マイノリティー支援策

としての性格と強めていったのである。

（2）融資制度の拡大と緊縮財政による混乱

 68年4月、ベトナムにおけるアメリカ軍の劣勢が決定的となり、ジョンソンが大統領選

への不出馬を表明した直後、共和党の大統領候補であったニクソンは、黒人票の獲得を狙

い、黒人企業を支援する「黒人資本主義（BlackCap1ta1ism）」のスローガンを提唱した。

これに対して民主党は、白人は過去に責任を持ち、黒人に対して「償いの資本主義

（Compensato町Cap1ta1ism）」を推進する必要があると主張した。両党の主張内容に余

り差はなかったが、68年は、黒人暴動への対応と大統領選挙における黒人票争奪というふ

たつの要素が重なり、SBAの制度が大きく拡充されたのである。

 しかしながら、制度拡充の一方で、1968年歳入・歳出管理法制定等の影響により、SBA

は、資金不足に陥り、ニクソン政権に交替した69年には一層深刻なものとなった。SBA

は、直接融資を民間銀行への債務保証に振り替えることで対処し、70年には、通常融資で

ある7（a）プログラムでは、直接融資がほとんど停止してしまった27。

 こうした状況のなかで、SBAの限られた資金の使途が問題となった。例えば、以前から、

共和党内ではリベラル派に属し、マイノリティー企業や中小企業への支援に積極的に取り

組んでいたニューヨーク選出のヤコブ・ジャピット上院議員は、1969年の上院中小企業委

員会年次報告書において、「ハーレムでは、黒人の所有する商業施設は、全体の15％に過

ぎず、依然として85％は非居住自人により所有されている。」として、自らの所属する上

院中小企業委員会の取り組みを含め、政府によるマイノリティー企業支援の遅れを批判し

ている28。そのうえで、他の二議員とともに、次のような少数意見を掲載させた。

 r1968年歳入・歳出管理法のために、SBAは深刻な資金不足に陥っている。こうした

 状況のもとでは、SBAの最も優先すべき施策であると思われるマイノリティー支援によ

 り大きな割合の資金と人員が投入されるべきである。また、年間50億ドノレを超える連
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咽表5－3〕

S8Aの主要融資箏美における融資件散・艘資金額

年
融資件舳合計）

7（a晴美融資 7o 肇 1 経済機会融資（EOL） 1…OL  7 1

段イフーワ÷7二＝向一け π亨7万冊二間閉 暇イフ1〕苧才コi司1テ 何771峠マニ荷閉 青イフワ青二同一け マイフi乃≡7＝向一け 府ηΨ帯＝i司’け

1972 27，048 6．098  22．55一 19，881 3，049 （15．34、 1．374 567 41．2州 17．619 2．310 13．11報 1．167 5．丁91 80．80一 5．311 4．398 82．81” 1．821 1，3フ9 フ5．73、

1971 20．543 4，246 （20．6州 13．754 2，123 （15．44“） 258 167 （64．73” 11．894 1，627 （13．68、） 6．フ89 5，451 （80．29一） 4．795 3．818 09．62” 1．92フ 11584 （82．20”

1970 14．258 3，258 ｛22．85“） 8，719 1，629 ｛18．68兄） 42 35 （83．33”） 6．547 1，247 （19．05“） 5．539 4，505 （81．33一） 3．702 2，967 （80．15” 1．707 1，464 （85．70”）

1969 13，727 2，920 ｛21．2州 9．483 1，460 （15．40” 62丁 142 （22．65” 6．240 928 （14．8州 4．244 3，118 （73．4州 2．443 1，709 ｛69．95” 1．658 1，349 ｛81．36一）

1968 12．359 1，948 （15．76、） 9．460 974 （10．30” 2．425 481 （19．8伽〕 3，718 108 （2．90” 21899 1，365 （4フ．09”） 2，434 1，170 ｛48．32締 361 167 （46．26”

1967 11，104 8．Oフ0 2．フ48 2．133 3．034 2．808 141

1966 12，093 10，404 4．828 3．366 1．689 1．625 35

1965 13，5フ9 13，420 7，313 1．711 159 151 6

1964 6．288 6．288 2，590 495
1963 6．073 6．073 2，052 615
1962 6，203 O．203 2．326 560
1961 4．989 4．989 1．992 418
1960 3．6フ0 3．670 1．411 379
1959 5．582 5，582 2，256 939
1958 4．014 4．014 1，509 618
1957 3，536 3．536 1，038 738

1956 1．915 1．915 571 609
1955 1．1フ2 1．172 384 5η
1954 473 仰3 162 236

年
融資金額（合計：1，000㌦〕

7｛o庫業融資 78 ヲ 1 経済機会融資（EOL） 1…0L ヲ 1

一てマ’イブリ．料二I向．閉． でマIイブリ字．7二間㈹ ．笥’Iη一i〕．学η．二一向Iけ て守．イフーリ判’二I一向．㈹ 守’イーフi芹？．二一同研 室マηリ芋イー向げ 柔マイノ1〕学イー削：チ

1972 1，45フ、200 330．800 22．70％） 1，365，600 165．400 12．11兄） 3フ．O00 18，000 ｛48．65“ 1，275．500 135，900 （10．65Z 91．600 74．OO0 80．79％ 64．200 52，900 （82，40Z 27．000 20，900 （η．41“）

1971 1，016、フ00 243，000 （23．90” 923，900 121，500 （13．15“） 13．800 8，400 ｛60．8州 817．000 95，800 （11．73％） 92．800 75．フ00 （81，5測 64．000 51，600 （80．63”） 2フ、フOO 23，300 （84．12”

1970 600．900 168，800 〔28．09一） 528．300 841400 （15．98％） 1，900 11700 ｛89．4州 402．900 67，400 （16．73％） 72．600 60，600 （83．4州 46．500 38，200 （82．15、） 24．100 21，100 （87．55％）

1969 599，100 1161000 ｛19．46報） 547．900 58，300 （10．64、） 14．800 3．O00 ｛24．32、） 385．700 42，500 （11．02％） 51，200 38，200 σ4．61、） 26．500 18，700 （70．5州 22．500 18、フ00 ｛83．11報）

1968 52フ、600 43，400  （8，23｛） 496．200 21，700 （4．3州 53．700 7，200 ｛13．41、） 238．800 4，400 （1．8側） 31，400 14，600 （46．50、） 25．100 12，100 （48．21”〕 4．500 2，200 （48．89”）

1967 417．211 385．308 60，459 128．450 31．903 28．815 1，757

1966 372．466 354．841 65．フ45 1581504 1フ、625 16．746 390
1965 419．823 418，057 115．522 75，333 1，766 1．604 125

196－1 312．212 312．212 フ8．012 20．625

1963 313，904 313．904 67，106 30．93フ

1962 360．762 360．762 93，595 33．581

1961 250．432 250．432 η．フ6フ 17．フ18

1960 168．366 168．366 53．042 13．968

1959 267．042 267，042 86．438 47．795

1958 194．997 194．997 67．736 25．674

1957 159．095 159．095 45．207 26．723

1956 81．9η 81．9η 22．251 24．048

1955 55．975 55．975 14．812 29，829

1954 2η39 2η39 8748 14616

∪．S．Cor1町。ss．Son8to，SeIoot Committoo on Sm811Businoss．刀〃閉ψ一〃，加d！〃，ω’κoρo斤．19フ3．pp．36－39より作成。

※SBAと民間銀行との協鯛融資による実績は、融資形態別内訳の構では省略し、融資制度ごとの小計及ぴ合計1こは含む。



第5章 アファーマティプ・アクションとしての中小企業政策

 邦政府調達のクォータも、特にマイノリティー支援のために、より積極的に用いられる

 べきである。」29

 彼らの主張は、69年の年次報告書では少数意見として扱われたが、69年から70年にか

けてのSBAの施策運用は、こうした方向に沿ったものになった。7（a）プログラムの融資が

落ち込む一方で、EOLの実績を確保したため、SBAの実施する融資全体においても、件

数・金額とも、マイノリティー向けの割合が上昇したのである。同時に、SBAは、財政緊

縮により落ち込んだ融資を、連邦政府の調達割り当てによって補うことになった。

（3）8（a）プログラム

 8（a）プログラムは、中小企業のなかでもマイノリティー等の社会的不利者の企業に対し

て、連邦政府の物品やサービス調達のi定額を割り当てるものである。この制度は、1968

年、前年までに頻発した黒人暴動に対処する施策のひとつとして、ジョンソン政権によっ

て創設されたが、その際、小規模な白人企業に不利になること、8（a）プログラムに長期に

依存する企業を生み出すこと等の問題が指摘された。そのため、8（a）プログラムの適用範

囲は、それまでは政府自らが実施しているか大企業から調達していた案件に限定され、68

年度の適用件数はわずか8件、契約金額も1，050万ドル弱にとどまった。

 ところが、8（a）プログラムは、ニクソン政権下、緊縮財政のために抑制傾向にあったSBA

融資を補う形で急拡大した。適用規模は、1972年には、1，719件、1億5，300万ドル以上

に達し、今度は、民主党側から反対論が噴出した。以後、8（a）プログラムは、政権側が拡

大を進め、これに野党が反発するという構図を繰り返すことになるのである30。

4．黒人企業支援策の二面性

（1）黒人企業に対する支援の必要性

 頻発する黒人暴動に対応する形で拡大したマイノリティー企業支援に対しては、様々な

利害や意見が複雑に錯綜することになり、SBAの施策に対する批判も多かった。

 第一は、黒人の企業活動そのものに対する否定的な見解である。例えば、ポデスタ商務

次官補は、SBAに否定的であったアメリカ商業会議所発行の月刊誌『ネイションズ・ビジ

ネス』において、「廃業に対する高いリスクと黒人の組合労働者の高賃金を考慮すれば、黒

人が自分で事業を始めるインセンティブはいったい何か？」と述べている31。ある程度の

学歴やスキルを有している黒人は、賃金の高い大企業へ就職するので、わざわざ中小企業
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者としてリスクをとることはないという指摘である。また、経済機会法に基づく経済機会

審議令（Nationa1AdvisoW Counci1on Ec㎝omic Oppo抗unity）は、1969年の報告書に

おいて、rr黒人資本主義」は万能薬ではなく、短期間に多数の豊かな黒人市民を創出でき

るわけではない。また、企業のオーナーであることが富や権力の源泉になると強調するこ

とは誤りであろう。我々の社会では、経済の大部分の領域において、オーナーよりも管理

者がカを持つようになっている。特に、近年における中小企業の高廃業率を勘案すれば、

中小企業を所有することの重要性には疑問符が付く。」とし、ニクソンが大統領選挙中から

唱えてきた黒人企業支援の効果に疑問を呈している32。

 第二は、支援対象の問題である。SBAの黒人企業支援策は、黒人企業の少なさを是正す

ることが目的の一つであり、新規創業の支援に積極的に取り組んでいた。SBDCの設置等

により、SBAが、黒人コミュニティーに欠けていた新規企業の揺蟹機能を代替することで、

企業家を通じた成功への機会を黒人に提供しようとしたのである。

 これに対して最大の黒人企業団体であったNBLは、既存企業に対する支援の強化を求

めた。NBLのバークレー・ブレル議長も、SBAのマイノリティー企業支援策等を審議し

た1966年の下院中小企業委員会において、SBDCの運営コスト等を効果的に活用し、地

域経済や国民経済の成長に寄与するためには、既存企業に支援を集中するよう求めた33。

 また、ゲットー内の零細黒人企業を支援することに対しても意見の相違が存在した。ゲ

ットー内の企業は、零細性が強かったことにとどまらず、理・美容店やクリーニング店等

への業種的偏りの起因する過当競争、貧困層に限定されている顧客の購貝力の低さ等、経

営基盤は脆弱であった。SBAは、ハーレムに事務所を開設する等、ゲットー内の企業に対

する支援を重視していたが、これに対して、事業機会人種聞会議（Interrac1a1Counc11允r

Busmess Opportumty）のダーウィン・ボルティン全国理事は、黒人を中心としたマイノ

リティー企業支援策の拡充を望みつつも、「最近の取り組みは、パパ・ママ・ショップを生

み出そうとしているに過ぎない。こうした企業は、何もなし得ないばかりか、結局は債務

を残し、黒人コミュニティーの怒りを増大させるぱかりである。」として、ゲットーの零細

黒人企業に対する支援に反対している34。

 実際、自己資金調達力の低い貧困層が、自ら企業者として成功することは困難であった。

ティモシー・ベイツの研究によれば、SBAの融資を受けた新規黒人企業のうち、債務不履

行に至った者の融資以前における平均個人所得年額は6，807ドルであったが、債務不履行

に至らない者の場合は、同11，380ドルであった。貧困対策を重視したSBAの施策であっ
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だが、結果的には、貧困層よりも中間層に有利に作用したことは確かである35。

 しかし、黒人企業の直面する問題や施策内容に対する批判が存在したとはいえ、様々な

理由から、SBAによる黒人企業支援策を支持する声は強く、実態としても施策は拡充され

た。なかでも、黒人企業の創出により黒人の雇用を増加させる必要性は、幅広い層に共有

されていたといえる。60年代のアメリカでは、全般的な経済状況は好調であったが、労働

市場における黒人の不利性は継続していた。特に、工場における自動化の進展は、未熟練

労働者の働く場を狭めていったが、こうした状況は、未熟練労働者の割合が高い黒人にと

っては一層深刻であった。彼らは、金融機関等の管理的業務が主体の職種においては、よ

り不利な状況にあり、アメリカ産業の構造変化に対応して職を得ることは難しかった。ま

た、黒人労働者は、企業や組合における先任順位が低く、自動化に伴う雇用削減の打撃も

集中した36。黒人は、消極的選択の結果としても、自ら企業を起こし、職を生み出す必要

があったのである。また、たとえ、企業者として成功できる層が限定されていたとしても、

こうした企業が、失業中の黒人に職を提供することで、間接的な貧困対策としても機能し

たのである。

 さらに、白人労働者階級との競合の回避という観点からも、新たな黒人企業及びそれに

伴う黒人の雇用創出が求められていた。例えば、ニューアーク市経済開発室長のバーナー

ド・ノーマンは、「雇用創出のためには、あらゆる種類の自営業が生み出されることが必要

であり、そのための支援も必要である。」として、北部都市への黒人の流入により、既に職

を有する者の雇用を脅かされるので、黒人は自ら職を生み出すべきであると主張した37。

（2）黒人企業支援を手段とした社会問題への対処

 このように、黒人の就業状況を改善するために黒人企業への支援策が拡大されていった

が、SBAの施策の目的は、これにとどまらなかった。政府は、黒人暴動の頻発に対して、

人種「優遇」的施策及び権利としてではなく結果としての平等を実現することを強いられ

た。68年に発表された社会秩序の混乱に関する諮問委員会（Nationa1Adviso町

Comm1ssm on C1vi1Dlsorders）の報告書は、次のように指摘している。

 「アメリカは、郊外の豊かな白人社会とインナーシティの貧しい黒人社会との間で分断

 の危機にあり、…こうした分断が予知不能な暴動の原因になるとともに、個人の尊厳、

 自由、機会均等というアメリカの伝統的価値観を世界、自分自身、子孫に提示すること

 を不可能にしてしまう。」38
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また、公民権委員会が1970年に出した報告書の前文は、60年代における公民権問題の変

容を端的に示している。

 rこの10年で劇的に変わったことは、公民権問題に対するアメリカ国民及び指導者の

 姿勢と視点だ。この問題が迅速かつ簡単に解決されるという楽観的な希望から、実際は

 いかに根深く、かつ複雑な問題であるか、冷静に認識するようになったのである。」39

1964年公民権法の制定時にあった人種間題解決への楽観論は、ワッツ暴動をはじめとする

黒人暴動の頻発により、同法が施行された65年には、既に大きく揺らぐことになった。

政府は、黒人コミュニティーの安定を図り、アメリカ社会の分裂を回避するための具体的

施策を迫られていたのである。

 こうした状況のもと、SBAも、黒人による企業所有を促進することで、黒人に対して成

功への機会を提供し、黒人コミュニティーの安定を目指していたといえる。SBAは、1963

年にフィラデルフィアで6×6融資制度を立ち上げて以来、地元コミュニティー組織との

連携を重視していたが、68年の年次報告書では、SBAのマイノリティー企業支援の目標

として、インナーシティを再建すること及び経済の主流に参加する機会をマイノリティー

に提供することを掲げた40。黒人企業そのものに対する支援にとどまらず、黒人企業に対

する支援を通じて、SBAが人種問題や都市問題等に関与していくことを明示したのである。

 こうした社会問題に対処する手段として企業を支援するという考えは、黒人暴動の頻発

等、人種問題や都市問題が深刻化する中で広く受け入れられていったといえる。例えば、

ゲットーにおける中小企業問題を集中審議した1968年の上院中小企業委員会では、アッ

パー・マンハッタン中小企業開発・機会公社のアーノルド・ジョンソン議長が、「ハイスク

ール以下の生徒や若年層に対して、企業家となり、経済やコミュニティーに対する責任及

び誇りや威厳を持たせる教育を行うことが重要である。」として、地域のリーダーとなり得

る黒人企業家を育成する必要性を唱えている41．69年の上院銀行・通貨委員会中小企業小

委員会は、SBA以外の省庁が所管するものを含め、連邦政府のマイノリティー企業支援策

全般を審議したが、ここでもスタンス商務長官が、マイノリティーによる企業所有の意義

を強調している。彼は、「資産、住宅、企業の所有は、マイノリティー社会の安定に不可欠

なのか。」との問いに対し、「私は、疑問の余地はないと考える。単に職を得るだけでは、

我々の社会に完全に参加していることにはならない。彼らは、資本家となることで、サク

セス・ストーリーを実現できる機会を有するべきである。」と応えている42。

 このようにSBAは、黒人企業支援を手段として、人種やインナーシティの問題に対す
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る関与の度合いを強めていったが、その過程は黒人暴動等に受動的に対応しただけではな

く、早い段階からかなり意図的に形成された点には留意すべきであろう。

 既述のとおり、1963年8月から2年間SBA長官を務めたユージン・フォーレイは、地

元コミュニティー組織と連携して6x6融資等の黒人向け施策を立ち上げるとともに、SBA

から融資等を受ける企業に雇用やその他の事業活動における人種差別的行為を禁止する等、

人種間題を強く意識した施策を展開した。彼は、1968年の自著においても、こうした考え

た改めて開陳している。彼は、「低所得者地域に住む黒人に、このコミュニティーにおける

成功者は誰かと尋ねても、全国有色人向上協会の指導者、あるいは議員や聖職者の名前を

挙げる者だれもいない。彼らは、通りで恐喝をした者の名をあげるのみである。」とゲット

ーの現状を嘆いたうえで、黒人の地位改善のためには、他のマイノリティー集団が有する

ような独自の社会的連帯を形成する場として、ゲットーの機能を強化する必要があること

を指摘している。そのうえで、「「福祉政策」は、ゲットーが自ら発展する資源を決定的に

流出させている。」として、黒人企業の育成を手段として、企業家という身近な成功事例の

提示、雇用の創出及びコミュニティーの再生を図るべきであると訴えている43。

5．小括一黒人企業支援策の意義一

 本章では、1960年代におけるSBAのマイノリティー企業支援策について、公民権運動

や黒人暴動の問題に対応させながら検討してきたが、こうしたSBAの政策拡大をどのよ

うに評価することができるだろうか。

 まず、60年代当時において、自ら企業を起こすことは、黒人を中心としたマイノリティ

ーにとっては、依然として重要な社会的上昇手段であったと考えられないだろうか。たし

かに、大企業の登場した後のアメリカでは、自ら事業を始めることが、「アメリカ的生活様

式」の典型とする価値観は減退していた。特に、1955年の上院中小企業委員会年次報告書

が、「小規模で独立した流通業者は、チェーン・ストアや大規模商業者との競争のために、

利益を生むには限界がある時代に直面している。」と指摘したように、戦後のアメリカでは、

スーパーマーケット等の大規模小売業が著しい成長を遂げ、かっては自営業としては最も

一般的な形態であった、小規模な小売業者として成功することが困難になっていた幽。当

時、黒人は、ゲットーの小売機能を非黒人に独占されるなかで、より事業基盤の脆弱な黒

人向けサービス業に甘んじながら、小売業への進出を目指していたが、それさえも成功へ

の道のりは険しかったといえる。また、ある程度の学歴やスキルを有する黒人が、大企業
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や公的機関への就職を志向していたことも確かであろう。しかし、経済及び社会における

大企業の地位が拡大していたとはいえ、依然として総有業者の約半数は、中小企業を自ら

経営するか中小企業に雇用されていた。大企業の雇用政策の重要性を否定するものではな

いが、中小企業者として黒人自らが雇用を生み出すことも不可欠であった。特に、大企業

を中心とするアメリカ経済の主流に参入することが困難な黒人にとっては、既述のとおり、

たとえ大企業と比して不利な条件であったとしても、中小企業者という選択肢は重要な社

会的上昇手段であり、政策的支援の必要性もあったといえる。

 また、SBAは、黒人企業に対する支援を通して、黒人居住地域の安定を図る等、社会問

題に関与する明確な意思を有していたといえる。たしかに、SBAの政策は、アファーマテ

ィブ・アクションとしての性格を付加することで拡大した。しかし、それは単にSBAが肥

大したのではなく、60年代に整備された、連邦政府の機能により様々な社会問題に対処す

る体制の一翼を担ったと考えられる。

 60年代におけるSBAのマイノリティー企業支援策の中心であったEOLは、1975年、

根拠規定であった経済機会法とともに廃止された。しかし、EOLによる融資や債務保証は、

黒人企業に対する民間銀行融資の呼び水としての役割を果たし、黒人企業と銀行の関係を

大きく変えることになり、後に黒人企業が成長する基盤のひとつを整備した45．

 SBAは、その後も企業支援を手段として、社会問題の解決に取り組む姿勢を保持し続け

てきた。特に、リベラル色の強い中小企業政策を展開したクリントン大統領は、97年の中

小企業教書において、「中小企業は大企業より多くの生活保護者を雇用しました。私たちの

『福祉から働く仲間へ』という政策は、確実な成果をあげています。既に200万人のアメ

リカ人が予定より九二年早く生活保護者でなくなりました。」46と、中小企業政策が、マイ

ノリティーを中心とした社会的不利者たちの自助努力を促し、雇用を創出することで、社

会保障費を中心とした財政支出の削減に貢献している点を強調している。クリントンの言

葉は、単なる政策スローガンではなく、中小企業政策が有する社会政策的性格が、ひとつ

の集大成を迎えた証左なのである。

第5章註

1マイノリティー企業に対する政策的支援策については、近年、二つの異なる立場から多
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くの研究が出されている。第一は、アファーマティブ・アクションに対する逆差別批判の’

例として、中小企業法第8条（a）項に基づき、マイノリティー企業を中心とする「社会的不

利者企業」に連邦政府の調達契約を優先的に割り当てる制度（「8（a）プログラム」と呼ばれ

る。）を取り上げたものである。LaNoue，GeorgeR．，andJohnC．Suu1van，“Presumpt1㎝s

br Pre危rence・The Sma11Busmess Aa皿mIstrat工。n’s Dec1s1ons on Groups Ent1tlea to

A舶rmatIve Act1on”，ゐα1㎜2／o〆此必ψ捌5切㎎vo1．6．1994，pp．439・467・Graham，Hugh

Dav1s，“A田rmat1ve Act1on危r Imm哩antsg The Umntended Consequences ofRe危m”，

m John Dav1s Skrentny ed，Co1or L1nes．A舶rmatIve Act1on，I血m1grat1on，and Cm1

Rights Options危r America，Chicago：University ofC阯。ago Press，2001，pp．53・70等。

こうした研究の傾向は、連邦最高裁判所（以下、単に「最高裁」という。）が、1989年、

マイノリティー所有の建設業者に公共工事発注額の一定割合を割り当てるリッチモンド市

条例について、同市における過去の差別の存在を厳密に立証していないことを理由に、憲

法修正第14条の平等保護条項違反とした「クローソン判決」を契機とする。8（a）プログラ

ムや地方レベノレにおける同種制度の是非が、「逆差別」論争の対象となったのである。同判

決は、最高裁が、地方議会の実施するアファーマティブ・アクションの審査基準として、差

別の存在を詳細に証明する必要のある厳格審査基準を初めて採用した。また、2001年に就

任したブッシュ大統領は、女性企業に対する優遇措置を含め、8（a）プログラムの段階的廃

止を唱えている。中小企業総合事業団、『ブッシュ新政権の中小企業政策』、2001年5月、

9－11頁。第二の立場は、ベンチャー企業を中心とした中小企業の経済的活力に対する関

心の高まり及びクリントン政権によるマイノリティー企業や女性企業に対する支援の拡充

等を要因として、金融助成や経営指導等の施策を積極的に評価するものである。Larson，

Tom，“A伍r㎜at1ve Actm Programs危r Mmor1ty・and Women・0wned Busmesses”，m

Ong，Pau1，担ρ∂66o〆雌㎜aあ7θλ6あ。ル此必dθ6あ0b腕5θgαθ掘。的ユ刀02〃め㎜朋，

Wa11ユut Creek，Ca1i£AItamlra，1999，Wamwr1ght，Jon S，地α∂ノ〃50η伽m施掘∂〃

〃〃。ηヶ3雌2〃θ醐肋蛇ψ㎡βθj刀ηdθ掘。ε血。〃肋θノ9900θη醐阜New兄rk Gar1and

Pubhshmg，2000等。これらの研究はいずれも現状分析に主眼をおいたものであるが、ジ

ョナサン・ビーンが2001年に発表した研究は、1960年代初頭から現在に至るSBAのマ

イノリティー企業支援策を取り上げたもので、アファーマティブ・アクションとしての性格

に着目して、米国の中小企業政策を歴史的に分析したものである。Bean，皿80o昭㎜〃伽看
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2〃雌㎜〃陀ん施物そのうえで、ビーンは、SBAのマイノリティー企業支援策に対

して、政府機能の肥大とその権益に絡む不正の温床という否定的な評価を与えている。し

かし、こうした問題は、決してマイノリティー企業支援策特有のものではなく、これら一

部の施策における問題点を根拠として、中小企業政策全般におけるマイノリティー支援の

意義を判断するべきではないだろう。さらに、政策膨張という単純な図式によってSBA

のマイノリティー支援策を評価することは、60年代当時の状況を余りに軽視していないだ

ろうか。アメリカは、ケネディ、ジョンソンの両民主党政権の下、連邦政府の機能を拡充

することで様々な社会問題に対処する体制を整え、当然ながらSBAもその一部を担うこ

とになった。さらに、こうして拡充された連邦の機能は、その政策目標として、公民権運

動の高揚から黒人暴動の頻発等、深刻化する人種問題を強く意識せざるを得なかったとい

える。もちろん、60年代の政策が、人種問題を解決し得たわけではなく、むしろ人種間の

分断を固定化した側面があること否定できない。しかし、政策形成が強く人種間題に影響

されていたことは確かであろう。なお、同時代の研究としては、Bates，Timothy肋。女

αψ加加がλραm枕∂σ㎎ん∂佃危，New兄rk：Preage島1973がある。また、Ligbt，Ivan

H，刀肋〃。助舶ψ〃βθ〃λ雌〃ω’3鵬1η螂伽ゴ脆脆κ∂mo棚8α1〃θ鴫ゐρ伽θ5θ∂〃

皿∂o姑，Berk1ey’Umvers1ty ofCa1ibm1aPress，1972は、60年代までの黒人企業とアジ

ア系企業の状況を比較している。

2U，S Congress，SeI1ate，Se1ect Col〕ユm1ttee on Smau Busmess，ルθη施必ル”脇ノ

五ξρoκ，1970，P．45．

3NatIona1Adv1so町Comm1ss1on on C1vn D1sorders，児ξρoκo〃加地物掘∂ノλゴ〃5αγ

0b㎜”蝸馳。掘。掘αη7－0鴉。r此燗，GPO，1968，pp215・217

4U．S Depa式ment ofHealth，Eaucat1㎝and We㎜are，Task Force on Educat1on and

Trammg｛br M1nor1ty Busmess Enteξpr1se，万ξρoグら5αわ〃Jκθゴ6o肋θ8θ伽θ佃4of

肋eノ肋，刀aαoa幼。棚，∂〃ゴ脆脆7θa刀4肋θ8θ6”θ舶五ア。〆Cb”〃θ”oθ，1974，P．18．

5Bunze1，ク石θ伽θ〃ω刀8㎞a〃3鵬＝㎜ε55腕2〃，p11，29．

6L1ght，刀肋刀允励舶ψ㎡5θ加加θηω，p10，14

？Nat1ona1Adv1so町Comm1ss1on o亙Clv11D1sorders，児印。功pp．139・140白人商店に対

する黒人の不満の原因としては、自動章等の移動手段をもたないために近隣で買い物をせ

ざるを得ない黒人に、値段が高く、かつ品質の低い商品を販売することや割賦購入の多い
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黒人に対して過剰な金利を課すこと等、白人商店が不利な状況にある黒人に対して不公正

な商業活動を行う場合が多いためと考えられた。Nat1oI1a1Adv1sory Comm1ss1onon C1v11

D王sorders，児印。助p．82一方で、ゲットーの企業は、盗難や暴動による損失、事業リスク

に伴う高い借り入れ金利、小ロットの仕入れ、高い保険料等、高コスト経営を強いられる

状況にあったともいえる。U．S．Con餌ess，Senate，Se1ect Committee on Smau Business，

肋θ〃刀騨，此。ηo”κ0e昭伽m励伽。吻〃ケ・皿θ児。ノθo〆肋e此d脳ノ0o㎎㎜鵬肋エ刀

肋θ刀θ”θ々ρmθ掘宕。〆8㎞2刀3口切ηθ晒坊ねψ〃5θ5〃肋θ乙ケわ2刀0ゐθκo，1968，p．96 しか

し、いずれにしても、ゲットーの黒人は、郊外のスーパーマーケット等と比較して、価格

の高い商品を購入せざるを得なかった。

8Senate，Se1ect Comm1ttee on Sma11Busmess，Heanngs1地。掘。〃。刀θ昭々ρmθ就

φρor勉〃似p．3，96，Nat1ona1Adv1sory Comm1ss1on on C1vi1D1sorders，五印。蛇

pp．124‘126，217．

9L1ght，刀肋刀jo地彦εψ㎡βθエηノレηθ〃。θ，p11，59．78

10例えば、ラテン系市民連盟全国議長のエドワード・ルセロは、1969年の上院銀行・通

貨委員会中小企業小委員会において、伝統的仕組みであるパトロンとSBAの施策を組み

合わせて活用することを表明している。U S Con餌ess，Senate，Commttee on Bankmg

and CurrencX Subcom皿1杭ee on Smau Busmess’ 石ら2〃刀8草， 地dθ蝸ノ 〃刀。〃ケ

励‘θξρηβe片。騨2〃，1969，P1OO

I1LIght，刀肋刀危励蛇ψ鵬θj刀λ鵬㎞ω，P．23，31

工2なお、当初は全国黒人事業連盟（Nat1ona1Negro BusmessLea馴e）と称した。

13Ibid．，pp．114・116．

14Lew1s，Gordon，‘公CompansoI1of Some Aspects of the Back餌。unds and Careers of

Smau Bus1ness and Amencan Busmess Leaders”，伽θ〃ω刀ゐα㎜∂ノ。〆＆αo／o鰍v01

65．1960，pp．348’55．“Ne餌。es Get a Hand”，3蝸加θ鮒脆θ々Ju遺e27．1964，p．38．

15SBA，ん刀α∂ノ月ξρor〃96身1964，p．54

161bia、，p．55；SBA，㎞mノ児印〃〃9641965，p．17．

17Ibid．，p．57．

18工bid．，p．57．この他、6×6融資においては、融資の審査に当たって、担保に偏重しない

方針が採られた。U．S Con騨ss，House，Select Commttee on Sman Busmess，児即。材
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0略a〃za右。期2刀ゴρρθ〃肋。掘。〆肋θ5㎜∂〃万α釧刀θ55λ凶η加』5枕a汐。掘，1964，P．40

19例えば、経済機会法審議の公聴会において、アメリカ商業会議所のマツデン経済調査部

長は、rアメリカは世界一豊かな国であり、貧困者は確実に減少している。」として、貧困

問題の解決に1ヰ、経済成長による所得増の実現が重要であり、連邦政府の介入増大を批判

している。US．Con餌ess，House，Com㎜杭eeonEducat1onandLabor－Subco血m1ttee

㎝the War on Poverty Program，肋∂n刀騨，尻。〃㎜κρψo商刀柳ん宕。〃9641964，

p．665．もちろん、黒人側は、より積極的な施策を望んでいた。同公聴会においても、全国

都市同盟のヤング理事が、白人と黒人の格差が拡大しているとして、貧困対策の拡充を求

めている。Ibid．，pp．632－633．

20Bean，捌玄θo昭L㎜”θ嬢左2刀ゴ雌㎜∂冴γθλoわ。η，p．42．

21Ho1ユse．，Comm1ttee on Educat1on and Labor，石た2〃刀8ξ，助。ηo〃κρ恒ρor看α〃4γλcC o〆

ノ964p．405．

22“oresiaent’s‘War㎝Poverty’Approved”，αη餌θ醐ゴ。掘∂ノρm肋吻〃〃∂〃q1964，

pp．208・209．

23SBA，ん刀脇ノ玉ξρor〃96ξp．52，

24ボウティン個人は、SBAの拡大やマイノリティー重視の施策運営を掲げたフォーレイ

には批判的であったとされる。Bean，週8θo昭㎜鵬就伽〃雌〃賜舳θん倉。η，p55，60

しかし、黒人暴動が頻発する状況では、省庁の長がマイノリティー支援に反対するという

選択肢は存在しなかったといえる。実際、SBAは、ボウティンの就任後も、マイノリティ

ー支援策の拡充を続けることになる。

25SBA，∠㎞〃雌ノ児即。r〃9661967，p，15－

26SBA，んηm〃印。r〃96Z1968，p．12．社会的不利者向けの規定は、翌年に、従来の低

所得者向けの規定と統合された。SBA，ル〃mノ児印。材296身1969，p．13しかし、後述の

とおり、EOLに占めるマイノリティー向けの割合は、拡大していくことになる。つまり、

規定の統合により、マイノリティー等の社会的不利者が軽視されたわけではない。

27US Congress，Senate，Se1ectComm1tteeonSma11Busmess，ク㎞θ棚血θ励ん刀蝸ノ

五ξρo就，1970，P．48．

28U．S．Con駆ess，Senate，Se1ect Com皿1ttee on Sma11Busmess，M〃加伽肋ん刀脇ノ

五ξρorら 1969，P．86．
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29Ibid．，P．99．

30USCongress，Senate，Se1ectComm1tteeonSmauBusmess，ク㎞師ケ’肋〃dλ㎜雌ノ

児即。助1973，pp．68・69．なお、72年における、連邦政府の総調達額は605兆ドル、この

うち、8（a）プログラム以外の通常契約による中小企業の受注は、金額で126兆ドル強、全

体比で約20．6％弦となっている。8（a）プログラムが急拡大したことは確かだが、全体に占

める割合は微々たるものである。

31”The Uph111Road to Black Cap1ta1ism”，肋あ。棚台3鵬エm喝Decembe41970，p61

32Nat1ona1Adwsory Counci1on Econo皿1c Opportun1ty；ん刀蝸ノ月ξρoれノ96♀GPO，

1969，P．8．

33U，S Con駆ess，House，Se1ect Comm1ttee on Smau Busmess，比2ル弾，0礫〃z餉。〃

舳aφθ〃血。棚。〆肋θ脇旭8幽鬼。仏片θ舵耐伽aハ吻狗1966，pp．218・219．なお、ブ

レル自身も、ドライ・クリーニング・チェーンの経営で成功を収めた黒人企業家であった。

34Senate，CommIttee on Bankmg and Currency Subcomm1ttee on S血au Bus1ness一

助2〃〃eξ，此aθzaノノ吻刀。ηξ7肋后θψ〃5θ〃。餌a”コ，P159

35Bates，石晦e女06ρノ拓方5m，p．127．

36例えば、自動軍産業の拠点であるデトロイトに関するトーマス・スグルーの研究も、工

場の自動化が黒人労働者に与えた影響を指摘している。Sugme，Thomas J．，皿θω邸蝸

。〆肋θα曲2刀Ch〃8 児∂σθ枷ゴルθgσ∂力ξ7〃北5右脇7－0θ加αらPrmceton Pr1工1ceton

University Press，1996ユpp．165’168．

37Senate，Se1ect CommIttee on Sma11Bus1ness，石胎a口〃8草，庇。掘。1㎜κ刀θ”θ々ρ伽θη白

6恒ρoκμηゴ似P．3．

38Nat1ona1Adv1sory Comm1ss1on on C1v11D1sorders，五ξρo蛇p225

39U．S．CommIss1on on Clvil R1ghts，此此〃ノα〃励助お励危〃θ伽ε励脇κ〃74

1970，P．xvi．

40SBA，ん刀α4児ξρo材296昌1969，p39

41Senate，Se1ect Co独mユttee on S皿au Busmess，石ら2〃刀8ξ，及。掘。吻j6刀θ昭々ρ一㎜θη6

ρmo吻〃似P．133．

42Senate，Se1ect Comm1ttee on S皿au Busmess，石ら2〃η鯛，尻。ηo㎜〃刀θ”θ々ρ伽θ掘宕

C恒ρ0r宕α刀ノ似p．133．
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43Fo1eX Eugene，πθλぬ帥η8αθ物，Was㎞n敏。n D C Nat1ona1Press，1968，P．22，

44，54，56．

44U．S．Senate，Se1ect Committee on Sma11Business，ん刀α∂ノ万ξρor〃955；1956，p．5．

45EOLは、貧困者を企業家とする点においては失敗であった。しかし、次第に黒人の教

育水準が改善されることで、比較的高学歴の企業家を主な担い手とした新たな黒人企業が、

ニンピューター関連を中心とした製造業やビジネス関連サービス業等の業種において成長

することになった。Bates，Timothy地鳴8ε炉肋ρ切伽θ助舳ゴ吻脇〃Mbわ〃炉加

皿～鵬ゴ昭λ”θ㎡oa刀刀焔2”，Ba1timore：John Hopkins University Press，1997，pp．8I9．

46中小企業総合研究機構訳編、『アメリカ中小企業白書1997』、同友館、1999年、7頁。
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終章 結論

終章 結論一福祉国家体制における中小企業政策の意義と中小企業の活力への再評価一

 ここまで、戦後のアメリカにおける中小企業の変化と中小企業政策の形成と拡大の過程

について考察してきたが、これを序章のはじめにおいて提起した問題と関連づけて、まと

めることとする。

 第一に、中小企業の存立状況の変化についてであるが、アメリカで中小企業に対する直

接的支援策が成立した1950年代は、中小企業を取り巻く環境が大きく変化した時期であり、

かつその方向性は、中小企業の弱体化を進めるものであった。

 まず、第2章で述べたとおり、従来は、最も一般的な中小企業の形態であった小規模小

売業が淘汰され、コンビニエンス・ストアヘの転換が進んだ。パパ・ママ・ショップに代

表される小規模小売業は、チェーン・ストア・エイジと呼ばれた1920年代から、低価格を

武器としたチェーン・ストアの圧迫を受けていた。それでも、当初、小規模小売業は、チェ

ーン・ストアを補完する日常の買い物の場として存立することが可能と考えられていたが、

第二次大戦後、都市郊外の発展に伴い、チェーン・ストアを核とした郊外型の巨大ショッピ

ングセンターが成長するなかで、中小企業の存立状況はより厳しいものになった。さらに、

大量生産システムの要素を備え、従来の独立した小規模小売業者とは全く異質の性格をも

つコンビニエンス・ストアが、成長の著しい郊外の住宅地等に浸透し、新しい形態の小規

模小売業として発展するi方、従来型の小規模小売業は、成長する郊外市場への進出を果

たせず、停滞する中心市街地に活動の場が限定されていった。中小企業の牙城のひとつで

あった小規模小売業の分野も、大企業に侵食されたのである。

 こうした小規模小売業分野における中小企業の衰退は、中小企業に対する社会のまなざし

を大きく変えた。かつて、比較的少ない元手で小規模な店を開くことは、独立した企業家

としてビジネスの世界に参入する、あるいは白ら職を創出し、市民として自立する最も一

般的な手段であった。しかし、コンビニエンス・ストアの成長により、パパ・ママ・ショ

ップと呼ばれる街角の商店は、最も代表的な中小企業の形態から、衰退する中小企業の象

徴へと変貌したのである。

 さらに、第3章で分析したように、第二次大戦後、冷戦遂行上の観点から、西側同盟諸

国の経済発展を重視する対外通商政策が貫徹されるなかで、中小製造業は、輸入晶との競

合に苦しむことになった。先進工業国の製造業が、安価な輸入品の挑戦を受けること自体

は、一般的な産業構造転換の構図である。しかし、1950年代、西側同盟諸国の輸出が、中
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小企業佐の高い軽工業晶に依存する状況で、アメリカ市場の開放を徹底した通商政策を採

ることは、中小製造業により多くの負担を強いるものであった。特定製品の集中的輸入は、

政治問題に発展するために政府としても極力回避する必要があったことはたしかであるが、

アイゼンハワー政権は、西側同盟国の市場を自国市場で引き受けるという明確な意思のも

と、自由貿易的な通商政策を維持したといえる。同時に、繊維や日用雑貨を中心とした生

活関連型中小製造業は、冷戦遂行を優先させた通商政策のコストを担うことを強いられる

ことになった。ハロルド・ラヴゼイは、冷戦遂行の観点からは、「アメリカが、ラジオ、テ

レビ、カメラ等を生産する能力を失ったことは、安い買い物であった。」1と指摘しているが、

50年代の冷戦政策においては、繊維や日用雑貨を中心とした生活関連型の中小製造業を失

うことは、それよりもさらに安い買い物であった。冷戦遂行を重視する通商政策の負担は、

家電製晶製造等の大企業よりも、まずは中小製造業が負わされることになったのである。

 当然ながら、中小企業に過度の負担を強いる対外通商政策は、中小製造業の間に、アイ

ゼンハワー政権に対する不満を高めた。繊維製品や日用雑貨を中心とした生活関連型の中

小製造業にとっては、一部繊維製品等に対するエスケープ・クローズの発動や自主規制の

発動は、まさに例外的な成果に過ぎず、自由貿易の原則を維持するアイゼンハワー政権の

対外通商政策及への不満を強めたのである。

 第二の問題である中小企業と大企業の関係については、アメリカが、近代世界システム

における覇権を確立し、空前の経済成長を遂げる’方で、中小企業は、必ずしもその恩恵

を受けることができず、大企業との格差がi層拡大したといえるだろう。

 元来、アメリカでは、資源が豊富であるi方、労働力が希少であったため、機械化への

インセンティブが強く、これが生産単位の規模拡大を促した。さらに、持株金杜制度を含

め、株式会社制度の一貫した発展も、企業規模の拡大を資金面から支えたのである。19世

紀後半からの大企業の目覚ましい発展は、自然環境、社会経済体制及び制度等、独特な諸

条件の結合によりもたらされたものであった。

 一方、大企業の誕生以来、中小企業は、常に大企業の圧迫を受けることになったといえ

る。たしかに、硬直的な大量生産の発展は、逆に専門的あるいは小ロットの需要に応える

中小企業の叢生を促した。また、スクラントンらの指摘するように、専門性や柔軟性のあ

る生産技術を武器に、大企業と共存し得た中小企業が存在したことも事実である。

 しかし、こうした中小企業の量的増加も、アメリカ経済全体に占める中小企業の占める

割合を高めることはできなかった。特に、第二次世界大戦後には、アメリカ経済が空前の
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成長を遂げる一方で、中小企業の存立基盤は、より脆弱なものになったといえる。第二次

大戦後のアメリカでは、歴史的には最もi般的な企業形態のひとっであった独立した小規

模小売業が、コンビニエンス・ストアに取って代わられた。また、かつては自立性の高か

ったアメリカ経済が、第二次世界大戦後、冷戦遂行上の観点から、自国市場の開放を重視

する形で、急速に世界経済との統合を進めたことにより、中小企業は、大企業以上に海外

企業からの圧迫を受けることになった。中小企業は、第二次大戦後も、総有業者の約半数

に職を提供する等、量的プレゼンスを維持したことはたしかである。しかし、専門性や柔

軟性を活かし、大企業に伍して活躍できた中小企業はわずかであり、第二次大戦後の経済

成長のなかで、全体としては、中小企業と大企業の格差は拡大したといえるだろう。

 第三に、金融助成策と経営指導を中心とした、SBAの形成と拡充がもたらした結果の問

題である。1953年から58年までの5年間は、SBAの永久機関化等、中小企業に対する直

接的支援策が整備され、現在に至るアメリカ中小企業政策の原型が形成された点において

は、特筆すべき時期であった。しかし、大企業に対する中小企業の地位には、全く変化が

なかった。中小企業政策が拡充されたにもかかわらず、中小企業の存立状況は改善されず、

企業数の減少や付加価値額シェアの上位企業への集中が進んだ。中小企業政策は、中小企

業に特段有利な、あるいは大企業に不利な状況を創出したわけでなかったのである。

 ところが、中小企業の存立状況に対する実際的政策効果とは別に、第二次大戦中のSWPC

設置以来、SBA設立による融資業務や経営指導の拡充、さらにはSBIC制度を通じた直接

金融支援の開始等、政府の中小企業への直接的支援が’貫して増大したことに対しては、

それらの実質的効果が薄かったにもかかわらず、様々な方面から批判が生じ、中小企業者

に対するアメリカ社会の眼差しを確実に変化させていった。従来、アメリカにおける自由

と民主主義の担い手とされてきた中小企業者は、政府からの「施し」を求める存在と見な

されるようになってしまったのである。直接的支援策という政府の保護を受ける存在とみ

なされることで、中小企業は、その存立状況が急速に悪化するだけでなく、戦後世界シス

テムの覇権を握ったアメリカの民主主義の担い手となることはできず、その役割までも、

完全に大企業に取って代られたのである。

 このように、中小企業は、経済的にも、社会的にもプレゼンスを低下させた。中小企業

に対して、SBAの直接的、かつ救済的施策が拡充されることで、民主主義の担い手という

ノスタルシックな称賛の念までもが剥がれ落ち、中小企業は、あらゆる面で「弱者」と見

なされるようになったのである。
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 一方で、1960年代における公民権運動の高揚や黒人暴動の頻発は、SBAによる黒人企業

支援策の創設とともに、中小企業政策に新たな意義を加えることとなった。60年代当時、

大企業に対する中小企業の地位が低下していたことはたしかである。しかし、黒人を中心

としたマイノリティーにとって、自ら企業を起こし、自営業者として職を得るという選択

肢は、依然として重要な社会的上昇手段であり、政策的支援の必要性も強かったのである。

 また、SBAは、黒人企業に対する支援を手段として、黒人居住地域の安定を図る等、社

会問題に関与を強めていった。当時、黒人暴動の深刻化等、アメリカ社会の分裂が懸念さ

れる状況で、黒人企業の育成を手段として、企業家という身近な成功事例を輩出し、雇用

の創出と黒人コミュニティーの安定が図られた。こうして中小企業政策は、中小企業その

ものの支援を目的とするだけでなく、中小企業に対する支援を通じて他の社会問題を解決

するための政策手段としての役割を獲得したといえるだろう。

 以上、中小企業の存立状況の変化、中小企業と大企業の関係及び中小企業政策の効果の

三点について考察した。これらをもとに、当初の仮説に対し、本論の回答を提示したい。

SBAの設立等を契機として、1950年代に形成されたアメリカの中小企業政策は、大企業を

中心とする社会経済体制内で不利な環境を強いられる中小企業に対して支援策を提供する

ことで、社会の安定に寄与するという社会政策的意義を有していたのではないか、つまり、

中小企業政策は、連邦政府の権限強化と諸階層の組織化を進め、集団間の利害対立を一定

範囲内で均衡させるアメリカにおける福祉国家体制の一翼を担ったのではないか、という

問題である。

 アメリカでは、19世紀末以来、大企業の圧迫を受けた中小企業者は、自らの存立基盤を

保護するために、大企業の規制を目指した政治的活動を展開、1890年のシャーマン法をは

じめ、独占禁止諸法を制定する原動力のひとつとなったのである。しかし、これらの法律

は、独占は禁止したものの、大企業の存在そのものを規制したわけではなかった。むしろ、

カルテルやトラストを回避して、持株金杜方式を含めた合併等により規模を拡大する大企

業が合法である一方、州を越えて取引をする零細業者のカルテルを違法としたのである。

結果的に、独占禁止諸法は、大企業の勝禾一」を正当なルーノヒに基づくものとして公認する’

方、中小企業の保護には効果がなかったのである。

 さらに、チェーン・ストア・エイジといわれた1920年代以降、大企業と中小企業の抗争

の場は、小売業の分野へ拡大した。しかし、独占禁止法の強化をはじめ、チェーン・ストア

に対する中小小売業者の政治運動は、チェーン・ストア課税法案の廃案により、所期の目的
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を達成することなく終結した。確かに、ロビンソン＝バットマン法とミラー＝タイディン

グズ法の制定に見られるように、独占禁止法の改正を手段とする中小小売業者の主張には、

一定の社会的支持が得られた。しかし、価格差別規制や再販価格維持政策を厳格に運用す

れば、価格競争が阻害され、独占禁止法本来の目的に反する恐れがあったため、これらの

立法措置が、中小小売業者の要求を満たすことはなかった。また、チェーン・ストアを直接

的に規制する課税法は、チェーン・ストアのみならず、農業団体を中心とした生産者や消費

者の反発を招いたのみであった。中小小売業者の主張は、既にチェーン・ストアを受容し、

これに依存していた社会を変えることはできなかった。第二次大戦前、独占禁止法をはじ

めとした競争環境のあり方を巡る大企業と中小企業の闘争は、中小企業の完全なる敗北に

終わったのである。

 このように、自らには不利な環境が固定化し、かつ政治的要求の実現も困難になってい

た中小企業は、ニューディールを契機とする福祉国家体制の形成過程においても、中小企

業は自らの便益を獲得する仕組みを構築することができなかった。福祉国家体制は、単に

社会的弱者を救済するだけではなく、連邦政府の利益配分機能を拡大することで、集団問

の利害対立を一定のレベルに均衡させるものであり、集団の組織化の程度及び連邦政府と

の親和性の程度こそが、それぞれの集団が獲得し得る便益の量を決定するといえる。その

ため、組織化のレベルが低く、ニューディールの有力な支持基盤でもなかった中小企業は、

効率的に便益を獲得することができなかったのである2。

 結局、中小企業の政治的主張は、1950年代のSBA設立や永久機関化等、金融助成や経

営指導等、中小企業に対する直接的支援策の成立という形で受け入れられることになった。

しかし、中小企業は、アメリカの福祉国家体制において、必ずしも有利な地位を確保でき

たわけではなかった。中小企業政策は、中小企業自体の多様性と中小企業を取り巻く複雑

な環境の影響を受け、様々な対立や妥協を包含しつつ形成された。中小企業者は、ニュー

ディール期と同様に、量的な政治力は有していたが、利害が拡散し、十分に組織化された

集団とはいえなかった。そのため、中小企業は、福祉国家体制の一部を構成しながらも、

効率的に便益を獲得することができず、自らの存立基盤を改善することはできなかったの

である。

 さらに、SBAを中心とした中小企業政策の成立は、中小企業を「弱者」として福祉国家

体制に組み込むことになった。たしかに、福祉国家による社会政策は、社会の統合を図る

ために、政府の機能を強化し、集団間の利害対立を一定のレベルに均衡させるものであり、
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必ずしも弱者救済のみを目的としたものではない。そのため、政府から便益を引き出すこ

とが、すなわち自らをr弱者」と規定することではない。しかし、SBAを中心とした中小

企業に対する直接的支援策の拡充は、かつてはアメリカにおける民主主義の担い手とされ

た中小企業者に、r弱者」のレッテルを貼ることになったのである。

 このように、中小企業は、1950年代における直接的支援策の成立を通じて、福祉国家体

制のなかで政府から便益を引き出す仕組みを獲得したが、それは必ずしも効率的なもので

はなかったうえに、民主主義の担い手という称賛の念までも失い、あらゆる面で「弱者」

と見なされるという代償を伴うものであった。

 一方で、1960年代に、黒人企業に対する支援策が創設されたことで、中小企業政策は、

新たな役割を担うことになった。SBAは、黒人居住地域の安定や雇用創出等、社会問題を

解決する手段として、黒人企業に対する支援を用いるようになったのである。こうして、

中小企業政策は、中小企業を「弱者」として支援するだけではなく、黒人をはじめとした

エスニック・マイノリティー、女性、高齢者、障害者等、社会的に不利な条件にある「弱

者」に対して、中小企業という就業と成功への機会を提供することで、福祉国家体制の利

益配分機能において、独自の役割を担うようになったのである。

 以上、第二次大戦後のアメリカにおける中小企業と中小企業政策について分析を進めて

きたが、最後に、序章の冒頭で述べた、日本の中小企業政策に対する筆者の問題意識に関

し、若千の考察を付加して記述を終えることとする。

 日本では、1999年12月の中小企業基本法改正以来、中小企業、とりわけベンチャー企

業を中心とした成長志向の強い企業の誕生こそが経済成長の原動力であるという認識のも

と、創業期、成長期及び株式公開期といった企業成長の段階別に、金融や経営指導を中心

とする手厚い支援体制の構築が目標とされている。例えば、日本版SBICともいえる投資事

業有限責任組合への出資等、政府がベンチャー企業向けのリスク・マネーを供給する制度も

生まれている。

 こうした政策の背景には、ベンチャー企業をアメリカ経済の活力源とする認識があるこ

とは言うまでもない。アメリカでは、1970年代以降、製造業を中心とする大企業の国際競

争力が低下する一方、1980年代末から、情報通信やバイオ関連等の分野を中心に、いわゆ

るベンチャー企業が急速に成長した。しかし、アメリカにおける新規創業の大部分は、成

長志向の強いベンチャー企業ではなく、従来型の消費者サービス企業等である。雇用創出

力についても同様で、大企業の雇用増加率が低迷する一方で、各種小売店、運輸サービス
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による雇用が高い伸びを示しており、ベンチャー企業が雇用の増加に直接的に寄与してい

るわけではない3。むしろ、従来型の中小企業を含めた幅広い創業活動が、アメリカ経済の

活力源であり、結果として成長性の強いベンチャー企業も生み出しているだろう。

 また、既述のとおり、アメリカでは、中小企業の重要性は十分に認識されているが、中小

企業政策の目標は、社会的あるいは経済的に不利な状況にある者に対して中小企業という

成功への手段を含め、幅広い企業の叢生を促すことを重視するものである。一方、成長性

の高いベンチャー企業に対する支援は、それ自体が、民間企業にとっての有力なビジネス

チャンスであるため、政府の役割は限定的である。政府は、税制や法制等の制度整備を進

めることで、逆に企業支援ビジネスの連鎖的創出を促しているのである。

 このようにアメリカにおける中小企業政策の実態を正視すれば、日本においても、ベンチ

ャー企業に対する支援策については、企業形態の多様化、産学交流制度の整備、エンジェ

ル税制の拡充、倒産及ぴ再出発制度の改善等、制度整備に重点を置くべきであろう。同時

に、厳しい財政状況では、中小企業政策の存在意義を社会政策的側面から再考し、中小企

業政策以外の諸政策との関連も視野に入れつつ、政策体系の再編が必要である。改正後の

中小企業基本法では、中小企業の社会経済的地位を向上させるという社会政策的規定が、

中小企業を一律的に弱者とし、かつ結果の平等を追求すると見なされかねないとして削除

される一方で、女性や高齢者等の企業に対する配慮規定を設けることは見送られた。しか

し、女性、高齢者、障害者等、労働市場において不利な条件を強いられる者に対して、中

小企業という就業と成功への機会を提供多様な機会を提供する方向を含めて、今後の中小

企業政策のあり方を再度検討すべきであろう。

終章註

1L1vesay“Entrepreneuna1Dom血ance m Busmesses’’，p．13

2小林、『アメリカ福祉国家体制の形成』、69頁も同様の考察を示している。

3中小企業総合研究機構訳編、『アメリカ中小企業白書1997』、36－37頁。水津雄三、『21

世紀経済と中小企業・女性事業家一アメリカを中心として一』、森山書店、2000年も、同

様の見解を示している。
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